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中間評価中間評価中間評価中間評価    

    

第２第２第２第２    大学の教育研究大学の教育研究大学の教育研究大学の教育研究

等の質の向上に関す等の質の向上に関す等の質の向上に関す等の質の向上に関す

る目標る目標る目標る目標    

    

    

１１１１    教育に関する目標教育に関する目標教育に関する目標教育に関する目標    

    

(1)(1)(1)(1)    教育の成果教育の成果教育の成果教育の成果    

    

アアアア    学部教育学部教育学部教育学部教育    

 

第２第２第２第２    大学の教育研究等の大学の教育研究等の大学の教育研究等の大学の教育研究等の

質の向上に関する目標を質の向上に関する目標を質の向上に関する目標を質の向上に関する目標を

達成するための措置達成するための措置達成するための措置達成するための措置    

  

１１１１    教育に関する目標を達教育に関する目標を達教育に関する目標を達教育に関する目標を達

成するための措置成するための措置成するための措置成するための措置 

    

(1)(1)(1)(1)    教育の成果に関する教育の成果に関する教育の成果に関する教育の成果に関する

目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措

置置置置 

 

アアアア    学部教育学部教育学部教育学部教育    

    

 

(ｱ) 幅広い教養、豊かな

思考力と創造性を涵

養し、豊かな人間性と

高邁な倫理観に富む

資質の高い人材を育

成する。 

 

 

(ｱ)-1 人文科学、社会科学、

自然科学などの分野にお

ける幅広い基礎知識と技

術を教授するとともに、分

野の枠を超えて共通に求

められる知識や知的な思

考力を育成する。 

 

 

（医学部） 

人文社会科学系の科目を増やすとと

もに、医学入門を開設し、豊かな人間性

を育む取組を行った。 

教養科目は平成22年度より1つ増え、

現在、統計学、医学経済学の教員の選考

も行っている。選択科目に中国語が増え

た。 

学生のうち約30％が中国語を履修す

るようになり、教養医学セミナーも充実

し、より広い視野を持たすことができ

た。 

 

（保健看護学部） 

人文・社会・科学の分野で多くの科目

を開講しており、オリエンテーションに

おいて、選択科目の概要説明会を開催

し、授業内容を説明したうえで、より多

くの選択科目を履修するように指導し

た。 

その結果、分野の枠を超えて共通に求

められる知識や知的な思考力を育成す

ることができた。 

 

 

教養教育科目数（医学部） 

平成18年度 医学入門を増設 

平成20年度 ケアマインドⅠ･Ⅱを統合 

平成22年度 医療と社会（人文社会科学系）を増設 

平成21年度 中国語（外国語科目）を増設 

                                  （科目） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

教養教育 29 29 28 29 30 30 175 

うち人文 
社会科学系 7 7 7 7 8 8 44 

 

教養教育非常勤講師数（医学部）               （名） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

7 7 6 6 11 14 51 

 

教養医学セミナーの課題数（医学部）            （テーマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次ｾﾐﾅｰ 7 7 9 11 11 12 57 

2年次ｾﾐﾅｰ 12 6 5 － － － 

2年次特別ｾﾐﾅｰ 13 9 8 11 10 10 
84 
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語学選択科目(1年次)における履修生数（医学部）             （名） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

ﾄﾞｲﾂ語 37 27 43 33 45 45 230 

ﾌﾗﾝｽ語 23 33 42 39 18 29 84 

中国語    24 38 26 88 

 

人文、科学、自然各分野の開講科目数（保健看護学部）    （科目） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

15 15 15 15 15 15  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ)-2 人間としての在り方

や生き方に関する深い洞

察力や理解力を育成する

ため、カリキュラム編成等

に工夫を加え、質の高い医

療人を育成する。 

 

 

（医学部） 

入学当初より、直接、患者から話を聞

き、両学部で話し合うケアマインド教育

や、老人福祉関連施設、保育所、障害者

施設での実習を1、2、3年次に継続して

行った。 

ケアマインド教育は平成19年度まで

は前期に、平成20年度からは1年を通し

て保健看護学部との共通講義として行

った。 

福祉施設での実習は種々の施設にお

いて全員参加とし、1～3年生継続して行

った。また、学生にはポートフォリオを

作成し、指導者からの評価も受けた。 

これらの実習を通して、地域に親し

み、幼児から高齢者、障害者とのコミュ

ニケーションの経験を持ち、ケアマイン

ドを育成することができた。 

 

（保健看護学部） 

「人間の理解」・「社会の理解」・「人

間と生命倫理」に関する科目を開講する

など、カリキュラム編成に工夫を加える

ことにより、人間としての在り方や生き

方に関する深い洞察力や理解力を育成

した。 

 

ケアマインド教育（1年次）の時間数             （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

両学部共通 15 15 30 30 30 30 

医学部 15 15 － － － － 
180 

 

福祉施設等数及び実習者数（医学部） 

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次 
老人福祉施設 

(5日間) 

22 

62 

23 

60 

25 

85 

29 

95 

26 

100 

26 

100 

のべ151ヵ所

502名 

2年次保育所 
(2-3日間)   

1 

62 

5 

84 

5 

94 

のべ16ｶ所 

339名 

2年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

     

5 

99 
5ｶ所 

99名 

3年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

  
4 

61 

4 

60 

6 

83 
－ 

のべ14ｶ所 

204名 

※障害者施設 平成23年度より2年生で実施 

 

人間の理解、社会の理解、人間と生命倫理に関する授業の開講科目数 

（保健看護学部） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

13 13 13 13 13 13  
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(ｱ)-3 情報処理施設等の活

用を図り、高度情報技術社

会に対応できる情報活用

能力・情報リテラシーを育

成する。 

 

 

（医学部） 

1年次に情報処理演習を行うととも

に、EBM教育を行った。 

医療情報についての演習だけでなく、

授業中に医学・医療情報の収集とパソコ

ンを用いた発表の機会を与えることも

行った。 

また、端末を、基礎教育棟情報処理室

の35台から平成22年度には高度医療人

育成センター地域医療支援推進室（パソ

コンルーム）の106台まで設置した。 

これらにより、1年次からWebを用いて

情報を収集し、発表することが可能とな

った。 

 

（保健看護学部） 

「情報処理演習」を必修科目として開

講することにより、高度情報技術社会に

対応できる情報活用能力・情報リテラシ

ーを育成した。 

 

パソコン台数（医学部）                 （台） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

35 35 35 35 106 106 
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Ⅲ 

 

 

 

 

 

(ｲ) 医学又は保健看護

学を中心とする高度

で専門的かつ総合的

な能力を身につけた

人材を育成する。 

 

(ｲ)-1 学生の課題探求能

力、問題解決能力、学問を

探究する研究心を育成し、

医学又は保健看護学を中

心とした幅広い知識及び

技術を教授する。 

 

 

（医学部） 

問題解決能力を育成するため、PBLを

教養、基礎、臨床の全てにおいて、各学

年通して行った。また、海外への留学も

積極的に行った。 

また、臨床技能の向上のため、臨床技

能開発センターを平成18年度に開設し、

平成22年度には高度医療人育成センタ

ーに移転した。臨床技能研修センターの

利用者は年々増加している。 

基礎配属や自主研究、海外留学の参加者

も増加している。 

これらにより、能動的に学ぶ教育環境

を与えることができた。 

 

（保健看護学部） 

課題探求能力、問題解決能力を養い学

問を探求する力を育成するため、1年次

生の「教養セミナー」、3年次生の「保 

 

PBL（セミナー）テーマ数と期間（医学部） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次教養 
7 

後期 
7 

後期 
9 

後期 
11 
後期 

11 
後期 

12 
後期 

57ﾃｰﾏ 

2年次教養 
25 
年間 

15 
前期 

13 
前期 

11 
前期 

10 
前期 

10 
前期 

84ﾃｰﾏ 

基礎 
10 
後期 

10 
後期 

10 
後期 

11 
後期 

11 
後期 

12 
後期 

64ﾃｰﾏ 

3年次基礎 
13 
前期 

14 
前期 

9 
前期 

10 
前期 

10 
前期 

8 
前期 

64ﾃｰﾏ 

4年次臨床 - - - 
13 
科目 

14 
科目 

14 
科目 

系統別科目数 
41科目 

 

海外短期留学（派遣）者数                    （名） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

医学部 5 4 3 5 7 5 29 

保健看護学部 3 3 2 2 2 3 15 

※学術交流除く。 
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健看護研究Ⅰ」、4年次生の「保健看

護研究Ⅱ」をそれぞれ開講し、対象学年

全員を履修させ、保健看護学を中心とし

た幅広い知識及び技術を教授すること

ができた。 

 

臨床技能研修センター利用者数                 （名） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

年間累計 1,821 4,735 2,660 1,537 4,101 4,318 
19,172 
平均 
3,195 

 

  

  

(ｲ)-2 新卒者の医師国家試

験合格率95％以上、看護師

国家試験合格率100％、保

健師国家試験合格率95％

以上を目指す。 

 

 

（医学部） 

医師国家試験に合格できる能力の適

正評価と修学の環境を整えた。 

卒業試験の内容を、平成19年度より国

家試験の内容に準拠したものに変更し

た。平成20年度からは4年生から5年生へ

の進級について評価を適正化し、平成23

年度からは卒業判定の基準を国家試験

の基準に準拠するものとした。また、自

習室の整備を行い、修学環境を整えた。 

平成19年度、平成20年度は国家試験の

合格率が一時的に上昇したが、その後2

年間は低迷した。平成23年度には全国9

位となり、合格率が再び上昇した。 

 

 

（保健看護学部） 

卒業時の能力を担保するための卒業

試験を行い、評価することとし、ほぼ計

画目標を達成することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新卒者医師国家試験合格率                 （％） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 平均 

92.3 96.6 95.2 87.5 91.7 96.4 93.3 

 

医師国家試験受験生用自習室 

18年度 

10室 

福利厚生棟集会室4室、 

基礎教育棟ゼミ室4室･特別研究室等2室 

19年度 

11室 

福利厚生棟集会室4室･学祭準備室･会議室･旧同窓会室 

基礎教育棟特別研究室2室、 

臨床技能研修センター事務室・会議室 

20年度 

12室 

福利厚生棟集会室6室・会議室 

基礎教育棟特別研究室2室 

臨床技能研修センター事務室・会議室 

病院棟元先進医療開発センター 

21年度 

10室 

福利厚生棟集会室6室・会議室 

臨床技能研修センター事務室・会議室 

図書館棟会議室 

22年度 

10室 
旧臨床技能研修センター自習室10室 

23年度 

10室 
旧臨床技能研修センター自習室10室 

※平成22年度の高度医療人育成センター竣工により、OSCE研修室18室・ 

地域医療支援推進室（パソコンルーム）、基礎教育棟ゼミ室8室など 

を、他学年にも自習用に開放した。 

 

看護師、保健師国家試験合格率              （％） 

 H19 H20 H21 H22 H23 

看護師 98.8 100 100 100 100 

保健師 96.5 100 100 100 97.8 
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(ｳ)-1 チーム医療やインフ

ォームドコンセントに不

可欠なコミュニケーショ

ン能力を育成するための

カリキュラムを充実する。 

 

 

老人福祉施設、保育所、障害者施設に

おける体験実習を通して、様々な人々と

のコミュニケーション能力を育成する

ため、1年次から人との触れ合う機会を

多く提供してきた。 

また、臨床現場でのコミュニケーショ

ンスキルについては、4年次のコミュニ

ケーション実習、臨床実習における多面

的評価を通して育成してきた。 

これらにより、幼児から老人、患者と

のコミュニケーションについて、繰り返

し、教育の機会を持つことができた。 

 

 

 

 

 

福祉施設等数及び実習者数（医学部） 

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次 
老人福祉施設 

(5日間) 

22 

62 

23 

60 

25 

85 

29 

95 

26 

100 

26 

100 

のべ151ｶ所 

502名 

2年次 
保育所 

(2-3日間) 
  

1 

62 

5 

84 

5 

94 

のべ16ｶ所 

339名 

2年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

     

5 

99 
5ｶ所 

99名 

3年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

  
4 

61 

4 

60 

6 

83 
－ 

のべ14ｶ所 

204名 

※障害者施設 平成23年度より2年生で実施 
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(ｳ)-2 専門的かつ総合的な

知識及び技術を習得させ

る上で、医療の安全や緩和

医療等今日の医療に必要

な感性の育成を考慮する

など、人権に配慮した教育

を行う。 

 

 

4年次の臨床の講義及び実習中に医療

安全・倫理についての講義を行うことと

し、4年次に医療安全、緩和医療・ロー

ルプレイ、在宅医療、医療情報（個人情

報）、医と法についての講義を行い、5

年次には緩和ケア病棟での実習を行っ

た。 

これらの講義を通じて、医療安全や緩

和に対する知識が得られ、同時に実習に

おいて実践することができた。 

 

 

医療安全・緩和ケア等の4年次の講義数（医学部）      （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医療安全 - - 2 2 2 2 

緩和医療 2 2 2 2 2 2 

在宅医療 2 2 2 2 2 2 

医療情報学 6 6 6 7 7 7 

個人情報 - - 1 2 2 2 

医と法 4 4 4 4 4 4 

計 14 14 17 19 19 19  

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

(ｳ) コミュニケーショ

ン能力及びリーダー

シップを備えた協調

性の高い人材を育成

する。 

 

(ｳ)-3 価値観、目的、感性

などの違いを相互に理解

させ、学ばせるために、学

部や学年の異なる学生が

同じ場で協調して学ぶ機

会を設定することにより、

医療に携わる専門職がお

互いの立場を尊重し、チー

ムワークのとれる健全な

人材を育成する。 

 

1年間の両学部の共通講義を開設する

とともに、ボランティア等を通じて多職

種が交流できるよう、ケアマインド教育

については、平成19年度までは前期の

み、平成20年度からは1年間の共通講義

として行い、コミュニケーションととも

に、病棟ボランティアに両学部が参加す

るなどチームワークの取れる人材を育

んだ。 

また、両学部で患者について話し合い、

 

ケアマインド教育（1年次）の時間数           （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

両学部共通 15 15 30 30 30 30 

医学部 15 15 － － － － 
180 
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 共通の意識を持つカリキュラムを作成

することができた。 

 

(ｴ)-1 学生の社会活動、地

域医療への参加を推進し、

地域との交流、医療への学

生の関心を高める。 

 

 

各種医療施設への体験実習・地域実習

及び県下の地域病院での臨床実習を行

い、地域及び医療に対する関心を高めさ

せた。 

また、全県下の主な病院、施設におい

て実習を行ったことにより、地域との交

流を図ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉施設等数及び実習者数（医学部） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次 
老人福祉施設 

(5日間) 

22 

62 

23 

60 

25 

85 

29 

95 

26 

100 

26 

100 

のべ151ｶ所

502名 

2年次 
保育所 

(2-3日間) 
  

1 

62 

5 

84 

5 

94 

のべ16ｶ所 

339名 

2年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

     

5 

99 
5ｶ所 

99名 

3年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

  
4 

61 

4 

60 

6 

83 
－ 

のべ14ｶ所 

204名 

※障害者施設 平成23年度より2年生で実施 

 

早期体験実習（1年生）（医学部） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

施設数 

参加者数 

12 

60 

12 

60 

12 

85 

12 

95 

12 

100 

12 

100 

のべ72ヵ所 

500名 
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Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 地域医療及び健康

福祉の向上に寄与す

るとともに、国際的に

も活躍できる人材を

育成する。 

 

 

(ｴ)-2 国際的視野を持った

人材を育成するため、海外

交流を推進し、学生の異文

化理解と必要な語学力の

向上を図る。 

 

 

平成18年度に国際交流センターを設

置し、協定校からの留学生を受け入れる

とともに、本学からの学生の留学にあた

って英語の授業を開催し、留学に必要な

語学力を身に付けられるようにした。 

 

 

 

学生の留学状況                     （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

派遣人数 7 13 5 14 9 15 

受入人数 17 3 18 16 31 2 

 

派遣先・受入先 

・アメリカ（派遣のみ） 

ハーバード大学、カリフォルニア大学、ハワイ大学 

・中国 

山東大学、上海交通大学、香港中文大学 

・タイ 

マヒドン大学、コンケン大学 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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イイイイ    大学院教育大学院教育大学院教育大学院教育 

 

イイイイ    大学院教育大学院教育大学院教育大学院教育 

    

 

(ｱ)-1 医学研究科修士課程

では、医学・医療関連の領

域で基本となる共通教育

科目、専門性を伸ばす専門

教育科目、修士論文作成を

行う特別研究科目の内容

の充実を図る。 

 

 

修士課程共通講義、医科学研究法概

論、修士論文公開発表会等を毎年度実施

することにより、修士課程の研究内容を

充実させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修士課程共通科目講義 

1年次4月～7月 月曜日～木曜日 18時～21時10分 

「医科学研究法概論」及び特別講義 

1～2年次通年 金曜日18時～19時（ないし19時30分） 

 

修士論文公開発表会 

・修了年次の1月中旬開催 

・修士論文発表会発表者数                 （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

20 15 11 16 12 11  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

(ｱ)-2 修士課程では、生命

倫理及び医の倫理観の高

揚を図るための講義・研修

を行う。 

 

 

（医学研究科） 

｢医科学研究法概論｣において生命倫

理等に関する講義を毎年度実施し、医学

に携わる者にとって不可欠な倫理観の

高揚につなげた。 

 

（保健看護学研究科） 

実践的な医療看護倫理を含む「ヘルス

ケアエシックス」を共通科目講義として

実施した。 

 

 

平成18年度から平成23年度に実施した講義（医学研究科） 

・「研究者の倫理」 

・「遺伝子組換え実験安全管理」 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

(ｱ) 修士課程について

は、専攻分野における

研究能力に加え、高度

専門職を担うために

必要な能力及び学識

を備えた人材を育成

する。 

 

(ｱ)-3 保健看護学の分野に

おける研究能力に加えて

高度の専門性が求められ

る職業を担う卓越した能

力を培うため、平成20年度

までに保健看護学研究科

修士課程（仮称）を開設す

る。 

 

 

 

 

 

保健看護学研究科修士課程を平成20

年度に開設した。 

 

  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 
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(ｲ) 博士課程について

は、自立した研究活動

又は高度な専門性が

求められる社会での

活躍に必要な研究能

力、基礎となる豊かな

学識を備えた人材を

育成する。また、国内

外で高い評価を受け

る指導的研究者を育

成する。 

 

 

(ｲ)-1 大学院生に分野横断

的な知識を修得させ、多く

の分野の研究にも対応し

ていける基礎技術を習熟

させる。また、医学研究を

行う上で基本的な実験研

究方法等の理論を修得さ

せる。 

 

 

学内外の講師による「特別講義」や研

究方法等について概説する「共通科目講

義」を毎年度実施し、分野横断的な知識

や基本的な実験研究方法等を修得させ

た。 

 

 

特別講義実施状況（医学研究科）             （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

学外講師 9 10 10 10 10 8 

学内講師 7 7 7 7 7 7 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

  

(ｲ)-2 国内外の学術誌への

学位論文の発表や学会活

動を推奨し、若手研究者や

大学院生のシンポジウム

での発表、学会賞などへの

応募を推奨することで、研

究レベルの向上を図る。 

 

 

博士学位論文を全て英語原著論文に

よることとし、「英語論文の読み方」や

「英語論文作成」、「学会発表の仕方」

についての講義を毎年実施し、研究レベ

ルの向上につなげるとともに、優秀な論

文については、名誉教授会賞を授与し

た。 

 

 

 

 

英語論文による博士学位取得者数（大学院コース＋論文コース） 

                                            （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

27 23 27 38 41 39 
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Ⅲ 

 

 

 

 

  

(ｲ)-3 生命倫理及び医の倫

理観の高揚を図るための

講義・研修を行う。 

 

 

博士・修士｢共通科目講義｣において、

生命倫理等に関する講義を毎年度実施

し、医学に携わる者にとって不可欠な倫

理観の高揚につなげた。 

 

 

平成18年度から平成23年度に実施した講義（医学研究科） 

・「研究者の倫理」 

・「遺伝子組換え実験安全管理」 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

  

(ｲ)-4 保健看護学の教育研

究拠点としての役割を果

たすため、平成２３年度中

に保健看護学研究科博士

課程（仮称）の設置認可申

請を行う。 

 

 

保健看護学研究科博士課程を平成23

年度中に設置することができなかった。 

 

 

平成24年5月に文部科学省へ設置認可申請諸を提出した。 

平成25年4月開設を目指している。 

 

 

Ⅱ 
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ウウウウ    専攻科教育専攻科教育専攻科教育専攻科教育    

 

ウウウウ    専攻科教育専攻科教育専攻科教育専攻科教育 

    

 

幅広い教養、豊かな思

考力と創造性のもとに、

豊かな人間性と高邁な

倫理観に富む資質の高

い人材を育成する。 

 

(ｱ) 助産に関する高度で専

門的かつ総合的な能力を

身につけた人材を育成す

る。 

 

 

「助産学基礎領域」、「助産学実践領

域」、「助産学関連領域」の3つの領域

からなるカリキュラムにより、助産に関

する高度で専門的かつ総合的な能力を

身につけた人材を育成した。 

 

助産師国家試験合格率                  （％） 

H20 H21 H22 H23 

100 100 100 90 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(ｲ) コミュニケーション能

力及びリーダーシップを

備えた協調性の高い人材

を育成する。 

 

 

地域の母子保健の発展向上に寄与す

るため、「ウィメンズヘルス」などの必

修科目に加えて、「カウンセリング」な

どの選択科目を配置し、専攻科生全員が

履修した。 

また、助産業務の管理、病院及び助産

所の管理運営、リスクマネジメントにつ

いて学ぶ「助産管理」を必修科目とし、

リーダーシップの養成を行った。 

これにより、生命の尊厳と高邁な倫理

観を持つ人材を育成することができた。 

 

 

Ⅲ Ⅲ 

  

(ｳ) 地域医療及び健康福祉

の向上に寄与する人材を

育成する。 

 

 

「助産管理実習」において開業助産師の

地域における母子保健活動や助産所業

務を学ぶなど、地域医療を実践するカリ

キュラムを配置し、地域医療に関心を持

たせ、地域医療に取り組む姿勢を醸成す

ることにより、地域医療及び健康福祉の

向上に寄与する人材を育成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実習施設 

附属病院、国保日高総合病院、社会保険紀南病院、 

坂本助産所、ちひろ助産院、深見助産所 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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(2)(2)(2)(2)    教育内容等教育内容等教育内容等教育内容等    

    

    

    

アアアア    学部教育学部教育学部教育学部教育    

    

((((ｱｱｱｱ))))    入学者受入れ及入学者受入れ及入学者受入れ及入学者受入れ及

び入学者選抜び入学者選抜び入学者選抜び入学者選抜 

    

(2)(2)(2)(2)    教育内容等に関する教育内容等に関する教育内容等に関する教育内容等に関する

目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措

置置置置    

 

アアアア    学部教育学部教育学部教育学部教育    

 

((((ｱｱｱｱ))))    入学者受入れ及び入入学者受入れ及び入入学者受入れ及び入入学者受入れ及び入

学者選抜を実現するため学者選抜を実現するため学者選抜を実現するため学者選抜を実現するため

のののの具体的方策具体的方策具体的方策具体的方策 

    

 

ａ 入学者選抜方法の

工夫及び改善を図り、

優秀な人材の確保に

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ-1 入学者受入れ方針の

見直し、多様な入学者選抜

を実施するとともに、入学

後の成績・進路等との関連

を検証して、入学者選抜方

法に工夫及び改善を重ね

る。 

 

 

平成13年度入学生から平成15年度入

学生の入試形態によるその後の成績経

過をみた。（右図は平成21年度卒業（平

成15年度入学）生の成績） 

平成13年度から平成15年度まで、後期

入学者の成績は前期入学者と差がなか

った。 

また、卒業後の進路をみると、後期入

学者では卒後に本学附属病院において

研修するものの頻度が低く、平成22年度

から後期入学を中止した。 

 

平成21年度卒業生の入試形態と卒業時成績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20年度卒 

推薦入学者 4人中 4人が和医大附属病院で研修（100％） 

前期入学者43人中26人が和医大附属病院で研修（60％） 

後期入学者16人中 7人が和医大附属病院で研修（44％） 
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Ⅲ 
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和歌山県立医科大学入学者数                        （人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ａ-2 入学試験を学生教育

の出発点と考えて、入試・

教育センターの機能をさ

らに充実させ、大学全体と

して選考に取り組む体制

をとる。 

 

 

医学部所属の入試・教育センター教員

が保健看護学部の入試業務に、保健看護

学部所属入試・教育センター教員が医学

部の入試業務にそれぞれ参画し、大学全

体で入試業務に取り組む体制をとった。 

また、入試制度検討部会と入試委員会

との連携により、入学試験の状況に合わ

せた学生選抜方法の改善ができるよう

な体制とした。 

入試制度委員会、入試委員会、面接・

出題採点委員としてそれぞれ1名、4名、

7名の入試・教育センター教員が所属学

部を超えて入試業務に参画することで、

入学試験の状況に対応し、各高校からの

推薦人数の変更や、選択科目の変更を行

った。 

これらにより、それぞれの学部で培っ

た入試業務に関する技術、知識、情報、

経験等を共有することができ、学生選抜

の質を向上することができた。 

 

 

平成19年度 

・平成22年度入試の後期日程を廃止（平成22年2月実施以降） 

・廃止までの間、後期試験の試験配点を変更 

平成20年度 

・推薦入試における合格者が定員に満たない場合は前期日程試験で補充 

・地域医療枠の推薦人数を各高校2人から3人に変更 

平成21年度 

・県民医療枠の推薦人数を各高校1人から2人に変更 

・平成24年度以降の選抜試験における大学入試センター試験の選択科目を、「6

科目から1科目選択」から「4科目から1科目選択」に変更 

平成22年度 

・アドミッションポリシーを決定 

平成23年度 

・平成27年度以降の選抜試験における理科・数学の選択科目を変更  

 

Ⅲ Ⅲ 



 

- 12 - 

 

ｂ 地域の高等学校と

の連携の下に、多様な

人材の獲得に努める。 

 

 

ｂ 入学者選抜、進路指導等

に係る相互理解を深める

ために、オープンキャンパ

ス、大学説明会などを通

じ、高等学校との連携を図

り、より広範な広報活動を

行う。 

 

 

オープンキャンパスを開催し、高校生

の医学及び本学に対する理解を深めさ

せるとともに、高校の進路指導者に対し

て本学の入学試験及びその後の教育、進

路、施設の紹介を行った。 

オープンキャンパスの参加人数は

年々増加しており、大学説明会において

も参加を促した結 

果、高校進路指導者20数名の参加があ

った。 

また、保健看護学部においては、高校

からの要請に基づき大学セミナーを実

施しており、大学のPRに取り組んでい

る。 

これらにより、高校との連携と、高校

生及び高校に対する広報の成果を上が

っている。 

 

 

オープンキャンパス参加者数（高校生等を対象）      （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医学部 101 113 114 153 144 173 

保健看護学部 177 227 269 287 329 280 

 

 

大学説明会参加者数等（進路指導部長を対象） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

人数 - 24 21 21 24 28 

校数 - - 15 18 20 14 

うち県内校 - - 15 16 18 13 

平成21年度から県外校（実績のある高校）にも案内を送付 

 

大学セミナー実施校数（保健看護学部）          （校） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

2 2 2 3 2 2  

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

    

((((ｲｲｲｲ))))    教育課程教育課程教育課程教育課程 

 

((((ｲｲｲｲ))))    教育理念等に応じた教育理念等に応じた教育理念等に応じた教育理念等に応じた

教育課程を編成するため教育課程を編成するため教育課程を編成するため教育課程を編成するため

の具体的方策の具体的方策の具体的方策の具体的方策 

    

 

ａ 卒業までに学生が

到達すべき教育目標

を明確にし、カリキュ

ラム全体の改善に努

める。 

 

ａ-1 各学部のカリキュラ

ムが、それぞれの教育理念

及び目標に即したもので

あるかどうかを検証し、必

要に応じて改善を行う。 

 

 

（医学部） 

医学部の教育理念に基づき、カリキュ

ラムポリシーを平成23年度に策定し、教

育理念を明確にするとともに進級の判

定の規範とした。 

また、ホームページ等で公開するとと

もに、学内外に周知した。 

 

（保健看護学部） 

保健師助産師看護師法改正への対応

方針を決定し、カリキュラムの改編を行

った。 

また、保健師学校・看護師学校変更承

認申請書を平成23年8月に文部科学省へ

提出し、承認された。 

 

 

平成23年度 カリキュラムポリシー策定（医学部） 
 

Ⅲ 
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ａ-2 実践能力育成方法の

充実に向け、卒業時の到達

目標を作成する。 

 

 

（医学部） 

医学部のディプロマポリシーを平成

23年度に策定したことにより、卒業時の

判定の規範とし、コンピテンシーに基づ

く教育、卒業判定が可能となった。 

また、卒業判定基準の見直しにより、

Advanced OSCEなど臨床技能の評価がで

きる試験を実施することで、卒業判定を

行うよう改善した。 

これらについては、ホームページ等で

学内外に周知した。 

 

（保健看護学部） 

カリキュラムポリシー（教育課程の編

成・実施の方針）及びディプロマポリシ

ー（学位授与の方針）を策定した。 

 

 

平成23年度 ディプロマポリシー策定（医学部） 
 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ａ-3 医学部では、6年一貫

教育の充実のため、「医学

準備教育モデル・コア・カ

リキュラム」及び「医学教

育モデル・コア・カリキュ

ラム」の精神に則り、必修

事項の効率的修得と、一般

教養科目の確保と充実を

図って授業科目を編成す

る。 

 

 

モデル・コア・カリキュラムの改訂に

伴い、カリキュラムの内容を変更した。 

また、医学教育の準備教育について、

カリキュラムの内容を確認した。 

さらに、細胞生物について、統合的な

カリキュラムを導入し、臨床実習におけ

る手技の水準を改めた。 

これらにより、モデル・コア・カリキ

ュラムの改訂に準拠したカリキュラム

を作成することができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ａ-4 保健看護学部では４

年一貫教育の充実のため、

「教養と人間学の領域」

「保健看護学の基盤とな

る領域」「保健看護学の専

門となる領域」の3領域で

カリキュラムを構成し、専

門分野の枠を超えた横断

的・総合的な学習の充実を

図る。 

 

「総合保健看護」の分野において、

「保健看護管理論」、「保健看護管理演

習」、「保健看護英語」など6科目を開

講し、横断的かつ総合的な学習の機会と

した。 

 

 

開講科目 

「保健看護管理論」、「保健看護管理演習」、「保健看護英語」 

「保健看護研究Ⅰ」、「保健看護研究Ⅱ」、「看護教育論」 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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ｂ 医療現場での実習

の充実を図り、地域医

療等について理解と

関心を深めるための

教育を推進する。 

 

 

ｂ-1 プライマリケアや、総

合診療教育を充実させ、本

学に特色ある診療科、診療

単位（救急集中治療部、血

液浄化センター、リハビリ

テーション部、緩和ケア部

など）、紀北分院の特徴を

活かし、学部教育、臨床実

習を卒後臨床研修に有機

的に結合させたカリキュ

ラムを編成する。 

 

 

臨床実習を44週から50週に延長した。

選択実習を1か月単位とし、学外及び海

外での実習を通してプライマリケア、総

合診療の体験を行えるようカリキュラ

ムを変更し、卒後研修に移行できるよう

にした。 

救命救急センターでの実習や選択実

習については、1か月間の参加型臨床実

習が可能となった。また、海外でのクリ

ニカル・クラークシップの体験もできる

ようになった。長期間のカリキュラムが

可能となることで地域医療についての

理解と参加型臨床実習の実践が可能と

なった。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ｂ-2 地域医療に貢献でき

る医療人を育成するため、

学外の臨床教授のもとで

臨床実習を行い、クリニカ

ル・クラークシップ型の臨

床教育を充実させる。 

 

 

選択実習の期間に学外及び海外で1か

月2回の実習を行い、クリニカル・クラ

ークシップが体験できる実習内容に変

更した。 

また、臨床実習を44週から50週に延長

し、院外実習と海外実習の制度を作るこ

とができた。 

さらに、定員増に伴い、学外の受入の

内容を充実した。 

このような学外及び海外の臨床実習

を通して、参加型臨床実習を充実させる

ことができた。 

 

 

医学部学外臨床実習 

年度 
受入可能 
施設数 

参加者 
実績 

実習した施設 

院外実習 

23 
16病院 
80診療科 

7病院 

15診療科 
20名 

紀北分院 
和歌山労災病院 
済生会和歌山病院 

海南市民病院 
国立病院機構和歌山 
社会保険紀南病院 

南和歌山医療センター 
 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

((((ｳｳｳｳ))))    教育方法に関する具教育方法に関する具教育方法に関する具教育方法に関する具

体的方体的方体的方体的方策策策策 

     

((((ｳｳｳｳ))))    教育方法教育方法教育方法教育方法    

 

 

ａ 幅広い教養、豊かな

人間性及び思考力・創

造力を形成するため、

教養教育と人間教育

を充実する。 

 

 

ａ-1 教養教育の充実のた

めに、学部間の共通講義を

導入する。 

 

 

1年間の両学部の共通講義を開設する

とともに、ボランティア等を通じて多職

種が交流できるよう、ケアマインド教育

については、平成19年度までは前期の

み、平成20年度からは1年間の共通講義

として行い、コミュニケーションととも

に、病棟ボランティアに両学部が参加す 

 

ケアマインド教育（1年次）の時間数           （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

両学部共通 15 15 30 30 30 30 

医学部 15 15 － － － － 
180 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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  るなどチームワークの取れる人材を

育んだ。 

また、両学部で患者について話し合

い、共通の意識を持つカリキュラムを作

成することができた。 

  

 

 

 

 

 

  

ａ-2 多様な教養科目及び

専門教育科目を幅広く提

供するために、他大学との

単位互換制度を継続して

行う。 

 

県内の大学と単位互換制度を設ける

とともに、単位互換可能な科目を増や

し、幅広く提供した。 

その結果、平成22年度3名、平成23年

度は4名が単位互換を行った。 

 

 

単位互換可能な科目数（医学部）            （科目） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

3 2 1 1 1 4 12 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

ｂ 学生が主体的かつ

意欲的に学習でき、知

的好奇心、科学的探求

心及び問題解決能力

を育む教育方法を採

用する。 

 

 

ｂ-1 問題設定解決型学習

を推進し、自主的学習能力

を高める。 

 

 

（医学部） 

問題解決能力を育成するため、PBLを

教養、基礎、臨床の全てにおいて、各学

年通して行った。また、海外への留学も

積極的に行った。 

また、臨床技能の向上のため、臨床技

能開発センターを平成18年度に開設し、

平成22年度には高度医療人育成センタ

ーに移転した。臨床技能研修センターの

利用者は年々増加している。 

基礎配属や自主研究、海外留学の参加者

も増加している。 

これらにより、PBLや参加型臨床実習

を通して問題解決能力を向上させるこ

とができた。 

 

（保健看護学部） 

1年次の「教養セミナー」、3年次の「保

健看護研究Ⅰ」、4年次の「保健看護研

究Ⅱ」「保健看護管理演習」をそれぞれ

開講し、少人数での演習や実習を実施す

ることにより、自主的学習能力を高める

ことができた。 

 

 

PBL（セミナー）テーマ数と期間（医学部） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次教養 
7 

後期 
7 

後期 
9 

後期 
11 
後期 

11 
後期 

12 
後 

57ﾃｰﾏ 

2年次教養 
25 
年間 

15 
前期 

13 
前期 

11 
前期 

10 
前期 

10 
前期 

84ﾃｰﾏ 

基礎 
10 
後期 

10 
後期 

10 
後期 

11 
後期 

11 
後期 

12 
後期 

64ﾃｰﾏ 

3年次基礎 
13 
前期 

14 
前期 

9 
前期 

10 
前期 

10 
前期 

8 
前期 

64ﾃｰﾏ 

4年次臨床 - - - 
13 
科目 

14 
科目 

14 
科目 

系統別科目数 
41科目 

 

海外短期留学（派遣）者数                           （名） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

医学部 5 4 3 5 7 5 29 

保健看護学部 3 3 2 2 2 3 15 

※学術交流除く。  

 

臨床技能研修センター利用者数                   （名） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

年間累計 1,821 4,735 2,660 1,537 4,101 4,318 
19,172 
平均 
3,195  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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ｂ-2 臨床実習、研修を重視

し、早期病院実習、看護実

習、教育協力病院での実習

など診療参加型実習を充

実させる。 

 

 

早期体験実習、看護体験実習、海外実

習を各年次に行うことにより、診療参加

型実習を充実させることができた。 

 

早期体験実習（1年生）（医学部） 

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

施設数 

参加者数 

12 

60 

12 

60 

12 

85 

12 

95 

12 

100 

12 

100 

のべ72ヵ所

500名 

 

看護体験実習（4年生）（医学部） 

年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

病床数 

参加者数 

14 

60 

14 

60 

14 

60 

14 

61 

14 

63 

14 

81 

のべ84病床 

385名 

 

医学部学外臨床実習（6年生） 

年度 
受入可能 
施設数 

参加者 
実績 

実習した施設 

院外実習 

23 
16病院 

80診療科 

7病院 

15診療科 
20名 

紀北分院 

和歌山労災病院 
済生会和歌山病院 
海南市民病院 

国立病院機構和歌山 
社会保険紀南病院 
南和歌山医療センター 

  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｂ-3 高度情報技術社会に

対応できるコンピュータ

等の情報機器活用能力を

高める。 

 

 

端末を、基礎教育棟情報処理室の35

台から平成22年度には高度医療人育成

センター地域医療支援推進室（パソコン

ルーム）の106台まで設置した。 

また、インターネットを用いて情報収

集などを学ぶ情報処理（1年次）のカリ

キュラムを導入するとともに、医療情報

の収集とe-learningで学べる環境を整

備した。 

同時にCBT（computer-based-testing）

にも用いた。 

これらにより、情報技能の向上を図る

ことができた。 

 

 

 

 

パソコン台数（医学部）               （台） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

35 35 35 35 106 106  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 
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ｂ-4 演習、実習に異なる学

年を参加させ、ティーチン

グアシスタント(TA)制度、

リサーチアシスタント

(RA)制度の導入を検討す

る。 

 

教員の負担を軽減するため、TAシステ

ムを導入することとし、平成20年度に実

施要綱を制定して、大学教育を充実させ

た。 

 

 

 

TA実績（医学部）                  （名） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

－ － 5 10 7 6 28  

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

ｃ 医療に従事する者

（以下「医療従事者」

という。）として適切

なコミュニケーショ

ン能力、患者の人権に

配慮できる倫理観育

成のための教育を充

実する。 

 

 

ｃ-1 チーム医療を理解す

るため、医学部と保健看護

学部の教員が協力して教

育を実施する。 

 

 

1年間の両学部共通講義としてのケア

マインド教育を、毎年度、両学部が連携

して、実施しており、両学部の教員が選

定したテーマに基づく共通講義を行っ

た。 

さらに、テーマについて両学部共通の

グループワークを実施することで、チー

ム医療について理解させることができ

た。 

 

ケアマインド教育（1年次）の時間数           （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

両学部共通 15 15 30 30 30 30 

医学部 15 15 － － － － 
180 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

  

ｃ-2 人間としての在り方

や生き方に関する深い洞

察力や理解力を育成する

ため、カリキュラム編成等

に工夫を加え、質の高い医

療人を育成する。（再掲） 

 

入学当初より、直接、患者から話を聞

き、両学部で話し合うケアマインド教育

や、老人福祉関連施設、保育所、障害者

施設での実習を1、2、3年次に継続して

行った。 

ケアマインド教育は平成19年度まで

は前期に、平成20年度からは1年を通し

て保健看護学部との共通講義として行

った。 

福祉施設での実習は種々の施設にお

いて全員参加とし、1～3年生継続して行

った。また、学生にはポートフォリオを

作成し、指導者からの評価も受けた。 

これらの実習を通して、地域に親し

み、幼児から高齢者、障害者とのコミュ

ニケーションの経験を持ち、ケアマイン

ドを育成することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

ケアマインド教育（1年次）の時間数            （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

両学部共通 15 15 30 30 30 30 

医学部 15 15 － － － － 
180 

 

福祉施設等数及び実習者数（医学部） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次 
老人福祉施設 

(5日間) 

22 

62 

23 

60 

25 

85 

29 

95 

26 

100 

26 

100 

のべ151ｶ所

502名 

2年次 
保育所 

(2-3日間) 
  

1 

62 

5 

84 

5 

94 

のべ16ｶ所 

339名 

2年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

     

5 

99 
5ｶ所 

99名 

3年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

  
4 

61 

4 

60 

6 

83 
－ 

のべ14ｶ所 

204名 

※障害者施設 平成23年度より2年生で実施 

 

Ⅲ 
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- 18 - 

    

((((ｴｴｴｴ))))    成績評価成績評価成績評価成績評価    

 

    

((((ｴｴｴｴ))))    成績評価等の実施に成績評価等の実施に成績評価等の実施に成績評価等の実施に

関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策  

 

    

 

各授業科目の学習目

標、目標達成のための授

業の方法・計画及び成績

評価基準を明確にし、厳

正な成績評価を実施 

 

する。 

 

ａ 医学部では、各科目の試

験と共用試験(コンピュー

タ を 用 い た 客 観 試 験

(CBT)、客観的臨床能力試

験(OSCE))の成績を取り入

れた成績評価指針を作成

し、学生及び教員に周知す

ることにより厳正かつ厳

正な評価を行う。 

    

 

進級試験及び卒業試験問題の精度管

理を行い、各科にフィードバックすると

ともに共用試験の内容を分析し、本学で

の教育の弱点を公表した。 

 

また、成績の推移、国家試験の成績か

ら評価方法を改善し、評価基準を明文化

するとともに進級判定を改めた。 

この結果、進級判定、卒業判定を厳正

かつ公正に行い、カリキュラムポリシ

ー、ディプロマポリシーに適合する学生

を育成した。 

 

進級評価方法の変化（要綱より） 

平成20年度 

仮進級の制度の導入。2科目以上不合格者は留年とした。留年者の再履修・

再受講・試験についても明記した。 

 

卒業判定基準の変化（要綱より） 

平成20年度 

判定対象者（1科目不合格者）の条件の明示、試験内容を国家試験に準じ

た多肢選択試験形式とし、不適切問題の除外等についての規定を明記し

た。 

平成23年度 

｢総合的に解析・評価｣に変更することで各科試験に合格するだけでなく、

国試に合格する能力を持つこと、卒業時OSCEで臨床能力も一定基準を満た

していることを卒業の要件とした。 

 

共用試験の判定の変化（要綱より） 

平成20年度 

共用試験を進級の必要条件とした。基準点等判定基準を明記するととも

に、判定基準の妥当性を解析し、基準の変更を行う。 

 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ｂ 保健看護学部では、成績

評価について教員の共通

認識のもと、厳正かつ公正

な評価を行う。 

 

 

講師以上の教員を構成メンバーとす

る成績判定会議において審議を行うこ

とにより、教員の共通認識のもと、厳正

かつ公正な成績評価を実施することが

できた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ｃ 成績優秀者を表彰する

制度を拡充する。 

 

 

卒業時に、成績の総合評価優秀者に知

事賞を、他の学生の手本となる学生に学

長賞を付与した。毎年、両学部から優秀

者を表彰している。 

この表彰により、学生の意欲向上につ

ながった。 

 

 

表彰者数                           （名） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

知事賞 1 1 1 1 1 1 6 
医学部 

学長賞 2 1 2 1 1 1 8 

知事賞 1 1 1 1 1 1 6 
保健看護学部 

学長賞 1 1 1 1 1 1 6  

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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((((ｵｵｵｵ))))    卒後教育との連卒後教育との連卒後教育との連卒後教育との連

携携携携 

 

((((ｵｵｵｵ))))    卒後教育との連携に卒後教育との連携に卒後教育との連携に卒後教育との連携に

関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策 

    

 

個々の学生が卒後教育

へ円滑に移行できるよ

うに、学部教育と卒後教

育の連携を図る。 

 

ａ 質の高い臨床医の育成

を行うため、臨床実習、卒

後初期及び後期臨床研修

を有機的に組み立てる。 

 

 

学生を初期研修医が、初期研修医を後

期研修医が教育する「屋根瓦式」の教育

に取り組んだ。 

また、卒後初期研修修了後3年目の後

期研修医に対して、高度救命救急センタ

ーにおいて3か月の救急研修を実施し、

卒後の初期研修と後期研修の連携を進

めた。 

さらに、主に県民医療枠学生を対象と

して、専門医取得のためのプログラムを

作成し、学生に提示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ 
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ｂ 保健看護学部と附属病

院看護部との連携を図り、

附属病院における卒前・卒

後教育を充実させる。 

 

（保健看護学部） 

2年次生の基礎看護実習Ⅱに先立ち、7

月に実習連絡会を開催し、実習目的・実

習目標・実習方法等についての説明を行

った。 

また、3年次領域実習に先立ち、9月に

実習説明会を実施し、実習評価について

の説明と意見交換を行った。 

さらに、附属病院看護部から保健看護

学部への教員派遣、看護部長等に対する

臨床教育教授等の称号付与等を行い、附

属病院における卒前・卒後教育の充実に

つなげた。 

 

（附属病院看護部） 

保健看護学部と附属病院看護部の間

で人事交流を行っており、附属病院看護

師を保健看護学部に出向させ、学生に対

しての講義や実習の支援を行っている。

卒後教育では附属病院の研修に対して、

保健看護学部に講師の派遣を依頼し、看

護師に対して講義をお願いしている。 

また、保健看護学部と合同勉強会を開

催しており、グループ討議などを通じて

課題の抽出、共有、検討を行っている。 

これにより、保健看護学部と附属病院看

護部が同じ方向で課題などに取り組み、

さらに、今後の看護師の卒後教育システ

ムの検討につなげている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

看護部と保健看護学部の人事交流 

・看護部から保健看護学部に教員（助教）1名を派遣 

・臨床教育教授等の任命（平成19年度以降） 

・看護部長に臨床教育教授、副看護部長及び各看護師長に臨床教育講師の称号

を付与 

 

Ⅲ 
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- 21 - 

 

イイイイ    大学院教育大学院教育大学院教育大学院教育 

 

((((ｱｱｱｱ))))    入学者受入れ及入学者受入れ及入学者受入れ及入学者受入れ及

び入学者選抜び入学者選抜び入学者選抜び入学者選抜    

 

 

イイイイ    大学院教育大学院教育大学院教育大学院教育 

 

((((ｱｱｱｱ))))    入学者受入れ及び入入学者受入れ及び入入学者受入れ及び入入学者受入れ及び入

学者選抜を実現するため学者選抜を実現するため学者選抜を実現するため学者選抜を実現するため

の具体的方策の具体的方策の具体的方策の具体的方策    

 

 

 

 
 

 

 

 

 

入学者受入れ及び入

学者選 

抜本学卒業生のみなら

ず、広 

く門戸を開き、人材の確

保に努める。 

 

ａ 大学院の授業時間につ

いては、教育方法の特例

(大学院設置基準第14条)

を実施し、社会人のために

昼夜開講制として、多様な

人材を求める。 

また、長期履修制度によ

り修業年限の弾力化を図

る。 

 

 

（医学研究科） 

昼夜開講制を実施した。 

また、長期履修制度については、募集

要項への記載や県内外の学校等へ直接

周知した。 

このようなPRを毎年度実施し、多様な

人材の確保につなげた。 

 

（保健看護学研究科） 

社会人のための昼夜開講制、長期履修

制度等を実施することにより、広く門戸

を開き、人材の確保に努めている。 

 

夜間講義（医学研究科） 

・5限 18:00～19:30 

・6限 19:40～21:10 

 

長期履修制度適用者数                  （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医学研科 1 4 1 3 14 14 

保健看護学研究科 - - 1 3 0 3  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

  

ｂ 医学研究科修士課程で

は、コ・メディカルスタッ

フ、研究者を目指す者、企

業等において医学・医療関

連の研究に従事する者、医

療行政関係者などの経歴

を持つ人材を幅広く受け

入れる。 

 

 

現に職業を有するコ・メディカルスタ

ッフ等にも修士課程の門戸を広げ、専門

分野での職業経験年数が2年以上の者に

も受験資格を与えており、その結果、約

9割が社会人学生となっている。 

 

 

 

修士課程における社会人学生数（医学研究科）       （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

学生数 16 15 15 12 13 15 

うち社会人 16 12 13 10 13 10  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

  

ｃ 医学研究科博士課程で

は、従来の医学部卒業生等

に加え、社会人の修士課程

修了者等も入学しやすい

環境を整える。 

 

 

医学部卒業生以外の者への門戸を広

げ、修士課程修了者については、修士課

程時に受講済みの共通科目講義の半数

の受講をもって単位認定の対象として

いる。 

また、10月入学を実施するとともに、

英文の募集要項をホームページに掲載

し、多様な人材の博士課程への進学を促

進した。 

 

 

博士課程における医学部卒業生以外の者（医学研究科） 

                            （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

入学者 24 37 31 22 25 34 

うち 
医学部以外 

2 
(2) 

14 
(5) 

12 
(2) 

6 
(2) 

11 
(1) 

7 
(1) 

 ( )内は、外国人学生 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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((((ｲｲｲｲ))))    教育課程教育課程教育課程教育課程 

 

((((ｲｲｲｲ))))    教育理念等に応じた教育理念等に応じた教育理念等に応じた教育理念等に応じた

教育課程を編成するため教育課程を編成するため教育課程を編成するため教育課程を編成するため

の具体的方策の具体的方策の具体的方策の具体的方策 

    

 

ａ 地域に根ざした大

学院づくりを目指し、

専門知識を有し、幅広

く医療関連分野で活

躍する高度専門職業

人又は医学の発展や

社会福祉の向上を目

指す研究者を育成す

る教育を行う。 

 

 

ａ-1 医学・医療に直結した

課題に取り組み、研究経験

と専門知識・技術を学ばせ

るカリキュラムを編成す

る。 

 

 

医学・医療の第一線で活躍する学内外

の講師による特別講義を毎年度実施し、

先進的で高度専門的・分野横断的な知識

を伝授した。 

 

 

 

 

 

特別講義実施状況（医学研究科）             （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

学外講師 9 10 10 10 10 8 

学内講師 7 7 7 7 7 7 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

  

ａ-2 医学・医療に従事する

過程で問題を発見する能

力とその解決方法を企画

立案する能力を持つ研究

者、又は高度専門職業人を

育成するカリキュラムを

編成する。 

 

 

医学・医療の第一線で活躍する学内外

の講師による特別講義を毎年度実施し、

先進的で高度専門的・分野横断的な知識

を伝授した。 

 

 

 

 

 

特別講義実施状況（医学研究科）             （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

学外講師 9 10 10 10 10 8 

学内講師 7 7 7 7 7 7 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

ｂ 修士課程について

は、目的・役割を明確

化し、研究者や高度専

門職業人育成等に対

応した教育を行う。 

 

 

ｂ-1 医学研究科修士課程

では、高度専門職業人の専

門性を高めるため、研究能

力の開発強化を図る。 

 

 

学内講師による共通科目講義や「医科

学研究法概論」、学内外の講師による特

別講義を実施し、学生に、自ら問題点を

発見し研究を深めるための高度専門的

な講義を受講させることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

修士課程共通科目講義 

1年次4月～7月 月曜日～木曜日 18時～21時10分 

 

「医科学研究法概論」及び特別講義 

1～2年次通年 金曜日18時～19時（ないし19時30分） 

 

修士論文公開発表会 

・修了年次の1月中旬開催 

・修士論文発表会発表者数               （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

20 15 11 16 12 11  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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ｂ-2 医学研究科修士課程

では、教員が相互に連携を

取り、博士課程とも交流を

図りながら教育・研修の機

会を創出する。 

 

 

修士課程の学生が所属するそれぞれ

の教室において、指導教官のもと、修士

だけでなく、博士課程学生や教室員など

と連携しながら研究を進めた。 

この結果、博士課程学生や教室スタッ

フとの共著で論文を作成したものもあ

った。 

  
 

Ⅲ 

 
 

Ⅲ 

 

ｃ 博士課程について

は、地域医療に対する

貢献を中心に据え、高

度先進的な教育を行

う。また、関連分野の

統合や広領域化を図

り、基礎医学と臨床医

学の連携による医学

研究を推進する。 

 

 

ｃ 医学研究科博士課程で

は、講座・研究室の枠を越

えて、地域医療に貢献でき

るよう横断的な知識が修

得できるようにカリキュ

ラムを編成する。 

特に医学研究科地域医

療総合医学専攻において

は、各教室間の有機的な連

携を促進し、高度先進的か

つ分野横断的な大学院教

育を行い、地域医療に貢献

する医療人の育成を目指

す。 

 

医療・医学分野の第一線で活躍する学

内外の講師による特別講義を毎年度実

施し、先進的で高度専門的・分野横断的

な知識を伝授した。 

 

 

特別講義実施状況（医学研究科）             （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

学外講師 9 10 10 10 10 8 

学内講師 7 7 7 7 7 7  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

((((ｳｳｳｳ))))    教育方法教育方法教育方法教育方法 

 

((((ｳｳｳｳ))))    教育方法に関する具教育方法に関する具教育方法に関する具教育方法に関する具

体的方策体的方策体的方策体的方策 

    

 

ａ 個性ある独創的な

研究や共通性の高い

研究の情報公開を推

進し、多方面からの協

力助言が得られる体

制を構築する。 

 

 

ａ-1 研究レベルの向上や

研究者間の交流を図るた

め、研究討議会や大学院特

別講義の内容の充実を図

る。 

 

 

 

研究討議会を3月を除く毎月開催し

た。大学院特別講義についても毎年度16

～17回開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究討議会開催状況（医学研究科）            （回） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

27 29 42 38 40 34 

 

特別講義実施状況（医学研究科）             （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

学外講師 9 10 10 10 10 8 

学内講師 7 7 7 7 7 7  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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ａ-2 各研究単位の教育研

究目標及び研究指導目標

を明確にした「大学院学生

要覧」を作成し、これに基

づいた研究指導を推進す

る。 

 

｢大学院学生要覧｣を毎年度作成し、こ

れに基づいた研究指導を行った。 

 

  
Ⅲ 

 
Ⅲ 

 

ｂ 大学院独自の教育

研究の指導方法の改

善を促進する。 

 

 

ｂ 大学院独自のファカル

ティ・ディベロップメント

(FD)研究会を年間を通じ

て定期的に行い、大学院教

員の教育方法の改善を組

織的に進める。 

 

FD研修会を医学部との共催で実施し、

学内外の有識者から研修を受けた。 

 

 

FD研修会テーマ（年度・参加者数） 

・チーム医療（平成19年度・59人） 

・今後の医学教育の方向性（平成21年度・46人） 

・医学教育 課題と今後の展開（平成23年度・15人） 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

((((ｴｴｴｴ))))    成績評価成績評価成績評価成績評価    

 

 

((((ｴｴｴｴ))))    成績評価等の実施に成績評価等の実施に成績評価等の実施に成績評価等の実施に

関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策 

    

 

研究活動及び専門能

力を評 

価する体制を構築し、厳

正な 

評価を実施する。 

 

ａ 毎年研究業績集を公表

し、社会的評価を受ける。 

 

 

博士学位論文について、3か月単位で

「内容の要旨」をホームページで公表す

るとともに、国及び国立国会図書館へ送

付した。 

また、年1回、冊子を作成し国公立医

科大学等へ送付した。 

 

博士学位取得者数（大学院コース＋論文コース）     （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

27 23 27 38 41 39 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

  

ｂ 優れた研究及び専門能

力を有する者を顕彰する。 

 

 

修士課程及び博士課程の優秀な業績

（論文）を本学の名誉教授会賞に推薦し

た。 

 

 

名誉教授会賞（医学研究科） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

応募数 3 3 3 8 5 2 

受賞数 1 1 1 2 2 2  

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

ウウウウ    専攻科教育専攻科教育専攻科教育専攻科教育 

 

ウウウウ    専攻科教育専攻科教育専攻科教育専攻科教育 

    

 

(ｱ) 入学者受入れ及び

入学者選抜入学者受

入れの基本方針を明

確にし、それに応じた

入学者選抜を実施す

る。 

 

(ｱ) 入学者選抜方法の工夫

及び改善を図り、優秀な人

材の確保に努める。 

 

 

オープンキャンパスを実施し、参加者

の助産学への向学心を高めるとともに、

優秀な人材の確保に努めた。 

 

 

オープンキャンパス参加者数（助産学専攻科）       （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

－ － 11 18 24 14  

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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(ｲ) 教育課程・方法 

教育目標等に基づい

た効果的・系統的なカリ

キュラムの編成及び教

育方法による教育を行

う。 

 

(ｲ)-1 卒業までに学生が到

達すべき教育目標を明確

にし、カリキュラム全体の

改善に努める。 

 

 

教育目標を4項目にまとめ、教育目標

を実現するため、領域を「助産学基礎領

域」、「助産学実践領域」、「助産学関

連領域」の3つに分け、効果的で系統的

なカリキュラムの編成を行った。 

 

 

教育目標 

1. 生命の尊厳と高邁な倫理観を持つ人材を育成する。 

2. 高度な専門知識と科学的思考能力を養い、安全な技術が提供できる実践

力のある人材を育成する。 

3. 女性の生涯にわたる健康づくりを支援し、地域の母子保健の発展に貢献

できる人材を育成する。 

4. 助産師として自律し、専門職として自立した役割を遂行できる人材を育

成する。 

 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(ｲ)-2 医療現場での実習の

充実を図り、地域医療等に

ついて理解と関心を深め

るための教育を推進する。 

 

 

助産管理実習を県内の助産所におい

て宿泊実習として行い、助産所の役割や

地域医療について学ばせた。 

 

 

 

実習施設 

坂本助産所、ちひろ助産所、深見助産所 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(ｲ)-3 幅広い教養、豊かな

人間性及び思考力・想像力

をより増幅するため、人間

教育を充実する。 

 

 

生命倫理や健康科学概論などの豊か

な人間性を育むための教科を配置し、そ

れらを学ばせることで、生命の尊厳と高

邁な倫理観を持つ人材を育成すること

ができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(ｲ)-4 学生が主体的かつ意

欲的に学習でき、知的好奇

心、科学的探究心及び問題

解決能力を育む教育方法

を採用する。 

 

 

「助産診断演習」や「助産研究」など、

問題設定解決型学習の推進に寄与する

教科を配置し、それらを学ばせること

で、学生の高度な専門的知識と科学的思

考力を養い、自主的学習能力を高めるこ

とができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(ｲ)-5 医療に従事する者と

して適切なコミュニケー

ション能力、妊産婦等の人

権に配慮できる倫理観育

成のための教育を充実す

る。 

 

 

 

 

「生命倫理」などの必修科目に加え、

「カウンセリング」などの選択科目を配

置し、学生全員に選択科目も履修させる

ことで、幅広い教養と豊かな人間性を育

み、地域の母子保健の発展向上に貢献し

た。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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(ｲ)-6 個々の学生が卒後教

育へ円滑に移行できるよ

うに、専攻科教育と卒後教

育の連携を図る。 

 

 

実習前に助産学専攻科と実習施設と

で連絡会を開催し、実習中は助産学専攻

科の教員と実習施設の指導者が協力し

て学生指導にあたった。 

 

  

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

(ｳ) 成績評価 

各授業科目の学習目

標、目標達成のための授

業の方法・計画及び成績

評価基準を明確にし、厳

正な成績評価を実施す

る。 

 

 

(ｳ) 成績評価について、教員

の共通認識のもと、厳正か

つ公正な評価を行う。 

 

 

 

助産学専攻科委員会において、総合的

な観点から修了判定を行った。 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

(3)(3)(3)(3)    教育の実施体制教育の実施体制教育の実施体制教育の実施体制

等等等等    

    

    

    

アアアア    教育実施体制教育実施体制教育実施体制教育実施体制    

 

    

(3)(3)(3)(3)    教育の実施体制等に教育の実施体制等に教育の実施体制等に教育の実施体制等に

関する目標を達成するた関する目標を達成するた関する目標を達成するた関する目標を達成するた

めの措置めの措置めの措置めの措置 

    

アアアア    適切な教職員の配置等適切な教職員の配置等適切な教職員の配置等適切な教職員の配置等

に関する具体的方策に関する具体的方策に関する具体的方策に関する具体的方策  

    

 

教育に関する目標を

実現するため、教職員を

適切に配置し、組織的な

教育実施体制を整備す

る。 

 

(ｱ) 教育実施体制、教職員の

配置、教育課程、時間配分

などの見直しを行い、その

内容を実施する組織を設

置する。 

 

 

教育の実施にあたり、教職員を適切に

配置するとともに教育研究開発センタ

ーを設置し、学生の定員増や、それに伴

う教員の増（平成25年度までに50名増）、

臨床研修の長期化をはじめとする教育

情勢の変化に対応した教育課程等の検

討・実施を行ってきた。 

 

 

 

 

 

教育研究開発センター 

・設置 平成18年4月 

・目的 

本学の医学・保健看護学教育活動の円滑な推進と不断の改善を行うため、

医学・保健看護学教育の研究、開発、企画及び評価方法の研究並びに入試制

度の研究を行う。 

・専門部会 

カリキュラム専門部会、臨床技能教育部会、 

教育評価部会、入試制度検討部会、FD部会 

 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(ｲ) 教育研究と実践を有機

的に展開するため、各学部

及び附属病院などの実習

施設とのより一層の組織

的な連携を図る。 

 

教育研究開発センターにおいて、一次

救命処置演習や共通講義（医療入門 ケ

アマインド教育）を医学部と保健看護学

部の両学部に行ってきた。 

また、附属病院本院及び紀北分院の看

 

「医療入門 ケアマインド教育」 

1年間を通じて、学部を越えて学生をグループ分けし、各テーマについて自

己学習のうえ、討論・発表を行う。 

 

Ⅲ 
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- 27 - 

 護部長、看護部副部長、看護師長に臨床

教育教授等の称号を付与し、保健看護学

部と附属病院看護部で実習に関する検

討等を行った。 

これらにより、組織的な連携を一層深

めた。 

  

(ｳ) 学部教育と大学院教育

の連携を図り、M.D.-Ph.D.

コース等多様な履修形態

を検討する。 

 

 

導入済み他大学の履修形態やメリッ

ト・デメリットについて、平成19年度以

降毎年度検証してきた。 

また、学部と大学院の合同委員会を平

成24年度に立ち上げ、具体的な導入形態

について検討する準備を行った。 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

    

イイイイ    教育環境の整備教育環境の整備教育環境の整備教育環境の整備    

 

    

イイイイ    教育に必要な設備、図教育に必要な設備、図教育に必要な設備、図教育に必要な設備、図

書館、情報ネットワーク書館、情報ネットワーク書館、情報ネットワーク書館、情報ネットワーク

等の活用・整備の具体的等の活用・整備の具体的等の活用・整備の具体的等の活用・整備の具体的

方策方策方策方策 

    

 

教育研究活動におけ

る施策を踏まえ、必要な

施設・設備、図書、資料

等の計画的な整備及び

充実に努める。 

 

 

(ｱ) 少人数教育、臨床実習、

学生の自主的学習が円滑

に実施できる環境の充実

を図る。 

 

 

高度医療人育成センター等において、

小グループの自主学習ができる環境と

して、臨床技能研修センターの機能充実

を図り、平成22年度の高度医療人育成セ

ンター竣工によりOSCE研修室・地域医療

支援推進室（パソコンルーム）・新スキ

ルスラボを整備した。また、医師国家試

験受験生用自習室などを提供した。 

これらにより、学生の修学環境を整え

ることができた。 

 

 

医師国家試験受験生用自習室 

18年度 

10室 

福利厚生棟集会室4室、 

基礎教育棟ゼミ室4室･特別研究室等2室 

19年度 

11室 

福利厚生棟集会室4室･学祭準備室･会議室･旧同窓会室 

基礎教育棟特別研究室2室、 

臨床技能研修センター事務室・会議室 

20年度 

12室 

福利厚生棟集会室6室・会議室 

基礎教育棟特別研究室2室 

臨床技能研修センター事務室・会議室 

病院棟元先進医療開発センター 

21年度 

10室 

福利厚生棟集会室6室・会議室 

臨床技能研修センター事務室・会議室 

図書館棟会議室 

22年度 

10室 
旧臨床技能研修センター自習室10室 

23年度 

10室 
旧臨床技能研修センター自習室10室 

※平成22年度の高度医療人育成センター竣工により、OSCE研修室18室・ 

地域医療支援推進室（パソコンルーム）、基礎教育棟ゼミ室8室など 

を、他学年にも自習用に開放した。また、旧スキルスラボを1年間使 

用できる6年生専用の自習室に整備した。 
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(ｲ) 図書館の蔵書の充実に

努め、開館時間の延長につ

いて検討する。 

また、情報の国際化・電

子化への対応として図書

館機能の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書館蔵書（医学書・医学雑誌）冊数

の増加、土曜日の開館時間の延長、電子

ジャーナル化の推進など、図書館の利用

環境を整備したことにより、学生は大学

教育を学習しやすく、教員等は研究や診

療に取り組みやすくなり、それぞれの向

上に貢献することができた。 

 

 

蔵書数                                 （冊） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

97,800 99,116 100,518 101,952 103,624 105,605 

 

土曜日開館時間の延長 

平成18年度（半年間の試行） 

10:00～17:00（従前13:00～17:00） 

平成19年度 本格導入 

 

電子ジャーナルの種類数 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

26 53 118 12 2,546 2,671  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

  

(ｳ) 教育研究に関する円滑

な情報処理及び情報通信

の促進を図るため、医学情

報ネットワークの適切な

運用管理を行う。 

 

 

平成22年度に新医学情報ネットワー

クシステムを構築した。 

また、平成23年度には医学情報ネット

ワーク規程を改正し、退職者情報に基づ

くメールアドレスの削除などを実施し

た。 

これらの取組により、ネットワークの

適切かつ安定的な運用管理を行ってき

た。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(ｴ) 医学、医療、科学、高等

教育における和歌山県固

有の発展の歴史について、

顕彰し教育するための歴

史資料室等の設置に向け

た検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各教室が保有する資料について調査

を行うとともに、歴史資料を保管する場

所を確保した。 

 

 

 

 

  

Ⅲ 
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ウウウウ    教育の質の改善教育の質の改善教育の質の改善教育の質の改善 

 

 

ウウウウ    教育の質の改善につな教育の質の改善につな教育の質の改善につな教育の質の改善につな

げるための具体的方策げるための具体的方策げるための具体的方策げるための具体的方策 

    

 

(ｱ) 個々の教員が実施

する教育の内容及び

方法を改善し、向上さ

せるための組織的な

研究・研修等の実施に

努める。    

 

 

(ｱ) 教育の質の改善(FD)に

関する学内組織を再構築

し、教員への講習だけでな

く、教育資材の開発を援助

する。 

 

 

FD部会を平成18年度に設置した。年度

当初にこの部会においてFDについて議

論し、年4～5回程度FD研修会を実施し

た。 

内容的には、試験内容の評価、試験問

題作成法、臨床実習のあり方、医学教育

の方向性などを一部ワークショップ形

式で行った。 

医学部においては、毎年度約100名程

度の参加者に対しFDを行うことがで

き、、教育の質の向上につなげることが

できた。 

 

 

FD研修会開催数及び参加者数（医学部） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

3回 

111名 

4回 

175名 

4回 

108名 

4回 

104名 

4回 

111名 

5回 

86名 

24回

695名 

 

FD研修会開催数及び参加者数（保健看護学部） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

8回 9回 13回 14回 13回 14回 71回 

※参加者数は毎年度30～40名程度 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 教育の質の向上を

図るため、大学の組織

的な教育活動及び

個々の教員の教育活

動に対する評価を継

続的に行う。 

 

(ｲ)-1 教育活動評価のため

の組織を整備し、学生及び

第三者による授業評価の

在り方の検証及び改善を

図る。 

 

 

教育評価部会を平成18年度に設置し

た。 

学生による授業評価については、平成

17年度から実施しており、平成20年度に

実験・実習臨床実習に対しても評価アン

ケートを行うこととした。平成23年度に

は、学生の授業評価アンケートの項目に

ついて見直しを行い、平成24年度から改

訂することとした。授業担当教員へ評価

をフィードバックして、次年度以降の授

業の改善に役立てている。 

また、平成23年度から教育評価部会に

おいて、新たに講義を行うもの及び希望

者について授業相互評価を行い、評価改

善点を明示した上でフィードバックし

た。第三者の2名が授業を評価し、改善

点などをフィードバックしている。 

今後、当該教員の授業評価が改善した

かについて経過を見る予定である。 

 

 

 

 

教育評価部会（医学部）授業相互評価 

平成23年度から実施（7名） 

平成24年度は20名で実施予定 
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(ｲ)-2 教育の成果・効果を

評価する基準として、引き

続き大学院生の学位論文

の質的評価を行う。さらに

指導大学院生数、学位を取

得させた人数、指導内容等

を検証し、評価の指標とす

る。 

 

 

学位申請に際して論文審査委員を3名

選出した。また、教員評価において学位

取得者数や論文審査委員への就任回数

を記載した。 

これらを毎年度行うことで、教員の評

価において客観的な指標とした。 

 

 

 

教員評価における記載項目（大学院関係） 

・授業担当科目 

・指導大学院生数 

・学位取得者数 

・論文審査委員回数 

・指導研究生（甲・乙）数 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

  

(ｲ)-3 本学の学部教育、大

学院教育及び専攻科教育

がどのように活かされて

いるかを検証するため、学

部卒業者、修士課程及び博

士課程修了者並びに専攻

科卒業者の卒業後・修了後

の追跡調査を行う。 

 

 

（医学部） 

医学部卒業予定者に対し、進路及び学

部教育についてのアンケート調査を行

っている。 

卒業後の進路については、57％が県内

に残っており、県内出身者の81％は県内

に定着し、逆に県外生の74％は県外に出

ることが明らかとなった。 

これにより、医学部学生の定着率等の

背景が明らかになった。 

 

（保健看護学部） 

卒業生に進路届及び卒後学生調査票

の提出を依頼し、卒業後の進路先の把握

に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医学部生卒業後の進路状況（新卒者）           （名） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

研修先 

県

内

出

身 

県

外

出

身 

県

内

出

身 

県

外

出

身 

県

内

出

身 

県

外



出

身 

県

内

出

身 

県

外

出

身 

県

内

出

身 

県

外

出

身 

県

内

出

身 

県

外

出

身 

県内 10 19 23 12 17 18 9 13 15 12 25 6 

県外 3 28 0 21 2 23 2 25 10 18 6 17 

計 60 56 60 49 55 54 

※出身高校所在別 
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((((4)4)4)4)    学生への支援学生への支援学生への支援学生への支援    

    

    

    

アアアア    学習支援体制の整学習支援体制の整学習支援体制の整学習支援体制の整

備備備備    

 

 

((((4)4)4)4)    学生への支援に関す学生への支援に関す学生への支援に関す学生への支援に関す

る目標を達成するためのる目標を達成するためのる目標を達成するためのる目標を達成するための

措置措置措置措置    

 

アアアア    学習相談、助言、支援学習相談、助言、支援学習相談、助言、支援学習相談、助言、支援

の組織的対応に関する具の組織的対応に関する具の組織的対応に関する具の組織的対応に関する具

体的方体的方体的方体的方策策策策 

    

 

学生一人ひとりの学

習意欲の向上を図るた

め、学習支援体制を整備

する。    

 

 

(ｱ) 新入生オリエンテーシ

ョンを充実する。 

 

 

新入生オリエンテーションにおいて、

人権・同和特別研修や禁煙・薬物乱用防

止に関する講義とともに、国際交流・学

生自主カリキュラムの発表会を実施し

た。 

また、オリエンテーションを両学部合

同で実施した。 

これにより、医学部と保健看護学部の

相互理解と、教員と学生の交流を促進す

ることができた。 

 

  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

  

(ｲ) 学生からの相談に細や

かな対応ができるように

学習相談及び助言体制の

充実を図る。 

 

 

保健看護学部において、クラス担任が

個別面談を随時行うとともに、オフィス

アワーを設定するなど、きめ細かな対応

を実施した。 

 

  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

  

(ｳ) 教育研究活動中の事故

及び災害に対処するため、

学生の任意保険への加入

を促進する。 

 

 

保健看護学部において、実習時におけ

る不慮の事故に備え、賠償責任保険への

加入を推奨し、編入3年次には入学時に、

2年次には実習開始前に、保険の重要性

について説明を行った。 

これにより、全学生が任意保険に加入

した。 
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イイイイ    生活支援体制の整生活支援体制の整生活支援体制の整生活支援体制の整

備備備備    

 

 

イイイイ    生活相談、就職支援等生活相談、就職支援等生活相談、就職支援等生活相談、就職支援等

に関する具体的方策に関する具体的方策に関する具体的方策に関する具体的方策  

    

 

学生が心身の悩みや

生活全般の問題に対し

て気軽に相談すること

ができ、安心して学生生

活を送ることができる

支援体制を整備する。 

 

(ｱ) 健康保持及び心配や悩

み事に対応するため保健

管理室の充実を図り、心身

両面で学生の健康管理体

制を充実させる。特に、メ

ンタル面のカウンセリン

グ体制を充実する。 

 

 

平成19年度に健康管理センターを設

置し、健康診断や予防接種、健康相談等

を実施し、学生の健康管理を支援した。 

また、保健看護学部では、外部カウン

セラーによる学生相談を毎週木曜日の

15時30分から20時30分に実施し、メンタ

ル面のカウンセリング体制を充実させ

た。 

 

 

カウンセリングルーム利用状況（保健看護学部・助産学専攻科） 

                                              （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

相談者数 － 25 41 9 117 87 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

(ｲ) 修学のための経済的な

支援体制の充実に努める。 

 

 

 

 

 

 

学生に授業料減免制度や日本学生支

援機構等の奨学金制度に関する情報を

提供し、制度の活用を促進した。 

これにより支援体制の充実につなげ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

授業料減免制度利用状況（医学部、医学研究科）      （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

全額免除 
(前期) 19 14 16 15 19 17 

全額免除 
(後期) 20 16 19 18 19 16 

半額免除 
(前期) 1 3 1 5 2 5 

半額免除 
(後期) 1 3 3 5 2 3 

 

授業料減免制度利用状況（保健看護学部）         （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

全額免除 6 7 7 13 16 12 

半額免除 2 3 5 2 4 6  
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Ⅲ 
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(ｳ) 就職に関する情報提供

に努め、就職活動の支援を

行う。特に大学院生に対

し、取得した専門知識が生

かせるよう、教育職、研究

職、高度の専門職への進路

を指導し、助言、推薦など

を行う。 

 

 

 

 

学生の進路相談や進路指導について、

主科目担当指導教員が教務学生委員会

等の進路担当教員と情報共有しながら、

適切に行った。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

    

ウウウウ    留学生支援体制の留学生支援体制の留学生支援体制の留学生支援体制の

整備整備整備整備    

 

 

ウウウウ    留学生支援体制に関す留学生支援体制に関す留学生支援体制に関す留学生支援体制に関す

る具体的方策る具体的方策る具体的方策る具体的方策 

    

    

留学生が安心して教

育研究活動を行うこと

ができる支援体制を整

備する。 

 

(ｱ) 大学及び大学院の研究

活動、学費、学生生活等に

関する情報を適切に提供

する。 

 

留学生に対して、奨学金等の学生生活

を支援する情報を提供し、安心して教育

研究活動が行えるようにした。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(ｲ) 平成18年度中の国際交

流センターの設置も視野

に入れて、外国人研究者、

留学生の受入れ体制、修学

支援体制を整備する。 

 

平成18年度に国際交流センターを設

置し、留学生の受入及び修学支援体制

と、外国人研究者等が利用できる宿泊施

設、国際交流ハウスを整備した。 

 

国際交流ハウスの利用者数                （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

15 8 15 12 26 3 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

 

 

 

 

  

(ｳ) 海外の大学等との学術

交流を推進するとともに、

諸外国の大学等との交流

協定を締結する。 

 

平成18年度にマヒドン大学、コンケン大

学、上海交通大学と、平成19年度には香

港中文大学・ソウル大学と交流協定を締

結し、学術交流を推進した。 

 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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２２２２    研究に関する目標研究に関する目標研究に関する目標研究に関する目標    

    

    

(1)(1)(1)(1)    研究水準及び研研究水準及び研研究水準及び研研究水準及び研

究の成果等究の成果等究の成果等究の成果等    

    

 

アアアア    目指すべき研究の目指すべき研究の目指すべき研究の目指すべき研究の

方向と研究水準方向と研究水準方向と研究水準方向と研究水準    

 

２２２２    研究に関する目標を達研究に関する目標を達研究に関する目標を達研究に関する目標を達

成するための措置成するための措置成するための措置成するための措置    

 

(1)(1)(1)(1)    研究水準及び研究の研究水準及び研究の研究水準及び研究の研究水準及び研究の

成果等に関する目標を達成果等に関する目標を達成果等に関する目標を達成果等に関する目標を達

成するための措置成するための措置成するための措置成するための措置    

 

アアアア    目指すべき研究の方向目指すべき研究の方向目指すべき研究の方向目指すべき研究の方向

と研究水準に関する具体と研究水準に関する具体と研究水準に関する具体と研究水準に関する具体

的方策的方策的方策的方策    

    

 

がん診療連携協議会 

・緩和ケア研修会受講者数               （名） 

H20 H21 H22 H23 

200 200 150 92 

 

・各種講演会参加者数                 （名） 

H19 H20 H21 H22 H23 

150 200 800 300 100 

 

 

・がん相談支援センター相談件数             （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

57 342 1,163 1,762 2,385 2,440 

 

・地域がん登録（平成23年度） 

登録票 6,646件  死亡票 5,117件 登録 

 

開設した寄附講座 

平成18年度 機能性医薬食品探索講座 

観光医学講座 

スポーツ・温泉医学研究所 開設 

平成21年度 みらい医療推進学講座 

みらい医療推進センター 開設 

診療部門：サテライト診療所本町 

研究部門：げんき開発研究所 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 地域医療に貢献す

る研究を推進し、人々

の健康福祉の向上に

寄与する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ)-1 和歌山県で重点的に

取り組まなければならな

い疾病構造の改善、診療活

動の改善、疾病の予防につ

ながる研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年度に都道府県がん診療拠点

病院に指定された。 

平成19年度に発足した和歌山県がん

診療連携協議会の活動として、緩和ケア

研修会をはじめとする各種研修会や講

演会を開催するとともに、平成22年度に

作成した地域連携クリティカルパスの

本学運用を始めた。 

また、院内がん登録も開始した。 

さらに、患者相談事業として、がん相

談支援センターを整備した。 

地域がん登録については、県からの受

託事業として、平成23年度から標準デー

タベースを設置し、体制を整えた。 

これらの取組により、本学の附属病院

のみならず、本県全体のがん診療の充実

に貢献できた。 

予防医学に関する研究については寄

附講座において継続して行い、特にみら

い医療推進学講座では、疾病の治療から

予防に重点をおいた医療及び研究を実

施し、生活習慣病や老化の予防等につな

がる研究を行った。 
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(ｱ)-2 疾病の原因、診断、

予防について医学及び保

健看護学の研究を行い、診

療活動の場において、医療

及び保健看護の質の向上

に貢献する。 

 

 

全国的に減少傾向にある英文原著論

文の発表数について、本学では毎年度一

定数を確保し、研究の質の向上につなげ

た。 

 

 

英文原著論文の発表数 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医学部 
医学研究科 316 238 353 311 288 325 

保健看護学部 
保健看護学研究科 
助産学専攻科 

2 5 6 6 7 6 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

(ｲ) 独創性に富み国際

的に高く評価される

研究水準を目指し、基

礎医学及び臨床医学

の連携による、先端的

で学際的かつ学融合

的な分野の研究を推

進する。 

 

(ｲ)-1 創薬、診断及び治療

方法などについての臨床

研究、先端医療の研究を行

う。 

 

 

寄附講座において脊椎内視鏡手術支

援システムの開発を行うなど先端医療

に関する研究を行うとともに、治験管理

体制を強化し、本学の創薬、治療方法等

の臨床研究、先端医療の研究を推進し

た。 

 

 

先端医療に係る寄附講座 

・先端医療開発普及講座 

脊椎内視鏡手術に適した手術器具や手術システムを開発 

・免疫制御学講座 

DNAチップを用いた関節リウマチの治療効果の事前予測 

・循環器画像動態診断学講座 

循環器疾患の新しい画像診断法や血行動態評価法の開発・研究 

 

平成18年度 臨床研究管理センター設置 

臨床研究管理センターに治験管理部門を設置 

平成21年度 治験管理部門を附属病院中央部門に移行 

（治験管理室の設置） 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

  

(ｲ)-2 講座の枠を超えて、

基礎医学と臨床医学の連

携による、より幅の広い医

学研究の推進を図る。 

 

 

特定研究プロジェクト発表会におい

て重点課題や分野・講座等を超えた研究

に対して助成を行ったことにより、発表

会への参加研究者が増加するなど、学内

の研究が活性化した。 

また、共同利用施設の組織規程を整備

するなど、運営を改善し、利用を促進し

た。 

 

特定研究助成プロジェクト発表会 

・趣旨 

学内の重点課題及び講座、研究室等の枠を超えた横断的な研究を支援す

る。（助成総額 17,500千円/年） 

 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

応募件数 7件 4件 9件 7件 8件 4件 

採択件数 4件 1件 3件 4件 5件 4件 

参加研究者 26人 23人 37人 43人 60人 76人  

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

  

(ｲ)-3 基礎的研究を重視

し、これを推進する。 

 

 

特別研究員制度や学内助教（基礎）の

制度を創設し、基礎分野の研究者層を充

実させた。 

また、平成23年度に先端医学研究所に

「遺伝子制御学研究部」を開設し、腫瘍

学・発生学・再生医学等の分野に関する

遺伝子レベルでの研究を行った。医学･

  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 
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医療に関する最先端の研究を行い、本学

の教育･研究を推進するとともに社会へ

の貢献に寄与した。 

 

 

イイイイ    成果の社会への還成果の社会への還成果の社会への還成果の社会への還

元元元元    

 

 

イイイイ    成果の社会への還元に成果の社会への還元に成果の社会への還元に成果の社会への還元に

関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策関する具体的方策 

    

    

大学の研究成果を広

く社会に発信し、県民の

健康福祉の向上に寄与

するとともに、産業界、

ＮＰＯその他の民間団

体等における応用を推

進する。 

 

 

(ｱ) 医学及び保健看護学及

び助産学の研究成果を、地

域産業の活性化、健康福

祉、公衆衛生活動に展開さ

せるため、研究成果、業績

等の知的財産を公開する

とともに、本学教員による

各種の研修会での講演や

地域活動などを行う。 

 

 

生涯研修センター主催の公開講座「最

新の医療カンファランス」を毎年度10

回程度開催した。 

また、小・中学生及び高校生等を対象

に出前授業を実施した。 

これにより、県民の健康福祉の向上、

公衆衛生活動に貢献した。 

 

出前授業実施状況                     （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

回  数※ 27回 34回 37回 23回 27回 16回 

提案ﾃｰﾏ数 44 61 79 82 75 82 

提案教員数 28人 40人 46人 45人 46人 47人 

※出前授業は学校等からの申込に基づいて実施している。 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

  

(ｲ) 寄附講座、受託研究、企

業との共同研究を拡大す

る。 

 

 

寄附講座については、新規分野の講座

を開設した。 

受託研究、共同研究については、産官

学連携推進本部を核とした異業種交流

会やセミナーを開催し、企業等との連携

を推進した。 

これらにより、受託研究、共同研究を

拡大することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

寄附講座開設件数、受託・共同研究契約件数 （各年度継続分を含む） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

寄附講座 4 5 6 8 7 6 

受託講座 1 2 3 3 3 3 

受託研究 16 17 23 24 33 43 

共同研究 3 5 6 5 10 15  

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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((((2)2)2)2)    研究実施体制等研究実施体制等研究実施体制等研究実施体制等

の整備の整備の整備の整備    

    

    

アアアア    研究体制研究体制研究体制研究体制    

 

 

((((2)2)2)2)    研究実施体制等の整研究実施体制等の整研究実施体制等の整研究実施体制等の整

備に関する目標を達成す備に関する目標を達成す備に関する目標を達成す備に関する目標を達成す

るための措置るための措置るための措置るための措置    

 

アアアア    研究体制に関する具体研究体制に関する具体研究体制に関する具体研究体制に関する具体

的方策的方策的方策的方策 

    

    

独創性が高く、社会的

要請の高い研究に即応

できる研究者の確保や

配置並びに組織的な研

究ができる体制を目指

す。 

 

(ｱ) 大学が重点的に取り組

む領域や研究分野を選定

し、これに重点的・弾力的

に人員を配置する。 

 

 

平成23年度に先端医学研究所に「遺伝

子制御学研究部」を開設し、腫瘍学、発

生学、再生医学等の分野に関する遺伝子

レベルでの研究を行った。 

これにより、本学の医学・医療に関す

る教育・研究において最先端化が推進さ

れ、社会への貢献に寄与することができ

た。 

 

 

 
 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(ｲ) 公募により、より優秀な

指導的研究者の確保に努

める。   

 

平成18年度に「医学部教員の公募に関

する申し合わせ事項」を決定し、公募に

よる教員採用を行ってきた。 

平成20年度には、教員公募制度の周知

を行うとともに、公募において実績ある

人材に応募依頼を行うノミネーション

方式を導入した。 

さらに、平成21年度の医学部教授選考

では、候補者プレゼンテーション及びイ

ンタビューを選考委員以外の教授が聴

講できるようオープン化し、選考権者に

より多くの情報を与え、より良い人材を

獲得できるように体制を整えた。 

公募情報をホームページ等に記載す

るなど、積極的な公募活動を行うことに

より、着実に全国から優秀な人材を集め

ることができた。 

 

 

 

 

 

 

平成18年度 

「医学部教員の公募に関する申し合わせ事項」決定 

平成20年度 

教員公募制度の周知 

ノミネーション方式の導入 

 

公募による教員採用者数                          （名） 

H19 H20 H21 H22 H23 

2 1 3 5 5 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 38 - 

  

(ｳ) 研究の活性化を検討す

る委員会の設置など、多く

の医療人が研究に参画で

きる体制を構築する。 

 

 

学外の団体等からの助成に係る推薦

または選考に関する事項を審議する研

究活性化委員会を平成18年度に設置す

るとともに、特定研究助成プロジェクト

発表会を毎年度開催し、数々の研究を助

成した。 

また、優秀な若手研究者を顕彰する制

度を平成22年度に創設し、若手研究者の

研究も促進した。 

これらにより、多くの医療人が研究に

参画できる体制を構築した。 

 

 

研究活動活性化委員会 

・設置 平成18年4月 

・審議事項 

学長より諮問のあった次の事項を審議し、その結果を学長に答申する。 

(1) 学外の団体等からの各種助成事業に係る教員等の推薦又は選考に関

する事項 

(2) その他医学及び保健看護学の研究奨励に係る教員等の推薦又は選考

に関する事項 

特定研究助成プロジェクト発表会 

・趣旨 

学内の重点課題及び講座、研究室等の枠を超えた横断的な研究を支援す

る。（助成総額 17,500千円/年） 

 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

応募件数 7件 4件 9件 7件 8件 4件 

採択件数 4件 1件 3件 4件 5件 4件 

参加研究者 26人 23人 37人 43人 60人 76人 

 

次世代リーダー賞・若手研究奨励賞 

・設置 平成22年12月 

・実績 平成22年度 次世代リーダー賞 3名 

          若手研究奨励賞  8名 

平成23年度 次世代リーダー賞 1名 

      若手研究奨励賞  4名 

 

Ⅳ 

 

 

Ⅳ 

  

(ｴ) 知的財産の創出の支援、

取得、管理及び活用を行う

組織を設置する。 

 

本学において知的財産権を管理する

組織として、産官学連携推進本部の下に

知的財産権管理センターを平成23年4月

に設置した。 

 

 

知的財産権管理センター 

・設置 平成23年4月 

・目的 

(1) 知的財産に係る教育及び啓発活動関すること。 

(2) 知的財産の権利化に関すること。 

(3) 知的財産権の保護及び活用に関すること。 

(4) 知的財産権の調査に関すること。 

(5) 技術移転機関，その他係者と連携にすること。  

(6) その他知的財産に関すること。 
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イイイイ    研究環境研究環境研究環境研究環境    

 

 

イイイイ    研究に必要な設備等の研究に必要な設備等の研究に必要な設備等の研究に必要な設備等の

活用・整備に関する具体活用・整備に関する具体活用・整備に関する具体活用・整備に関する具体

的方策的方策的方策的方策 

    

 

多様な研究者が、それ

ぞれの能力を十分発揮

するために必要な研究

環境の整備に努める。 

 

(ｱ) 研究の支援体制を整備

するために、共同研究等の

施設の拡充を検討する。 

 

 

平成18年度に3施設を共同利用施設と

して統合し、研究環境の整備について検

討する運営委員会を設置した。 

また、平成22年度以降は保健看護学部

の教員も利用できるよう大学の施設と

して位置付けた。 

平成23年度には、動物実験施設のう

ち、利用実績の少なかった大型イヌ飼育

室をマウスの飼育室に改修・拡張（900

ゲージ4,500匹増）し、研究環境を整備

した。 

 

 

共同利用施設 

・動物実験施設 

・RI実験施設 

・中央研究機器施設 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

  

(ｲ) 研究機器及び備品の効

果的な整備拡充、先端医学

研究所の充実を図る。 

 

 

教育研究備品整備委員会において要

望調査のヒアリングを実施し、備品の導

入及び更新を行った。 

教育研究備品の予算については、平成

23年度に20,000千円から30,000千円に

増額した。 

学内の研究機器については、利用状況

の調査を行い、効果的な利用を促進し

た。 

平成23年度には先端医学研究所に遺

伝子制御学研究部を新設し、先端医学研

究所における研究体制等を充実させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育研究備品の整備状況 

平成18年度 セルソーター 

平成20年度 オールインワンデジタル顕微鏡 

平成21年度 共焦点レーザースキャン顕微鏡（更新） 

平成22年度 水晶発振式分子間相互作用解析システム 

リアルタイムPCR解析システム（更新） 

マルティグレーティングマイクロプレートリーダー（更新） 

平成23年度 細胞イメージ解析装置 

DNAシーケンサー 

 

 

Ⅲ 
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ウウウウ    研究の質の向上研究の質の向上研究の質の向上研究の質の向上 

 

ウウウウ    研究の質の向上につな研究の質の向上につな研究の質の向上につな研究の質の向上につな

げるための具体的方策げるための具体的方策げるための具体的方策げるための具体的方策 

    

 

(ｱ) 個々の研究者が行

う研究のほか、知的な

成果の結集を図り目

標を定めて行う組織

的な研究を推進する。 

 

(ｱ) 学内重点研究課題を選

定し、学部、講座、研究室

等の枠を超えた横断的プ

ロジェクト研究を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究活動活性化委員会における推薦

または選考を通じて、特に重点課題の研

究や分野・講座等を超えた研究に対して

助成を行い、学内の横断的な研究を推進

した。 

 

 

研究活動活性化委員会 

・設置 平成18年4月 

・目的 各種助成事業の公募における教員等の推薦または選考を行う。 

 

特定研究助成プロジェクト発表会 

・趣旨 

学内の重点課題及び講座、研究室等の枠を超えた横断的な研究を支援す

る。（助成総額 17,500千円/年） 

 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

応募件数 7件 4件 9件 7件 8件 4件 

採択件数 4件 1件 3件 4件 5件 4件 

参加研究者 26人 23人 37人 43人 60人 76人  

 

Ⅳ 

 

Ⅳ 

 

(ｲ) 研究者がより意欲

的に研究に取り組む

ことができるような

評価制度を検討し、実

施する。 

 

(ｲ) 教員の研究の水準・成果

を検証するため、研究活動

の評価を定期的に実施し、

かつ公表する。それに基づ

き、質の高い研究を資金面

などで支援する制度を導

入する。 

 

 

研究活動活性化委員会において、選考

における評価方法や内容について議論

した。 

また、過去に採択された特定研究助成

プロジェクトについて平成20年度より

成果発表会を実施し、学内に公表した。 

さらに、優秀な若手研究者を顕彰する

制度を平成22年度に創設し、若手研究者

の研究も促進した。 

これが研究者に対する刺激となり、研

究の水準・成果を向上させることにつな

がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定研究助成プロジェクト 採択課題成果発表会 

平成20年度 発表課題 4件（平成18年度採択分） 

平成21年度 発表課題 1件（平成19年度採択分） 

平成22年度 発表課題 3件（平成20年度採択分） 

平成23年度 発表課題 4件（平成21年度採択分） 

次世代リーダー賞・若手研究奨励賞 

・設置 平成22年12月 

・実績 平成22年度 次世代リーダー賞 3名 

          若手研究奨励賞  8名 

平成23年度 次世代リーダー賞 1名 

      若手研究奨励賞  4名 
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Ⅲ 
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エエエエ    研究資金の獲得及研究資金の獲得及研究資金の獲得及研究資金の獲得及

び配分び配分び配分び配分    

 

エエエエ    研究資金の獲得及び配研究資金の獲得及び配研究資金の獲得及び配研究資金の獲得及び配

分に関する具体的方策分に関する具体的方策分に関する具体的方策分に関する具体的方策 

    

    

競争的研究費及び外

部資金の獲得に努め、適

正な資金配分に努める。 

 

(ｱ) 研究を推進するための

組織を設置し、競争的研究

費の獲得や受託事業等の

受入れによる外部資金の

獲得について、毎年度１

０％の増加を図るととも

に、学外との共同研究を企

画・立案する。 

 

 

平成18年度に産官学連携推進本部及

び事務局企画室を設置し、外部資金に関

する情報収集や情報提供を行うととも

に、産官学連携推進本部を核とした異業

種交流会やセミナーを開催（平成20年度

以降は株式会社紀陽銀行と共催）した。 

これにより、平成18年度から平成23

年度にかけて32.1％増を実現した。 

 

 

平成18～23年度の外部資金獲得額 

 
（単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

95,651 55,665 118,183 94,220 147,496 171,141

4,850 1,518 28,482 27,100 31,331 42,174

175,799 253,781 264,982 271,643 264,678 309,176

891,459 505,869 528,887 527,572 576,414 714,936

寄附講座 47,000 48,000 86,000 100,983 79,500 89,382

奨学寄附金 844,459 457,869 442,887 426,589 494,514 462,633

その他 0 0 0 0 2,400 162,921

181,840 337,941 402,500 391,398 418,414 545,072

1,349,599 1,154,774 1,343,034 1,311,933 1,438,333 1,782,499

- -14.4% 16.3% -2.3% 9.6% 23.9%

平均 6.6%
H18→H23 32.1%

科学研究費

合　　　計

対前年度比

種別

受託研究

共同研究

受託事業

寄附金等

 

平成18年度 寄附講座説明会、企業訪問 

平成19年度 県内企業約2,000社あてメール情報発信 

平成20年度 異業種交流会（参加企業数 42社、研究課題提案数：4件） 

平成21年度 異業種交流会 

（参加企業数 61社、研究相談件数 5件、研究課題提案数：5件） 

平成22年度 異業種交流会、医工連携セミナー 

（参加企業数 延べ48社、研究相談件数 5件、研究課題提案数：2件） 

平成23年度 異業種交流会、医工連携セミナー 

（参加企業数 延べ57社、研究相談件数 10件、研究課題提案数：6件） 
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Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(ｲ) 全国的な共同研究への

参加を推進する。 

 

 

共同研究について、産官学連携推進本

部を中心に県外の大学や企業との連携

を推進し、全国的な共同研究を実施し

た。 

 

 

岡山大学との共同研究 

 平成18年度 2,400千円 

 平成19年度 1,650千円 

 

民間企業等との共同研究 

 平成18年度  3件、 6,350千円 

 平成19年度  7件、 2,125千円 

 平成20年度  6件、26,000千円 

 平成21年度  5件、27,100千円 

 平成22年度 10件、31,332千円 

 生成23年度 15件、33,450千円 
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上の他、科学研究費補助金において全国的な研究を実施。 

（例）「膵癌に係る新規ペプチドワクチン療法の開発」 

平成23年度 88,000千円 

（有明病院・愛知県がんセンター等が参画） 

 

 

  

(ｳ) 横断的プロジェクト研

究への重点的な資金配分

を行う。 

 

 

研究活動活性化委員会における推薦

または選考を通じて、特に重点課題の研

究や分野・講座等を超えた研究に対して

助成を行い、学内の横断的な研究を推進

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究活動活性化委員会 

・設置 平成18年4月 

・目的 各種助成事業の公募における教員等の推薦または選考を行う。 

 

特定研究助成プロジェクト発表会 

・趣旨 

学内の重点課題及び講座、研究室等の枠を超えた横断的な研究を支援す

る。（助成総額 17,500千円/年） 

 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

応募件数 7件 4件 9件 7件 8件 4件 

採択件数 4件 1件 3件 4件 5件 4件 

参加研究者 26人 23人 37人 43人 60人 76人  

 

Ⅳ 

 

Ⅳ 

  

(ｴ) 萌芽的研究にも資金配

分し、プロジェクト研究へ

発展させることを目指す。 

 

 

科学研究費補助金の審査において、惜

しくもA評価のために落選した若手研究

者を対象に研究助成を公募し、研究活動

活性化委員会による選考・採択を行っ

た。 

また、審査結果を学内に公表したこと

により、若手研究者の科学研究費補助金

の獲得率向上に向けたモチベーション

を高めることができた。 

 

 

 

 

和歌山県立医科大学若手研究支援助成 

・設置 平成18年6月 

・目的 

本学において優れた学術研究を行っている者に対し、助成を行うことによ

り、医学及び保健看護学の研究水準の高度化を図るとともに、医療技術を発

展させる。 

・実績 

 H19 H20 H21 H22 H23 

採択 
件数 

7件 5件 13件 6件 13件 

助成 
総額 

2,450千円 2,500千円 2,600千円 3,000千円 7,800千円 

 

 

 

 

Ⅲ 
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(ｵ) 外部資金による新規の

研究分野を検討する。 

 

 

寄附講座については、新規分野の講座

を開設した。 

受託研究、共同研究については、産官

学連携推進本部を核とした異業種交流

会やセミナーを開催し、企業等との連携

を推進した。 

これらにより、受託研究、共同研究を拡

大することができた。 

 

 

開設した寄附講座 

・機能性医薬食品探索講座 

・病態栄養治療学講座 

・観光医学講座 

・先端医療開発普及講座 

・統合的美容皮膚探索講座 

・免疫制御学講座 

・みらい医療推進学講座 

・循環器画像動態診断学講座 

・運動機能障害総合研究開発講座 

 

寄附講座開設件数、受託・共同研究契約件数 （各年度継続分を含む） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

寄附講座 4 5 6 8 7 6 

受託講座 1 2 3 3 3 3 

受託研究 16 17 23 24 33 43 

共同研究 3 5 6 5 10 15  
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３３３３    附属病院に関する附属病院に関する附属病院に関する附属病院に関する

目標を達成するため目標を達成するため目標を達成するため目標を達成するため

の措置の措置の措置の措置    

 

(1)(1)(1)(1)    教育及び研修機教育及び研修機教育及び研修機教育及び研修機

能の充実能の充実能の充実能の充実 

 

３３３３    附属病院に関する目標附属病院に関する目標附属病院に関する目標附属病院に関する目標

を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置    

 

(1)(1)(1)(1)    教育及び研修機能を教育及び研修機能を教育及び研修機能を教育及び研修機能を

充実するための具体的方充実するための具体的方充実するための具体的方充実するための具体的方

策策策策 

    

 

ア 大学附属病院とし

て、医学部・保健看護

学部の学生に、幅広く

充実した臨床教育及

び実習の場を提供す

る。 

 

ア-1 本学の特色ある診療

科・診療単位、中央部門等

の特徴を活かした臨床教

育の場を提供する。 

 

 

医学部については、臨床実習を44週か

ら50週に延長し、選択実習を1か月単位

とし、総合診療の体験を行えるカリキュ

ラムに変更されたことにより、卒後研修

への移行を可能とした。 

また、救命救急センターでの実習や選

択実習として、1か月間の参加型臨床実

習を可能とした。 
 
保健看護学部については、附属病院看

護部と実習目的・目標・方法について意

見交換を行う実習連絡会を、実習前に実

施するとともに、領域毎の反省と評価、 

 

臨床実習（医学部）                   （週数） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

5年次 必修 35 34 34 34 40 40 

必修 5 5 6 8 8 2 
6年次 

選択 6 4 4 2 2 8 

計 46 43 44 44 50 50 

 
 
実習連絡会 

基礎看護学Ⅰ：1年次の1月 

基礎看護学Ⅱ：2年次の9月 

領域別：3年次の9月 

保健看護管理：4年次の10～11月（平成19年度以降） 

 

Ⅲ 
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- 44 - 

次年度に向けた課題の検討等を行う実

習評価を実習後に実施したことで、学生

のレディネスを把握し、学生が実習目標

に到達できる指導の準備を行うことが

できた。 

また、実習評価においては、実習で明

らかとなった問題を共有するとともに

解決策を見出すことができ、実習体制の

充実に一定の成果が得られた。 

実習評価 

基礎看護学Ⅰ：1年次の1月 

基礎看護学Ⅱ：2年次の9月 

領域別：3年次の9月～4年次の7月までの領域ごと部署ごと 

全体会は4年次の領域別が終了後に 

保健看護管理：4年次の11～12月（平成19年度以降） 

 

 

 

 

 

 

 

  

ア-2 臨床の場において、患

者や医療関係者の立場を

理解し、患者本位の医療や

円滑なチーム医療を推進

できるよう、学生の人格形

成を図るための教育及び

実習等を行う。 

 

 

ケアマインド教育、老人福祉施設実

習などを通じて、チーム医療やコミュ

ニケーション能力の向上を図るとと

もに患者の立場を理解し、共感できる

能力の向上を図るため、ケアマインド

教育や、地域実習を積極的に行った。

また、臨床実習において、患者からの

評価も行うことで、多面的な実習評価

を行えるようにした。 

 実習は、1～3年次まで行い、全員が

参加した。 

 実習における患者評価はケアマイ

ンド教育の成績にも相関しており、ケ

アマインド教育の教育効果が示唆さ

れた。 

 

 

ケアマインド教育（1年次）の時間数                  （コマ） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

両学部共通 15 15 30 30 30 30 

医学部 15 15 － － － － 
180 

 

福祉施設等数及び実習者数（医学部） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1年次 
老人福祉施設 

(5日間) 

22 

62 

23 

60 

25 

85 

29 

95 

26 

100 

26 

100 

のべ151ｶ所 

502名 

2年次 
保育所 

(2-3日間) 
  

1 

62 

5 

84 

5 

94 

のべ16ｶ所 

339名 

2年次 
害者施設 
(2-3日間) 

     

5 

99 5ｶ所 

99名 

3年次 
障害者施設 
(2-3日間) 

  
4 

61 

4 

60 

6 

83 
－ 

のべ14ｶ所 

204名 

※障害者施設 平成23年度より2年生で実施 
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Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 卒後臨床研修及び

看護師の卒後教育など

附属病院における医療

従事者への研修・実習の

充実を図る。 

 

イ-1 専門職としての実践

能力及び高い総合診療能

力を有する医師の育成を

目指し、卒後臨床研修プロ

グラムの充実を図る。 

 

卒後臨床研修において、内科系、救急

及び地域医療を必修とし、研修医が自分

でローテイト先（協力病院も含む。）や

ローテイト期間を自由に選択できるプ

ログラムを構築することにより、総合的

な診療能力及び専門分野の早期修得を

可能にした。 

この研修プログラムの充実により、医

師臨床研修マッチングの第1希望者数が

全国上位に上昇した。 

 

 

医師臨床研修のマッチング第1希望者数（大学病院） 

平成18年度 全国23位 → 平成23年度 全国7位 

平成23年度の順位 

順位 大学病院名 

1 東京大学医学部附属病院 

2 東京医科歯科大学医学部附属病院 

3 東京女子医科大学病院 

4 九州大学病院 

5 大阪市立大学医学部附属病院 

6 東京慈恵会医科大学附属病院 

7 和歌山県立医科大学附属病院  
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Ⅳ 
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イ-2 卒後臨床研修センタ

ーを中心として、臨床研修

協力病院との連携を深め

た研修システムを充実す

る。 

 

県内の公的病院で研修可能な体制を

整え、平成23年度には19まで臨床研修協

力病院を増加させた。 

 

 

臨床研修の協力病院数（県内公的病院のみ） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

12 13 15 15 17 19  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

イ-3 臨床の実践能力向上

を図るため、看護師の卒後研

修体制を確立する。 

 

 

クリニカルラダーの構築とそれに対

応した継続教育のプログラムを平成19

年度から行うことにより、個人が自らで

キャリア開発を考えられるようになっ

た。 

 

 

クリニカルラダー                    （名） 

 H20 H21 H22 H23 

申請人数 154 99 206 159 

130 88 186 147 
認定人数 

（84.4％） （88.8％） （90.2％） （92.4％） 

 

専門看護師・認定看護師等                    （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

専門看護師 2 3 2 1 1 1 

認定看護師数 7 11 13 13 14 14 

その他資格認定者数 - 1 - 2 - 5  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

新規採用職員研修において、外部講師

による医療従事者としてのマナーや人

権に関する研修を新規採用職員全員に

実施し、社会人としてのマナー等を身に

付けさせることができた。 

   

附属病院における看護師の継続教育

プログラムにおいては、外部講師を6年

間に38名招聘して研修を実施したこと

で、より最新の知識を獲得し、技術を習

得することができた。 

外部講師数（附属病院看護部）                               （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

2 3 9 6 10 8  
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Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ-4 積極的に外部講師等

を招聘し、医療従事者等へ

の教育・研修内容の充実を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紀北分院においては、救急・医療安全

を中心とした医療安全研修を、外部講師

を招聘して実施しており、看護部主催の

接遇研修、リーダー研修、リフレッシュ

研修においても外部講師を招聘した。 

また、外部機関が開催する救急車同乗

実習にも毎年度参加しており、これらに

より、一層実践的な知識と経験を習得す

ることができた。 

 

AED研修参加者数（紀北分院）                （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

- - 110 - 91 86 

 

救急車同乗実習参加者数（紀北分院）               （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医師：2 

看護師：4 

看護師：2 

検査技師：1 

医師：1 

看護師：1 

看護師：1 

リハビリ：1 

医師：1 

看護師：2 
臨床心理士：1 

医師：1 

看護師：2 
検査技師：1 

 

その他の主な研修（紀北分院） 

H23：接遇研修、リーダー研修  H21、23：リフレッシュ研修 
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研修医に協力病院や協力施設へのロ

ーテイトを推奨し、総合的な診療能力を

修得できるようにした。 

    

ウ プライマリケア、地

域医療の充実や高齢

者医療の充実、介護・

福祉との連携などの

医療課題への対応に

必要な総合診療能力

を育成するため、地域

の医療機関や福祉施

設等（以下「地域の関

係施設」という。）と

も連携しながら、卒後

教育の充実を図る。 

 

（注）プライマリケア 

患者との継続した

関係を築き、家族と地

域の広がりのなかで

診療することに責任

を持つ臨床医によっ

て提供される総合的

なヘルスケア 

 

ウ-1 プライマリケア及び

総合診療教育を充実させ、

地域医療を担う医師、看護

師、コ・メディカルスタッ

フの育成を図る。 

 

 

紀北分院においては、臨床研修医の受

入体制を整えたことで臨床研修医の受

入を増やしており、地域医療を担う医師

の育成に貢献した。 

 

 

臨床研修医受入状況     （人） 

H22 H23 

2 8  

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

臨床研修協力施設として、介護老人保

健施設及び通所リハビリテーション施

設を指定し、研修を充実させた。 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ウ-2 高齢者医療や地域に

多い疾病等本県が抱える

医療の課題を踏まえ、介

護・福祉との連携を図りな

がら卒後初期及び後期臨

床研修の内容の充実を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

紀北分院においては、特別養護老人ホ

ーム１施設を研修の場として設定した。 
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｢地域医療連携わかやまネットワーク｣開催実績 

 第1回 平成21年12月 46医療機関 74名参加 

「新潟医療連携実務者ネットワークの設立の経緯と活動について」 

 第2回 平成22年 7月 33医療機関 70名参加 

「診療報酬改定とソーシャルワーク～対人援助から地域医療連携を

考える」 

 第3回 平成23年 2月 41医療機関 70名参加 

「病院経営に欠かせない地域医療連携部門のススメ」 

 第4回 平成23年 6月 41医療機関 77名参加 

「在宅の視点から～紀南地区の取り組みをとおして」 

第5回 平成23年12月 35医療機関 75名参加 

「施設でのターミナルケア～どこで死ぬか、いつ死ぬか～」 

 

連携登録医数（平成24年3月末現在）：547名 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 地域の関係施設と

適切に連携し、及び協

力しながら、広く医療

従事者に対する研

修・実習の機会を提供

していく。 

 

エ-1 平成18年度に地域連

携室を設置し、地域医療機

関との診療連携や診療情

報の提供により、地域医療

の質の向上に努める。 

 

 

平成18年度に地域連携室を設置し、転

院・退院の支援や医療福祉相談、地域の

医療機関との連絡調整等を行った。 

平成21年度からは「地域医療連携わか

やまネットワーク」を開催し、地域連携

における課題とあり方について検討を

行い、地域連携実務担当者のネットワー

クを構築した。 

また、平成23年11月に「連携登録医制

度」を発足させ、予約枠の拡大、逆紹介

の推進等、登録医と診療情報を共有しや

すい体制を整え、病病・病診連携の強化

につなげた。 

 

紀北分院において、伊都医師会病診連

絡会に定期的に参加するともに、毎月発

行の「紀北分院通信」やJAの広報誌等に

時事的な情報を提供した。 

また、平成23年度に紀北分院内に地域

医療連携班を設置し、地域住民や地域医

療機関との連携を深めた。 

 

患者紹介率（紀北分院）                 （％） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

21.5 27.6 26.6 31.2 37.0 42.1 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エ-2 県内の医療専門職員

の育成と能力向上を図る

ため、コ・メディカルスタ

ッフ  の教育及び研修

の受入れを行う。 

 

 

紀北分院において、コ・メディカルス

タッフや看護学生等の教育・研修の受入

れを行い、学校では得られない、より実

践的な能力・知識を修得させ、県内の医

療専門職員の育成と能力向上に貢献し

た。 

また、県内の市町村や医療機関の要請

に応じ、保健看護学部教員を研修会や講

習会の講師として派遣した。 

 

 

 

コ・メディカルスタッフ、看護学生等受入状況（紀北分院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

施設数 3箇所 3箇所 5箇所 9箇所 9箇所 9箇所 

人数 224人 151人 244人 225人 66人 155人 

 

県内の研修会、講習会への講師派遣状況（保健看護学部） 

                            （回） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

96 96 114 133 109 106 
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- 48 - 

 

(2)(2)(2)(2)    研究の推進研究の推進研究の推進研究の推進 

 

(2)(2)(2)(2)    研研研研究を推進するため究を推進するため究を推進するため究を推進するため

の具体的方策の具体的方策の具体的方策の具体的方策    

    

 

平成18年度に都道府県がん診療拠点

病院に指定された。 

平成19年度に発足した和歌山県がん

診療連携協議会の活動として、緩和ケア

研修会をはじめとする各種研修会や講

演会を開催するとともに、平成22年度に

作成した地域連携クリティカルパスの

本学運用を始めた。 

また、院内がん登録も開始した。 

さらに、患者相談事業として、がん相

談支援センターを整備した。 

地域がん登録については、県からの受

託事業として、平成23年度から標準デー

タベースを設置し、体制を整えた。 

これらの取組により、本学の附属病院

のみならず、本県全体のがん診療の充実

に貢献できた。 

 

がん診療連携協議会 

・緩和ケア研修会受講者数                （名） 

H20 H21 H22 H23 

200 200 150 92 

   

・各種講演会参加者数                  （名） 

H19 H20 H21 H22 H23 

150 200 800 300 100 

 

・がん相談支援センター相談件数             （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

57 342 1,163 1,762 2,385 2,440 

 

・地域がん登録（平成23年度） 

登録票 6,646件  死亡票 5,117件 登録 

 

Ⅲ 
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ア 高度医療の推進に

対する県民の期待に

応え、難治性疾患等の

原因解明や新しい診

断及び治療の方法の

開発等を一層進める

とともに、既存の方法

の科学性及び有効性

を検証する研究を行

う。 

 

ア-1 和歌山県で重点的に

取り組まなければならな

い疾病構造の改善、診療活

動の改善、疾病の予防につ

ながる研究を行う。（研究

から再掲） 

 

 

予防医学に関する研究については寄

附講座において継続して行い、特にみら

い医療推進学講座では、疾病の治療から

予防に重点をおいた医療及び研究を実

施し、生活習慣病や老化の予防等につな

がる研究を行った。 

 

 

開設した寄附講座 

平成18年度 機能性医薬食品探索講座 

観光医学講座 

スポーツ・温泉医学研究所 開設 

平成21年度 みらい医療推進学講座 

みらい医療推進センター 開設 

診療部門：サテライト診療所本町 

研究部門：げんき開発研究所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ア-2 疾病の原因、診断、予

防について医学及び保健

看護学の研究を行い、診療

活動の場において、医療及

び保健看護の質の向上に

貢献する。 

（研究から再掲） 

 

 

全国的に減少傾向にある英文原著論

文の発表数について、本学では毎年度一

定数を確保し、研究の質の向上につなげ

た。 

 

 

 

 

 

 

文原著論文の発表数 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

医学部 
医学研究科 316 238 353 311 288 325 

保健看護学部 
保健看護学研究科 
助産学専攻科 

2 5 6 6 7 6 
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Ⅲ 
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ア-3 創薬、診断及び治療方

法などについての臨床研

究、先端医療の研究を行

う。 

(研究から再掲) 

 

 

寄附講座において脊椎内視鏡手術支

援システムの開発を行うなど先端医療

に関する研究を行うとともに、治験管理

体制を強化し、本学の創薬、治療方法等

の臨床研究、先端医療の研究を推進し

た。 

 

 

先端医療に係る寄附講座 

・先端医療開発普及講座 

脊椎内視鏡手術に適した手術器具や手術システムを開発 

・免疫制御学講座 

DNAチップを用いた関節リウマチの治療効果の事前予測 

・循環器画像動態診断学講座 

循環器疾患の新しい画像診断法や血行動態評価法の開発・研究 

 

平成18年度 臨床研究管理センター設置 

臨床研究管理センターに治験管理部門を設置 

平成21年度 治験管理部門を附属病院中央部門に移行 

（治験管理室の設置） 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

イ 質の高い治験を倫

理的かつ科学的に適

正に実施し、新しい治

療法の進展をもたら

し、医療や医学の発展

に貢献する。 

 

イ-1 平成18年度に臨床研

究管理センターを設立し、

薬剤師、看護師等による治

験コーディネーター業務

を行い、幅広く治験による

新薬開発に貢献する。 

 

 

治験実施・管理体制や、本学附属病院

の関連部門との連携を強化するため、治

験環境の改善・拡充や薬剤部との人事交

流を行ったことにより、幅広い治験を行

うことができ、新薬開発に貢献すること

ができた。 

 

平成18年度 治験管理部門を設置 

スタッフ4名（うち治験コーディネーター3名） 

平成21年度 附属病院中央部門に移行 

平成22年度 治験管理室と薬剤部の人事交流を開始 

スタッフ6名（うち治験コーディネーター4名） 

平成23年度 スタッフ7名（うち治験コーディネーター5名） 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

  

イ-2 治験の実施に当たっ

ては、「医薬品の臨床試験

の実施に関する基準」に基

づき、患者の権利の擁護に

努める。 

 

 

治験審査委員会を年6回開催し、「医

薬品の臨床試験の実施基準」（GCP）に

基づき、倫理的及び科学的観点から調査

審議を行い、患者の権利の擁護及び安全

の確保を最優先とした。 

 

和歌山県立医科大学治験審査委員会 

・設置 平成10年2月 

・審議事項 

GCP及び本学の規程に基づく治験並びに製造販売後調査を行うことの適否

その他治験等に関すること 

・委員 

13名（病院長は委員となることができない。） 

委員のうち7名は、次に掲げる職にある者 

(1) 倫理委員会の委員長 

(2) 薬理学教室教授 

(3) 薬剤部長 

(4) 看護部長 

(5) 事務局長 

(6) 中央検査部技師長 

(7) 医療安全推進部副部長（医師） 
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ウ 患者本位の医療の

あり方についての研

究と医療マネジメン

ト的側面からの研究

を推進し、医療の質の

向上に努める。 

 

 

ウ 医療の実践を通じた患

者本位の安心できる医療

の実現のため、医療現場の

課題を抽出し、その解決方

法やチーム医療のあり方

等を検討し、安全かつ最適

な管理体制の確立を目指

す。  

 

 

平成19年度より医療安全推進部に医

療安全推進室を設置するとともに、専従

の看護師と薬剤師を、平成21年度には専

任の医師を配置して、組織の充実・機能

強化をした。 

医療安全推進委員会（月1回開催）等

では、病院で発生するインシデント・ア

クシデント事例等を分析し、安全管理に

係る改善策を検討した。 

それらにより、医療の安全確保と医療

の質の向上に努めた。 

また、患者の急変時、迅速な対応が可

能となるよう、METコール要請基準を制

定し、チーム医療も含めた安全確保のた

めの管理体制を確立した。 

 

 

METコール・ドクターホワイトコール要請件数          （件） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

METコール 制度 
なし 

制度 
なし 3 4 4 18 

ドクター 
ホワイトコール 

報告書 
なし 

報告書 
なし 7 3 9 5 

・METコール（Medical Emergency Team）コール 

重症化を予見させる一定の基準に合致する患者に迅速対応し、心肺停止に

至るのを防ぐために、救命救急センター内集中治療室担当の救急・集中治療

部医師に直接緊急対応の要請を行うシステム。 

・ドクターホワイトコール 

院内で発生した重症救急患者に対し、院内全館放送により医師等を招集

し、病院全体として、可能な限りの医療資源である「病院職員、医療機器及

び医薬材料等」を総動員のうえ、速やかに一次・二次救命措置を施すシステ

ム。 
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(3)(3)(3)(3)    地域医療への貢地域医療への貢地域医療への貢地域医療への貢

献と医療の実践献と医療の実践献と医療の実践献と医療の実践 

 

(3)(3)(3)(3)    地域医療への貢献と地域医療への貢献と地域医療への貢献と地域医療への貢献と

医療の実践を達成するた医療の実践を達成するた医療の実践を達成するた医療の実践を達成するた

めの具体的方策めの具体的方策めの具体的方策めの具体的方策 

    

 

・集合研修テーマ（外部講師招聘分） 

新人研修、メンタルヘルス、看護師長研修、 

魅力的な職場づくり、副看護師長研修、看護のゆくえ、 

リラクゼーション、人材育成、人材育成入門、 

ぶれないために、役割別研修（チューター準備） 

・派遣研修 

認定看護師教育課程、認定看護管理者サードレベル、 

認定看護管理者セカンドレベル 

・研修用図書購入（AED、臨床倫理、注射） 

・静脈留置針挿入トレーニング実施 

・助産師修学資金予算 平成23年度 2,400千円（1,200千円×2名分） 
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ア 地域医療の中核機

関として高度医療の

充実に引き続き努め

るとともに、先端的医

療を実践する。 

 

ア-1 高度医療に貢献する

ため、医師及びコ・メディ

カル等の教育研修制度を

確立する。 

 

 

 

附属病院本院では、看護師を対象に、

集合研修（平成23年度 16回）、派遣研

修（平成23年度 3名派遣）等を行った。 

また、助産師資格取得促進のため、助

産師修学資金貸付制度（修学資金返済中 

1名）を設けた。 

これらの制度が高度医療に貢献する

人材育成に繋がった。 

 

紀北分院では、医療専門職業人育成の

ため、コ・メディカル等各部門において

実施する院内研修だけではなく、学会や

院外研修への参加を促進し、職員の意識

と技術向上につなげた。 
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ア-2 先端的医療機器の導

入、医療技術の開発を促進

する。 

 

 

計画に基づき、耐用年数を経過した医

療機器を更新するとともに、最新の医療

機器を導入した。第3期医療情報システ

ムの導入においては、電子カルテ機能を

追加した。 

これらの先端医療機器の整備により、

医療技術が向上した。 

 

 

平成22年度更新機器 

第3期医療情報システム 

平成23年度更新機器 

移動型デジタル式汎用Ｘ線透視診断装置他38台 
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イ 患者に信頼される

患者本位の立場を再

確認し、より良質な医

療を実践する。 

 

イ-1 患者の人格と命の尊

厳を重んじる病院スタッ

フを育成する。 

 

 

全学人権同和研修及び各所属単位の

研修を毎年度実施した。特に、全学人権

同和研修は全職員が受講できるよう配

慮し、同じ内容で4回実施した。 

これにより、職員の人権意識の向上に

寄与した。 

  

Ⅲ 
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イ-2 患者が受診しやすい

よう、診療科の枠を超えた

臓器別・系統別の診療体制

の整備、分かりやすい診療

科名の表示を推進する。 

 

 

内科・外科については臓器別の表示を

行い、診療科をまたがるリウマチ・膠原

病については専門外来を設けて患者の

利便性を高めた。 

また、新生児治療回復室を拡充し、安

心してこどもを産み育てる環境づくり

の推進に寄与することができた。 

 

 

 

平成19年度 

・第3内科、整形外科、皮膚科が連携してリウマチ･膠原病外来を実施 

平成21年度 

・腎臓内科・血液浄化センターにおいて膠原病・リウマチ診察を開始 

平成23年度 

・腎臓内科においてリウマチ・膠原病外来を設置 

・心臓血管外科・呼吸器外科・乳腺外科において禁煙外来を開始 

・新生児治療回復室を拡充（8床→18床） 
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Ⅲ 

 

 

 

 

  

イ-3 附属病院本院では、平

成19年度末までに財団法

人日本医療機能評価機構

等の認定を取得する。 

 

 

財団法人日本医療機能評価機構によ

る病院機能評価について、受審対策委員

会、診療部門及び事務部門のワーキング

などに院内を挙げて取り組み、平成19

年度に認定を取得した。 
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イ-4 患者個人情報など医

療情報セキュリティ体制

の強化を図りながら、診療

実績（(手術件数、生存率

等)を積極的に公開する。 

 

 

平成21年度に各種診療実績の公表を

行い、平成23年度には各種データをホー

ムページで公開した。 

 

 

 

 

公表データ 

平成23年度 

入院、外来、ICO-10大分類、医療圏別患者数、がん登録 

（平成22年度のデータ） 
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イ-5 栄養管理はもとより、

患者の病態に応じた質の

高い病院給食を提供する。 

 

 

栄養指導、栄養管理計画書の作成、栄

養サポートチーム（NST）の介入、院内

勉強会、個別対応食の導入、選択メニュ

ー食の増加等により、個々の患者の病態

に適した栄養管理を行うことができ、栄

養状態の改善に貢献した。 

 

 

（本院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

栄養指導件数（個人） 1,244 1,267 1,330 1,448 1,351 1,355 

栄養指導件数（集団） 314 317 356 430 378 413 

栄養管理計画書件数 - - - - 681 3,164 

NST症例数（延べ） - 135 141 209 215 314 

院内勉強会回数 6 11 8 10 11 12 

個別対応食数 - - - - 42 55 

選択メニュー食頻度 - 週3 週3 週3 週3 週3 

 

（紀北分院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

栄養指導件数 - 85 105 247 358 515 

栄養管理計画書件数 317 276 364 360 717 1,030 

NST症例数（延べ） - - 219 235 290 422 

院内勉強会回数 - 5 3 9 3 2 

個別対応食数 - - - - 20 70 

選択メニュー食頻度 - 月3 月3 月3 週3 週3  
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イ-6 平成18年度に地域連

携室を設置し、地域の医療

機関との連携を推進する

とともに相談員を配置し

「患者相談窓口」機能の充

実を図る。 

 

 

平成18年度に地域連携室を設置し、専

従の看護師を配置して、転院・退院の支

援や医療福祉相談、地域の医療機関との

連絡調整等を行った。 

増加する相談件数への対応や地域と

の連携強化のため、医療ソーシャルワー

カーを5名（うち1名は常勤職員）増員し、

「患者相談窓口」として、関係部署及び

多職種と情報共有を図りながら様々な

相談に対応している。 

また、平成18年度に看護相談室も設置

し、がん看護、メンタルヘルスを中心と

した相談に対応したことで、患者やその

家族が抱える疾病、治療、看護に関する

不安の軽減につなげることができた。 

さらに、地域医療連携わかやまネット

ワーク研修会等により地域の医療機関

 

地域連携室 

・設置 平成18年4月  

・相談件数                       （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

2,205 4,087 6,170 7,842 8,567 8,968 

 

看護相談室 

・設置 平成18年7月 

・相談件数                       （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

500 1,098 490 500 379 486 
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との連携を図りながら、地域連携室や看

護相談室の設置をはじめとする相談体

制を充実させ、多数の相談に対応してき

た。 

 

ウ 県行政及び地域の

医療機関との連携及

び交流により、救急医

療、災害医療、へき地

医療等の各医療体制

の充実を支援する。 

 

 

ウ-1 ドクターヘリの運航

継続と救命救急センター

の機能強化により、県内の

救急医療の地域間格差の

是正に寄与する。 

 

 

ドクターヘリについて、平成15年度以

降、県内の全地域をカバーする運航を毎

日行っており、多数の患者を迅速に医療

機関へ広域搬送し、救急医療の地域間格

差の是正に貢献した。 

救命救急センターについては、平成23

年度に「高度救命救急センター」として

県の指定を受け、厚生労働省の救命救急

センターの充実段階評価においては全

国7位と高く評価された。 

また、平成23年度にオーバーナイトベ

ッドを整備し、2次救急医療機関との連

携を進めた。 

さらに、増加する3次救急患者の対応

など、医療機関としての役割分担を明確

化し、救急医療連携体制の強化につなげ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドクターヘリ出動件数                  （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

347 379 386 387 384 392 

 

救急外来実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1次救急の患者数は減少しており、3次救急と、救急患者総数のうち 

他院からの患者数がともに平成23年度で増加した。 

これは、1次救急と2次救急は他院で受け付け、3次救急は専門性を有

する本学附属病院で対応するといった役割分担の結果といえる。 
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ウ-2 基幹災害医療センタ

ー(総合災害医療センタ

ー)として「和歌山県地域

防災計画」に基づく医療活

動を行うとともに関係医

療機関を支援する。 

 

東日本大震災及び本県南部を直撃し

た台風12号の被災地にDMAT及び医療救

護班等を迅速に派遣し、地域の医療機関

を支援した。 

 

 

 

 

派遣数 

・東日本大震災 

DMAT 5名、医療救護班 59名 

・台風12号 

DMAT 5名、医療救護班 12名 
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ウ-3 本県へき地医療の包

括的な支援について、県福

祉保健部との連携を図り、

へき地診療所の診療支援

等を推進する。 

 

 

平成20年度から新たに入試枠として

地域医療枠を設定し、この地域医療枠の

学生に対して、卒後9年間のプログラム

の検討を行うとともに、動機付けのため

のセミナーや病院研修を実施した。 

また、緊急医師派遣として平成19年度

に紀美野町診療所、平成22年度にすさみ

病院へ医師を派遣し、へき地医療の体制

充実を支援した。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ウ-4 「都道府県がん診療連

携拠点病院」の指定要件を

検証し、必要な診療体制、

研修体制、情報提供体制等

を検討し、指定を目指す。 

 

 

平成18年度に指定された「都道府県が

ん診療連携拠点病院」の平成21年度にお

ける指定更新に合わせ、腫瘍センター

（化学療法、放射線治療及び緩和ケアの

3部門）を10月に設置し、体制を整えた。 

 

 

化学療法センター患者数          （人） 

H21 H22 H23 

8,186 10,790 10,407 
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(4)(4)(4)(4)    医療安全体制の医療安全体制の医療安全体制の医療安全体制の

充実充実充実充実    

 

 

(4)(4)(4)(4)    医療安全体制の充実医療安全体制の充実医療安全体制の充実医療安全体制の充実

に関に関に関に関する具体的方策する具体的方策する具体的方策する具体的方策    

    

 

安全で質の高い医療

を提供するための管理

体制を確立するととも

に、職員の安全管理に対

する感性を高める。 

 

 

ア 医師、看護師、薬剤師等、

医療スタッフの配置によ

り医療安全推進部の体制

強化を図る。 

 

 

医療安全推進部の専任の医師、看護

師、薬剤師が中心となり、各所属のリス

クマネージャーによるリスクマネージ

ャー会議を、定期的に全体会議及びグル

ープ別会議として開催し、各所属での医

療安全推進の体制を強化した。 
 

 

リスクマネージャー会議開催数               （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

全体会議 0 3 3 2 2 3 

グループ別会議 9 4 4 4 6 6 
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インシデント・アクシデントレポート件数          （件） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ 2,944 3,396 3,623 3,602 3,458 3,671 

ｱｸｼﾃﾞﾝﾄ 23 37 39 38 24 23 

月平均 245.3 283.0 301.9 300.2 288.1 305.9 

 

AI（アクシデント・インシデント）事例検討会         （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

開催回数 4 4 3 2 0 1 

 

医療安全推進委員による巡回指導                     （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

開催回数 開催なし 5 7 6 6 6 

 

リスクマネージャーによる巡回指導         （回） 

 H18 H22 H23 

回数（開催月） 3 1（2月） 2（7月・2月） 

   

リスクマネージャー 学会・研修会等参加状況        （人） 

H20 H21 H22 H23 

27 9 7 5 
 

 

 

Ⅲ 
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イ リスクマネージャー会

議の推進を図るとともに、

院内巡回指導を実施し、各

所属のリスクマネージャ

ーの活動を強化する。 

 

 

各所属のリスクマネージャーを病院

長指名とし、職員に対して、インシデン

トレポートの積極的な提出を促すとと

もに、AI（アクシデント・インシデント）

事例検討会や、医療安全推進委員による

巡回指導、リスクマネージャーによる巡

回指導を行い、安全面の取組を相互評価

した。 

その取組を周知するとともに改善し、

インシデント事例等の原因究明及び防

止方法についても検討した。 

また、学会・研修会への参加を促し、

研修の場を提供したことにより、各所属

におけるリスクマネージャーの活動を

強化した。 

 

紀北分院においては、各所属のアクシ

デント・インシデント事例の内容分析や

対策を検討し、月に一度、事例に基づく

再発防止の周知を各所属に行うことで、

リスクに対する知識を高めた。 

 

インシデントレポート等提出件数（紀北分院）       （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

212 285 393 355 490 438  

 

 

 

 

  

ウ 医療安全管理体制の透

明性、公平性の確保を図る

ため、外部委員を必要に応

じて導入する。 

 

 

平成19年度に医療事故調査委員会に

おいて外部委員制度を導入し、客観的な

第三者の意見を交えた協議が可能とな

った。 

 

 

医療事故調査委員会開催状況               （回） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

7 2 6 1 1 2 
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Ⅲ 
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エ 医療安全への取組及び

医療事故等の状況(経緯や

改善策等)についての情報

を積極的に公表する。 

 

 

3b以上の医療事故を、3か月毎にホー

ムページに公表し、本学における医療の

透明性を示した。 

また、医療安全への取組として、全職

員を対象とした医療安全推進研修会や、

e-learningシステムによる研修を開催

し、全職員が概ね年2回以上の研修を受

講した。また、スキルアップ講習会等の

開催により、研修体制を充実させること

ができた。 

 

 

3b以上の医療事故公表件数                 （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

13 30 27 32 20 18 

 

 医療安全推進研修会 開催状況 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

開催
回数 5回 9回 10回 11回 15回 14回 

参加
者数 1,631人 2,367人 3,579人 3,606人 3,876人 4,310人 

 

スキルアップ講習会開催数   （回） 

H22 H23 

2 6 

  

医療安全セミナー開催数    （回） 

H22 H23 

4 3  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)(5)(5)(5)    病院運営病院運営病院運営病院運営    

 

 

(5)(5)(5)(5)    病院運営に関する具病院運営に関する具病院運営に関する具病院運営に関する具

体的方策体的方策体的方策体的方策 

    

 

ア 病院業務を円滑に

実施するための管理

運営の在り方につい

て十分検討し、その結

果を病院運営に反映

させる。 

 

ア-1 診療科、中央診療部

門、看護部門及び事務組織

の再編成を行い、診療機

能・診療支援機能を点検

し、充実を図る。 

 

 

中央部門として、治験管理センター、

認知症疾患医療センター、肝疾患相談支

援センター、病床管理センター、腫瘍セ

ンター及び医療情報部、病態栄養治療部

を設置した。 

また、事務組織では、企画経営、調達

用度及び情報管理の各部門を統合した。 

また、診療情報管理士を採用したこと

により、診療機能と診療情報管理機能を

充実させることができた。 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

ア-2 病院医療水準の向上

を目指し、患者によるサー

ビスの評価、地域要望を取

り入れる体制を構築し、病

院機能の向上に努める。 

 

 

患者の意見を聴取するために「ご意見

箱」を設置するとともに、医療サービス

向上委員会を組織し、意見要望を取り入

れる体勢を整えた。 

これにより、業務改善等を行い、要望事

例に対応し、患者サービスを向上させる 

ことができた。 

 

「ご意見箱」に寄せられた診断書関係の要望件数（件） 

平成23年6月～8月 平成24年6月～8月 

16 0 

 

診断書窓口対応 

毎年6月から8月にかけて特性疾患申請が集中し、窓口混雑により申請に数時間

 

Ⅲ 
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紀北分院においては、入院・外来患者

アンケートを平成22年度と平成23年度

に実施し、問題点を明らかにした。 

この問題点の解消に努め、患者サービ

スを向上させた。 

を要することもあったが、窓口を整備のうえ、診断書窓口担当職員を増員し、

適切に配置したことにより、待ち時間をなくすことができた。 

 

（紀北分院） 

平成22年度 新病院移転後の外来待ち時間の短縮のため、外来予約センターを

設置。 

平成23年度 予約センター混雑を解消するため、受付時間を延長（受付開始時

刻を10時から8時45分に変更）。 

  

ア-3 地域社会との交流を

図るため、ボランティアの

受入れを積極的に拡充す

る。 

 

 

平成20年度に「緩和ケアボランティア

の養成と市民への啓発活動」助成金の交

付決定を受けた。 

また、外部からのコンサートやイベン

トを積極的に受け入れ、交流を深めた。 

 

紀北分院では、かつらぎ町ボランティ

ア祭にブースを毎年度出店し、町内ボラ

ンティアと交流を深めた。 
 

 

「和医大ボランティアの会」会員数  ( )は新規         （人） 

     年 
会員 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

一般 61 50(7) 54(9) 60(14) 

学生 
(緩和・小児) 

115 
48 

不明 
45 68(9) 56(15) 

計 115 109 不明 95 122 116 

 

イベント開催状況（外部ボランティアを含む。）         （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

コンサート・
イベント 2 1 2 - 11 16 

ピアノ演奏 
(昼定期) 4 4 4 4 4 4 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

イ 健全な病院経営の

確立のため、業務の効

率化と財務内容の改

善を図る。 

 

イ-1 平成20年度末までに

病院経営をより効率的に

進めるための機能的な組

織体制を整備する。 

 

平成18年度に紀北分院長、看護部長を

副病院長とし、副病院長2名体制を4名体

制にした。 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

イ-2 平成18年度末までに

適正な物品管理システム

を整備し、医療材料の在庫

の縮小と効率的な物品管

理を行う。 

 

平成18年度に預託方式の物品管理シ

ステムを導入し、効率的な診療材料の物

品管理が行えるようになった。 

 

 

棚卸額                       （千円） 

H18末 H19末 H20末 H21末 H22末 

78,978 41,772 31,381 43,888 38,224  

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

  

イ-3 診療科別や部門別の

診療実績や収支等を勘案

した職員の再配置を行い、

効率的・機能的な病院組織

への再編整備を実施する。 

 

7対1看護体制の導入に向け、看護師を

確保し、平成23年4月に申請したところ、

同年6月に認可された。 

 

 

看護職員数                       （人） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

633 653 693 675 656 760 
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イ-4 部門毎の業務を点検

し、アウトソーシングの推

進などにより、運営コスト

の削減に努める。 

 

 

紀北分院において、各業務の外部委託

を進めたことにより、平成18年度比で17

名の人員削減を行うことができた。 

 

 

アウトソーシングの状況 

業務名 状  況 

清掃委託 20年度まで一部委託。21年度から全部委託。 

給食業務委託 21年度まで一部委託。22年度から全部委託。 

検体等輸送業務 22年度から全部委託。 

電気・機械設備運転
監視 22年度一部委託。23年度から全部委託。 

電話交換業務 21年度からアルバイト職員で対応。 

洗濯業務 21年度から全部委託。 

守衛・事務当直業務 18年度一部委託。19年度から全部委託。  

 

Ⅳ 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

 

 

 

 

 

  

イ-5 健全な病院経営を推

進するため、前年度の実績

を踏まえ、病床の利用状況

や患者の在院日数等を検

証し、効果的な運用を図る

とともに、医療技術の進歩

及び医療制度改革に応じ

た医業収入を確保するよ

う努める。 

 

 

平成18年度に病床管理センターを設

置し、一体的な病床管理を行える体制を

整備した。 

また、診療科毎に現状分析等を行うと

ともに、病床利用率や平均在院日数等に

よる総合分析を行い、毎月開催する理事

会、病院長会、科長会、隔月に開催する

経営委員会においてその対策を審議・検

討した。 

それらを踏まえた病院経営の結果、病床

利用率は落ちてきているものの、平均在

院日数は短縮傾向にあり、入院収入は増

加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紀北分院においては、低迷していた病

床利用状況等を改善するため、紀北分院

経営改善ワーキングループ会議を平成

23年6月に設置した。同 

年10月には2科当直制を実施するなど経

営の改善に取り組み、平成23年度にはそ

の成果がみられるようになった。 

 

（附属病院本院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

病床稼働率（％） 85.5 85.9 84.3 83.4 82.5 80.6 

平均在院日数（日） 18.7 17.6 16.6 16.5 16.2 15.7 

医業収入（百万円） 17,747 18,324 18,854 19,660 20,690 21,760 

入院収入（百万円） 14,050 14,096 14,248 14,819 15,146 16,199 

 

 

 

 

 

 

 

（紀北分院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

病床稼働率（％） 61.4 74.2 58.2 49.3 50.5 75.1 

平均在院日数（日） 19.3 19.2 18.2 14.5 14.4 14.7 

※入院診療稼働額 平成22年度 624百万円 

平成23年度 886百万円 
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(6)(6)(6)(6)    附属病院本院と附属病院本院と附属病院本院と附属病院本院と

同紀北分院の役割分同紀北分院の役割分同紀北分院の役割分同紀北分院の役割分

担及び連携担及び連携担及び連携担及び連携 

 

(6)(6)(6)(6)    附属病院本院と同紀附属病院本院と同紀附属病院本院と同紀附属病院本院と同紀

北分院の役割分担及び連北分院の役割分担及び連北分院の役割分担及び連北分院の役割分担及び連

携強化を達成するための携強化を達成するための携強化を達成するための携強化を達成するための

具体的方策具体的方策具体的方策具体的方策 

    

 

ア 附属病院本院にお

ける高度医療・専門的

診療による医師及び

看護師の育成と、附属

病院紀北分院におけ

る地域医療・総合的診

療による医師及び看

護師の育成など役割

分担のもと相互の連

携を図る。 

 

 

ア 附属病院本院及び附属

病院紀北分院の情報の共

有化や相互の医師、看護師

をはじめとする全職員の

交流を活発化する。 

 

 

附属病院本院と紀北分院との間にお

いて、8名（医師除く。）の人事異動を

行い、附属病院本院と紀北分院との交流

を進めた。 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

イ 附属病院紀北分院

については、高齢者医

療、リハビリセンター等

の地域特性を踏まえた

機能の充実を図る。 

 

イ 平成18年度中に紀北分

院整備基本構想(マスター

プラン)を策定し、高齢者

医療、リハビリテーション

医療等を軸として地域特

性を踏まえた機能の充実

を図る。 

 

 

紀北分院の整備について、平成19年1

月に基本計画を策定し、県と随時協議を

行いながら建設を行い、脊椎ケアセンタ

ー・総合診療・緩和ケアを3本柱とした

診療機能を有する病院を平成22年9月に

開院した。 

 

 

 

平成19年1月 紀北分院整備基本計画策定 

平成20年3月 医療環境整備に関する基本設計完了 

平成21年3月 新病院建築工事着手 

平成22年9月 開院 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

４４４４    地域貢献に関する地域貢献に関する地域貢献に関する地域貢献に関する

目標目標目標目標 

 

４４４４    地域貢献に関する目標地域貢献に関する目標地域貢献に関する目標地域貢献に関する目標

を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置 

    

 

(1) 県行政及び地域の

医療機関との連携及

び交流により、救急医

療、災害医療、へき地

医療等の各医療体制

の充実を支援すると

ともに、地域における

医師をはじめとする

医療従事者の充実に

寄与する。 

 

 

(1)-1 平成18年度中に全学

的な地域医療支援組織を

構築し、地域の医療機関の

連携、協力体制を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

生涯研修・地域医療支援センターを 

設置するとともに、県の委託を受けて緊

急医師派遣のための地域医療学講座を

開講し、全学的な地域医療支援に取り組

んだ。 

平成23年度には県の委託を受けて和

歌山県地域医療支援センターを設置し、

医師の卒後のキャリア形成を地域の医

療機関と連携・協力しながら支援してい

く仕組みを構築することとした。 

 

 

平成18年度 生涯研修・地域医療支援センター設置 

平成23年度 和歌山県地域医療支援センター設置 

県民医療枠及び地域医療枠の卒後キャリア形成支援 
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また、受託講座である小児成育医療支

援学講座として、本学附属病院の他、公

立那賀病院や日赤和歌山医療センター

においても相談業務を行い、年々増加し

ていく相談に対応することで、小児成育

の医療体制に対する支援を行った。 

小児成育医療支援学講座における相談件数         （件） 

 H20 H21 H22 H23 

和歌山市 1,005 1,291 1,363 1,454 

岩出市 53 81 168 159 

紀の川市 101 134 220 292  

 

 

 

 

 

 

 

  

(1)-2 ドクターヘリの運航

継続と救命救急センター

の機能強化により、県内の

救急医療の地域間格差の

是正に寄 

与する。(附属病院から再

掲) 

 

 

ドクターヘリについて、平成15年度以

降、県内の全地域をカバーする運航を毎

日行っており、多数の患者を迅速に医療

機関へ広域搬送し、救急医療の地域間格

差の是正に貢献した。 

救命救急センターについては、平成23

年度に「高度救命救急センター」として

県の指定を受け、厚生労働省の救命救急

センターの充実段階評価においては全

国7位と高く評価された。 

また、平成23年度にオーバーナイトベ

ッドを整備し、2次救急医療機関との連

携を進めた。 

さらに、増加する3次救急患者の対応

など、医療機関としての役割分担を明確

化し、救急医療連携体制の強化につなげ

た。 

 

ドクターヘリ出動件数                   （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

347 379 386 387 384 392 

 

救急外来実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１次救急の患者数は減少しており、3次救急と、救急患者総 

数のうち他院からの患者数がともに平成23年度で増加した。 

これは、1次救急と2次救急は他院で受け付け、3次救急は専 

門性を有する本学附属病院で対応するといった役割分担の結 

果といえる。 

 

Ⅳ 
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(1)-3 自然災害、事故災害

又は公衆衛生上重大な危

害が発生した場合、基幹災

害医療センターとして医

療救護チームの派遣等、迅

速かつ適切な対応を図る

こととする。 

 

 

東日本大震災及び本県南部を直撃し

た台風12号の被災地にDMAT及び医療救

護班等を迅速に派遣し、地域の医療機関

を支援した。 

 

 

派遣数 

・東日本大震災 

DMAT 5名、医療救護班 59名 

・台風12号 

DMAT 5名、医療救護班 12名 

 

 

Ⅳ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

  

(1)-4 本県へき地医療の包

括的な支援について、県福

祉保健部との連携を図り、

へき地診療所の診療支援

等を推進する。（附属病院

から再掲） 

 

 

平成20年度から新たに入試枠として

地域医療枠を設定し、この地域医療枠の

学生に対して、卒後9年間のプログラム

の検討を行うとともに、動機付けのため

のセミナーや病院研修を実施した。 

また、緊急医師派遣として平成19年度

に紀美野町診療所、平成22年度にすさみ

病院へ医師を派遣し、へき地医療の体制

充実を支援した。 
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(1)-5 「都道府県がん診療

連携拠点病院」の指定を目

指し、がん診療の支援を行

う医師の派遣に取り組み、

地域医療機関との連携を

図る。 

 

 

平成18年度に都道府県がん診療拠点

病院に指定された。 

平成19年度に発足した和歌山県がん

診療連携協議会の活動として、緩和ケア

研修会をはじめとする各種研修会や講

演会を開催するとともに、平成22年度に

作成した地域連携クリティカルパスの

本学運用を始めた。さらに、院内がん登

録を開始した。 

これらの取組により、本学の附属病院

のみならず、本県全体のがん診療の充実

に貢献できた。 

 

がん診療連携協議会 

・緩和ケア研修会受講者数                （名） 

H20 H21 H22 H23 

200 200 150 92 

 

・各種講演会参加者数                  （名） 

H19 H20 H21 H22 H23 

150 200 800 300 100 

 

・がん相談支援センター相談件数             （件） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

57 342 1,163 1,762 2,385 2,440  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 大学の研究成果を

広く社会に発信し、産

業界、ＮＰＯその他の

民間団体等との協

力・連携を通じて研究

成果の応用を推進す

る。 

 

(2)-1 医学及び保健看護学

及び助産学の研究成果を、

地域産業の活性化、健康福

祉、公衆衛生活動に展開さ

せるため、研究成果、業績

等の知的財産を公開する

とともに、本学教員による

 

生涯研修センター主催の公開講座「最

新の医療カンファランス」を毎年度10

回程度開催した。 

また、小・中学生及び高校生等を対象

に出前授業を実施した。 

これにより、県民の健康福祉の向上、

公衆衛生活動に貢献した。 

 

出前授業実施状況                    （回） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

回  数※ 27回 34回 37回 23回 27回 16回 

提案ﾃｰﾏ数 44 61 79 82 75 82 

提案教員数 28人 40人 46人 45人 46人 47人 

※出前授業は学校等からの申込に基づいて実施している。 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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 各種の研修会での講演や

地域活動などを行う。（研

究から再掲） 

 

 

  

(2)-2 寄附講座、受託研究、

企業との共同研究を拡大

する。（研究から再掲） 

 

 

寄附講座については、新規分野の講座

を開設した。 

受託研究、共同研究については、産官

学連携推進本部を核とした異業種交流

会やセミナーを開催し、企業等との連携

を推進した。 

これらにより、受託研究、共同研究を拡

大することができた。 

 

寄附講座開設件数、受託・共同研究契約件数 （各年度継続分を含む） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

寄附講座 4 5 6 8 7 6 

受託講座 1 2 3 3 3 3 

受託研究 16 17 23 24 33 43 

共同研究 3 5 6 5 10 15  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

(3) 地域に開かれた大

学として、広く医療従

事者に対する研修・実

習の機会を提供する。 

 

(3)-1 地域医療関係者の資

質向上を図るため、最新の

研究成果等の情報及び研

修の機会を提供する。 

 

地域医療関係者向けに公開講座を開

催するとともに、平成23年度は、医師向

けの「臨床・病理カンファランス」を医

師会と協力して開催し、研修の機会を提

供した。 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

(4) 地域住民への生涯

学習の機会を提供し、

健康福祉の向上への

意識高揚に努める。 

 

 

(4)-1 地域住民の健康福祉

の向上に資するため、民間

企業等とも連携し、県民を

対象とした公開講座等各

種の学習機会を年間10回

以上提供する。 

 

生涯研修・地域医療支援センター主催

の「最新の医療カンフアランス」を毎年

度10回程度開催し、 

地域住民の健康福祉の向上に貢献した。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(4)-2 県内の小・中・高等

学校等との連携を推進し、

教育活動や健康増進のた

めの保健活動等を行う。 

 

 

小・中学生、高校生、保護者等を対象

に出前授業を実施し、県民の健康福祉の

向上、公衆衛生活動に貢献した。 

 

 

出前授業実施状況           

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

回  数※ 27回 34回 37回 23回 27回 16回 

提案ﾃｰﾏ数 44 61 79 82 75 82 

提案教員数 28人 40人 46人 45人 46人 47人 

※ 出前授業は学校等からの申込に基づいて実施している。 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

(5) 医療系大学の特性

を活かして、県及び市

町村等の行政が実施

するプロジェクトに

参画する。 

 

 

(5)-1 県や市町村との連携

の下に、保健医療施策や福祉

施策の立案等に参画する。 

 

 

県や市町村が設置する20の委員会等

に参画してそれぞれの保健医療、福祉施

策の立案に携わり、本県の保健医療、福

祉の向上に貢献した。 

 

本学が参画した委員会等 

①県特定疾患対策協議会 

②県社会福祉協議会身体障害者専門分科会 

③県社会福祉協議会身体障害者福祉専門分科会 

④県地域保健医療協議会 

⑤県公害審査委員 

⑥県環境衛生研究センター倫理審査委員会 

⑦市地域保健医療協議会（和歌山市） 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 
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⑧県生活習慣病検診等管理指導協議会乳がん部会 

⑨市地域保健医療協議会（和歌山市保健所） 

⑩市感染症の診査に関する協議会 

⑪県精度管理専門委員 

⑫県環境審議会 

⑬痴呆公務員災害補償基金和歌山県支部専門医 

⑭県医療審議会 

⑮県地域保健医療協議会 

⑯救急医療専門委員会 

⑰看護職員充足対策専門委員会 

⑱保健医療情報システム専門委員会 

⑲小児救急医療検討部会 

⑳周産期医療専門委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(5)-2 地域の保健医療機関

等と連携し、地域の特色を

活かした健康づくりを推

進することにより、「和歌

山ならではの健康文化」を

創造し、全国に発信する。 

 

 

「観光」と「健康」を結びつけた教育・

研究活動等を毎年度実施し、全国初の取

組として全国に発信することができた。 

 

 

観光医学講座 

・目的 

「観光」と「健康」について医学的検討を行い、和歌山県の恵まれた観光

資源を活用し、それらの資源を現代人の健康増進と癒しに役立てていくため

の教育・研究活動等を行う。 

・活動実績 

観光医学講座 開講記念セミナー 

ヘルスツーリズム・シンポジウム 

医療サービスを付加した観光企画（教育観光・ツアー） 

観光医療指導師・観光健康指導士 認定講習会 

 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

５５５５    産官学の連携に関産官学の連携に関産官学の連携に関産官学の連携に関

する目標する目標する目標する目標    

 

５５５５    産官学の連携に関する産官学の連携に関する産官学の連携に関する産官学の連携に関する

目標を達成するための措置目標を達成するための措置目標を達成するための措置目標を達成するための措置 

    

    

産学官の連携につい

ては、大学の特性を活か

し、基本的な理念や方針

を明確にし、主体的かつ

戦略的に取り組む。 

 

(1) 産業界、行政、民間団体

等との連携(以下「産官学

民連携」という。)を推進

する体制を平成18年度に

整備し、外部資金に関する

情報収集、情報提供を行う

部署を設ける。 

 

 

本学における産官学民連携を推進す

る体制として、平成18年4月に産官学連

携推進本部及び事務局企画室を設置し、

外部資金に関する情報収集や情報提供

を積極的に行える体制となった。 

 

 

産官学連携推進本部 

・設置 平成18年4月 

・目的 

本学における寄附講座、受託研究、共同研究、知的財産管理など産官学に

またがる教育研究を推進することにより、県民の健康増進、地域産業振興な

ど本学の医学・保健看護学の分野における社会貢献に一層寄与する。 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

  

(2) 学外研究者や産業界等

と共同研究事業及び受託

研究事業を推進するため、

 

異業種交流会やセミナーを平成20年

度以降、毎年度開催（平成21年度以降は

株式会社紀陽銀行と共催）し、多くの企

 

平成18年度 寄附講座説明会、企業訪問 

平成19年度 県内企業約2,000社あてメール情報発信 

平成20年度 異業種交流会（参加企業数 42社、研究課題提案数：4件） 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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大学側から積極的な研究

課題の提案を行う。 

 

業に研究課題の提案を行った。 

 

平成21年度 異業種交流会 

（参加企業数 61社、研究相談件数 5件、研究課題提案数：5件） 

平成22年度 異業種交流会、医工連携セミナー 

（参加企業数 延べ48社、研究相談件数 5件、研究課題提案数：2件） 

平成23年度 異業種交流会、医工連携セミナー 

（参加企業数 延べ57社、研究相談件数 10件、研究課題提案数：6件） 

 

 

 

 

 

 

  

(3) 産官学民連携による新

技術や研究成果の発信を

行う。 

 

 

産官学連携推進本部のホームページ

を開設し、パンフレットを作成するとと

もに、必要に応じてそれらを更新、改訂

することにより、本学の産官学連携に関

する事業や研究、教員について積極的か

つ的確に情報提供を行った。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(4) 他大学との単位互換制

度及び講義・実習における

提携等を推進し、県内の高

等教育機関との連携の強

化を図る。 

 

 

和歌山大学等と単位互換協定を締結

するとともに、平成20年度に医学部三葛

教育棟において遠隔講義システムを導

入した。 

また、高等教育機関コンソーシアム和

歌山の公開講座へ講師を積極的に派遣

し、講演を行った。 

これらにより、県内の高等教育機関と

の連携を強化した。 

 

 

遠隔講義システムによる単位互換 

平成20年度 医学部三葛教育棟に設置 

平成23年度 単位互換提供科目の増加 

（うち1科目をテレビ授業として提供） 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

６６６６    国際交流に関する国際交流に関する国際交流に関する国際交流に関する

目標目標目標目標    

 

 

６６６６    国際交流に関する目標国際交流に関する目標国際交流に関する目標国際交流に関する目標

を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置 

    

    

外国の大学や研究機

関等との連携及び交流

を推進することにより、

大学機能の活性化を図

る。 

 

 

(1) 大学及び大学院の研究

活動、学費、学生生活等に

関する情報を適切に提供

する。 

(再掲) 

 

 

留学生に対して、奨学金等の学生生活

を支援する情報を提供し、安心して教育

研究活動が行えるようにした。 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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(2) 平成18年度中の国際交

流センターの設置も視野

に入れて、外国人研究者、

留学生の受入れ体制、修学

支援体制を整備する。（再

掲） 

 

 

平成18年度に国際交流センターを設

置し、留学生の受入及び修学支援体制

と、外国人研究者等が利用できる宿泊施

設、国際交流ハウスを整備した。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅳ 

  

(3) 教育・研究・医療の向上

を図るため学生、教職員の海

外研修を行う。 

 

 

ハーバード大学、山東大学、上海交通

大学、コンケン大学、香港中文大学、カ

リフォルニア大学、ハワイ大学で学生の

海外研修を行った。 

また、平成23年度には山東大学と共同

でシンポジウムを開催した。 

これらにより海外の大学との交流を

推進し、教育・研究活動を活性化するこ

とができた。 

 

 

学生の留学状況                     （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

派遣人数 7 13 5 14 9 15 

受入人数 17 3 18 16 31 2 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

  

(4) 海外の大学等との学術

交流を推進するとともに、

諸外国の大学等との交流

協定を締結する 。（再掲） 

 

 

平成18年度にマヒドン大学、コンケン

大学、上海交通大学と、平成19年度には

香港中文大学・ソウル大学と交流協定を

締結し、学術交流を推進した。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(5) 国際的な医療活動や医

療技術支援を推進する。 

 

 

医療技術の研修及び見学として、海外

から診療検査技師11名を受け入れ医療

技術の向上に貢献した。 

 

 

海外からの見学等（平成18年度） 

セネガル 臨床検査技師2名（研修及び見学） 

ギニア他4カ国 臨床検査技師9名（見学） 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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第３第３第３第３    業務運営の改善業務運営の改善業務運営の改善業務運営の改善

及び効率化に関する及び効率化に関する及び効率化に関する及び効率化に関する

目標目標目標目標    

    

１１１１    運営体制の改善に運営体制の改善に運営体制の改善に運営体制の改善に

関する目標関する目標関する目標関する目標 

 

第３第３第３第３    業務運営の改善及び業務運営の改善及び業務運営の改善及び業務運営の改善及び

効率化に関する目標を達効率化に関する目標を達効率化に関する目標を達効率化に関する目標を達

成するための措置成するための措置成するための措置成するための措置    

 

１１１１    運営体制の改善に関す運営体制の改善に関す運営体制の改善に関す運営体制の改善に関す

る目標を達成するためのる目標を達成するためのる目標を達成するためのる目標を達成するための

措置措置措置措置 

    

 

(1) 理事長を中心とし

て、機能的かつ効果的

な大学運営を実現す

る。 

 

 

 

 

 

 

(1)-1 理事がそれぞれの専

門分野の立場から理事長

を補佐し、理事長がリーダ

ーシップを発揮できる組

織を構築する。また、法人

の経営的基盤の強化を図

るため、理事長のリーダー

シップの下、経営審議会及

び事務組織が経営戦略に

対して専門性の高い組織

として機能する体制を確

立する。 

 

 

平成18年度に設置した理事会につい

て、平成22年度からは毎月2回開催し、

監事にも出席を求め、理事長がリーダー

シップを発揮できる組織を構築した。 

また、同じく平成18年度に設置した経

営審議会については、学外の専門家を含

めて構成されている。平成24年度から法

人経営室を設置することを決定し、法人

全体の経営戦略を一層推進する体制を

整えることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

  

(1)-2 学部教育の充実と学

部運営の活性化を図るた

め、大学における教育研究

審議会と教授会がそれぞ

れの役割を果たすことに

よって、機動的、戦略的な

運営を行うことができる

ように、両組織の位置付け

を明確にする。 

 

 

学部教育及び学部運営の方針等の決

定を教育研究審議会に、学部人事を教授

会に役割を分担した。 

また、教育研究審議会の付議案件につ

いては、教授会での事前の意見聴取や事

後の報告等を行い、学部の運営を円滑に

行うことができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(1)-3 円滑な大学運営に必

要な情報収集機能を高め、

教員と事務職員が一体化

して大学運営に積極的に

取り組んでいく体制を確

立する。 

 

 

平成18年度に、大学における教育・研

究等に関する進路方針について調査、研

究する組織として、企画戦略機構を設置

し、高度医療人育成センターの開設や紀

北分院の再編整備等の重要課題につい

て検討を進め、これらの組織体制の整備

等を行った。 

 

企画戦略機構 

・設置 平成18年4月 

・目的 

本学における教育・研究、医療、地域・国際貢献、経営などに関する法人

の進路方針及び課題並びにそれらに伴う戦略を調査、研究、企画立案する。 

・検討した主な事項 

観光医学講座の開設 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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また、同じく平成18年度に、産官学連

携推進本部及び地域・国際貢献推進本部

をそれぞれ設置し、教員と事務職員が一

体となった組織体制を整え、産官学の異

業種交流会や一般県民向け講座等を開

催するほか、本学と地域医療機関及び保

健福祉関係機関との連携強化を担う地

域医療支援センターを整備し、情報収集

及び情報発信に取り組んだ。 

 

高度医療人育成センターの開設 

紀北分院の再編整備 

みらい医療推進センターの開設 

附属病院小児センターの整備 

地域医療支援総合センターの整備 

紀北分院の経営改善 

 

  

(1)-4 理事長、副理事長及

び理事は、大学が現有する

物的人的資源を把握し、法

人の実務に有効活用でき

る方法を確立する。 

 

 

手狭になった研究室の移転や寄附講

座の研究室の確保のため、学内の全施設

を調査し、実習棟及び研究棟を改修し、

施設を有効活用することができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(1)-5 学外から広く斬新な

意見を取り入れるため、理

事、経営審議会及び教育研

究審議会に学外の専門家

を含める。 

 

 

経営審議会委員のうち半数の5名と、

教育研究審議会委員の1名を、学外の専

門家から登用し、客観的な立場から有益

な意見や助言を得られた。 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(1)-6 事務組織に監査担当

部署を設置し、監事監査及

び会計監査人監査の事務

を所掌するとともに、内部

監査機能の充実を図る。 

 

 

平成22年度に監査室を設置し、事務局

各課室に対して業務全般に関する監査

を定期的に実施するとともに、科学研究

費補助金等に関する監査については定

期的な監査に加え、臨時にも実施した。 

さらに、監査結果に基づく指摘事項を

該当課室に通知するとともに改善を促

したことで、各課室に問題意識を持た

せ、法令遵守の意識を高めることができ

た。 

また、毎年度開催している会計監査

人、監事、監査室の三者による会議にお

いて情報・意見の交換を行っており、本

学における法令遵守体制も高めること

ができた。 

 

 

監査室 

・設置 平成22年4月 

・定期監査 

事務局を対象に、契約、支出、収入に関する事務等が適正に処理されてい

るかを監査する。不適正な処理があった場合には当該部署に対して当該処理

を指摘するとともに、その改善状況を管理する。 

・科学研究費補助金に関する定期監査 

「研究機関における公的研究資金の管理・監査のガイドライン」等を踏ま

え、収支簿の記録や旅行命令の目的、預金口座等の確認を行う。 

・特別監査 

科学研究費補助金で購入した備品等の設置等状況、業者との取引内容等を

確認する。 

 

業者に対する監査等 

科学研究費補助金の執行において、本学との取引が多い上位6者から関係書

類を徴収し、内容をチェックする。また、当該業者の担当者を対象に科学研究

 

 

Ⅲ 
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費補助金に関する研修を行う。 

 

全学コンプライアンス研修 

平成23年度から実施 

全教職員が対象 

 

会計監査人監査、監事監査 

いずれも毎年度実施 

 

 

(2) 県民の健康福祉の

向上のため、地域にお

ける医師をはじめと

する医療従事者の充

実に寄与するための

全学的な地域医療支

援組織を構築する。 

 

(2)-1 医療関係者の資質の

向上を図るための施策を

推進し、優れた医療人を育

成し、地域の保健・医療・

福祉の各機関へ適切な人

材を輩出する。 

 

地域医療関係者向けに公開講座を開

催するとともに、平成23年度は、医師向

けの「臨床・病理カンファランス」を医

師会と協力して開催し、研修の機会を提

供した。 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(2)-2 県民の医療ニーズ、

地域の医療事情に対応し

て、県内の医療機関の適正

な医師配置を実現するた

め、平成18年度中に全学的

な地域医療支援組織を設

置する。 

 

 

生涯研修・地域医療支援センターを 

設置するとともに、県の委託を受けて緊

急医師派遣のための地域医療学講座を

開講し、全学的な地域医療支援に取り組

んだ。 

また、平成23年度に県の委託を受けて

和歌山県地域医療支援センターを設置

し、医師の卒後のキャリア形成を地域の

医療機関と連携・協力しながら支援して

いく仕組みを構築することとした。 

 

平成18年度 生涯研修・地域医療支援センター設置 

平成23年度 和歌山県地域医療支援センター設置 

県民医療枠及び地域医療枠の卒後キャリア形成支援 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

２２２２    教育研究組織の見教育研究組織の見教育研究組織の見教育研究組織の見

直しに関する目標直しに関する目標直しに関する目標直しに関する目標    

 

２２２２    教育研究組織の見直し教育研究組織の見直し教育研究組織の見直し教育研究組織の見直し

に関する目標を達成するに関する目標を達成するに関する目標を達成するに関する目標を達成する

ための措置ための措置ための措置ための措置 

    

    

学術研究の動向や社

会の要請等に適切に対

応し、大学の個性化を図

るため、大学の教育研究

組織については、柔軟か

つ機動的に編成する。 

 

 

(1) 理事会、教育研究審議会

及び各教授会が有機的に

連携し、教育研究全体の活

性化につながるよう組織

体制を再編する。 

 

 

平成18年度に、大学における教育・研

究等に関する進路方針について調査、研

究する組織として、企画戦略機構を設置

し、高度医療人育成センターの開設や紀

北分院の再編整備等の重要課題につい

て検討を進め、これらの組織体制の整備

等を行った。 

 

 

検討した主な事項 

観光医学講座の開設 

高度医療人育成センターの開設 

紀北分院の再編整備 

みらい医療推進センターの開設 

附属病院小児センターの整備 

地域医療支援総合センターの整備 

紀北分院の経営改善 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 
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(2) 学部教育、大学院教育及

び専攻科教育を充実発展

させるため適正な教員の

配置を行う。また、学内の

各種の委員会等の業務の

効率化を進め、良好な教育

研究環境の創出を行う。 

 

 

医学部の学生増に伴う医学部教員の

増員について適正な配置を検討すると

ともに、新設する講座等について検討を

行った。 

また、学内の各種委員会の見直しにつ

いて調査を行い、役割を終えたもの及び

統合できるもの等は廃止し、業務の効率

化を進めた。 

 

医学部定員増に伴う教員増員の状況        （人） 

～23年度（実績） 24～25年度（計画） 計 

30 20 50 

 

廃止した委員会の数 11 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

３３３３    人事の適正化に関人事の適正化に関人事の適正化に関人事の適正化に関

する目標する目標する目標する目標 

 

３３３３    人事の適正化に関する人事の適正化に関する人事の適正化に関する人事の適正化に関する

目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措

置置置置 

    

 

(1) 優れた人材を確保

するための多様な任用

制度の導入及び水準の

高い教育・研究・医療

を実現するための柔軟

な人事システム等を検

討する。 

 

(1)-1 任期制度の導入を推

進する。 

 

 

平成19年度に医学部全教員の任期制

を導入し、優れた人材の確保、水準の高

い教育･研究･臨床を実現するとともに、

人事を適正化する態勢を整えることが

できた。 

 

 

教員の任期 

教授：7年 

准教授、講師、助教：5年 

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(1)-2 全職種について職員

の評価制度を確立し、職員

の意欲の向上、教育・研

究・医療の質の向上を図

る。 

 

 

教員評価を平成19年度に試行し、平成

20年度から本格実施した。 

また、5段階（S,A,B,C,D）の評価を実

施した。 

これにより、教員の意欲を向上させ、

教育・研究・臨床の質を向上させる態勢

を整えることができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(1)-3 変形労働時間制や裁

量労働制、短時間勤務な

ど、多様な勤務形態等の導

入を推進する。 

 

 

救急業務への対応のため、救急・集中

治療部において変形労働時間制を導入

した。 

また、裁量労働時間制については、他

大学の調査結果等を検討したが、導入に

ついては当面見送ることとした。 

 

 

 

  

Ⅲ 
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(1)-4 公募制を拡大する。 

 

 

平成18年度に「医学部教員の公募に関

する申し合わせ事項」を決定し、公募に

よる教員採用を行ってきた。 

平成20年度には、教員公募制度の周知

を行うとともに、公募において実績ある

人材に応募依頼を行うノミネーション

方式を導入した。 

さらに、平成21年度の医学部教授選考

では、候補者プレゼンテーション及びイ

ンタビューを選考委員以外の教授が聴

講できるようオープン化し、選考権者に

より多くの情報を与え、より良い人材を

獲得できるように態勢を整えた。 

公募情報をホームページ等に記載す

るなど、積極的な公募活動を行うことに

より、着実に全国から優秀な人材を集め

ることができた。 

 

平成18年度 

「医学部教員の公募に関する申し合わせ事項」決定 

平成20年度 

教員公募制度の周知 

ノミネーション方式の導入 

 

公募による教員採用者数                  （名） 

H19 H20 H21 H22 H23 

2 1 3 5 5 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年度に育児代替教員制度を導

入した。 

また、平成20年度から教員（医師）も

院内保育所が利用できるよう増築を行

った。 

さらに、夜間保育、休日保育、病後児

保育を開始し、働きやすい環境の整備に

努めた。 

 

女性教員割合 

平成18年度 9.0％ → 平成23年度 22.1％ 

 

育児休業取得者（教員）2名 

 

病児保育 平成24年度から開始 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

  

(1)-5 平成22年度までに女

性教員の割合を20％以上

とすることを目指し、育児

代替教員制度や離職教員

の復職制度、学内託児施設

の拡充等、働きやすい環境

の整備に努める。また、外

国人教員についても、採用

を促進する方策を検討す

る。 

 
 

看護師の職場復職支援として、メンタ

ルヘルス相談や最新技術研修などを実

施したことにより、育児休業から復帰し

やすい環境となった。 

 

 

制度利用者数（看護師）                         （人） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

部分休業 - - 3 6 9 9 

短時間勤務 - - - - 5 10 

復職支援研修 - - - - 2 10 

茶話会 - - - - 20 - 

メンタルヘルス相談 - - - - 9 17  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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(1)-6 臨床教授制度や客員

教授制度等、学外の優れた

人材の活用を促進する制

度の拡充 

 

臨床教授、臨床准教授、臨床講師につ

いて、毎年度2回に新規の称号を付与し、

臨床実習の充実につなげた。 

 

臨床教授等                         （名） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

25 25 31 31 32 40  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

 

(2) 教職員の能力の開

発・向上や専門性等の

向上に資するため人

材育成制度の充実を

図る。 

 

(2)-1 教職員の能力開発、

能力向上及び専門性等の

向上に資するための計画

的な研修機会の充実を図

る。 

 

 

新規採用職員研修を毎年度（4月）に

実施するとともに、中堅職員研修（採用

後3～4年の15名対象）を平成22年10月に

実施し、職員の能力向上につなげた。 

また、県の特別研修（毎年度2回）の

受講、文書管理や会計等の専門的な研修

の実施（平成21年度）により、職員の専

門性の向上につなげた。 

 

 

・新規採用職員研修テーマ 

大学概要、服務、人権、交通安全、個人情報、 

医療安全、感染管理、大規模災害等 

・中堅職員研修テーマ 

キャリアデザイン、情報公開・個人情報、服務、 

スランプ脱出法、 

メンタルヘルスケア・コミュニケーションスキル 

・県特別研修テーマ 

住民との対話能力向上、プレゼンテーション、 

政策形成能力開発、財務諸表の見方、統計分析、 

メディア対応、政策法務、行政争訟、民法 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

  

(2)-2 組織及び教職員個々

の活性化のため、他機関と

の人事交流を積極的に行

う。 

 

看護師2名を県高等看護学校と公立病

院にそれぞれ派遣し、人事交流に取り組

んだ。 

 

 Ⅲ Ⅲ 

 

４４４４    事務等の効率化・事務等の効率化・事務等の効率化・事務等の効率化・

合理化に関する目標合理化に関する目標合理化に関する目標合理化に関する目標    

 

４４４４    事務等の効率化・合理事務等の効率化・合理事務等の効率化・合理事務等の効率化・合理

化に関する目標を達成す化に関する目標を達成す化に関する目標を達成す化に関する目標を達成す

るためのるためのるためのるための措置措置措置措置 

    

    

法人における主体的

な大学改革の推進や教

育・研究・医療など大学

機能の一層の充実を図

るため、法人経営と教学

の双方に精通した高度

な専門性を有する事務

組織の構築を目指すと

ともに、効果的かつ効率

的な法人経営に努める。 

 

(1) 効果的かつ効率的な大

学運営を行うため、事務処

理の迅速化及び簡素化を

目指した業務の見直しを

行う。また、大学運営に必

要な情報収集と分析能力

の強化を図るため、企画及

び経営戦略の専門部署を

設置する。さらに、大学運

営に関する専門性の向上

を図るため、専門知識の習

得や研修体制を確立する

とともに、専門職員の導入

を行う。 

 

理事長の直属組織として「危機対策

室」及び「法人経営室」の平成24年度設

置に向けた各種調整等を行い、危機管理

と経営戦略の機能を充実させることが

できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ 
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(2) 法人業務の円滑な運営

を見据え、人的資源を有効

に活用するための一方策

として、業務の外部委託を

実施する。 

 

 

中央滅菌部及び中央手術部の滅菌業

務、中央内視鏡部の洗浄業務、薬剤部の

補助業務、看護補助業務（病棟・外来）

を外部委託し、人的資源を有効に活用し

た。 

 

 

 

 

 

外部委託実績 

中央滅菌部及び中央手術部における滅菌業務 24名 

中央内視鏡部の洗浄業務           3名 

薬剤部の補助業務              6名 

看護補助業務（病棟）           19名 

看護補助業務（外来・メッセンジャー）    7名 

 

※平成24年4月より看護補助業務（病棟）は直接雇用（15名）とする。 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

第４第４第４第４    財務内容の改善財務内容の改善財務内容の改善財務内容の改善

に関する目標に関する目標に関する目標に関する目標    

 

 

１１１１    外部研究資金その外部研究資金その外部研究資金その外部研究資金その

他の自己収入の増加に他の自己収入の増加に他の自己収入の増加に他の自己収入の増加に

関する目標を達成する関する目標を達成する関する目標を達成する関する目標を達成する

ための措置ための措置ための措置ための措置    

 

第４第４第４第４    財務内容の改善に関財務内容の改善に関財務内容の改善に関財務内容の改善に関

する目標を達成するためする目標を達成するためする目標を達成するためする目標を達成するため

の措置の措置の措置の措置    

 

１１１１    外部研究資金その他の外部研究資金その他の外部研究資金その他の外部研究資金その他の

自己収入の増加に関する自己収入の増加に関する自己収入の増加に関する自己収入の増加に関する

目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措目標を達成するための措

置置置置 

    

 

科学研究費補助金、共

同研究・受託研究等の外

部研究資金その他の自

己収入の増加を図る。 

 

 

(1) 科学研究費補助金、共同

研究、受託研究、奨学寄附

金等外部資金に関する情

報収集、情報提供を行う部

署を設けるとともに、研究

を推進・支援するための具

体的な方策を企画・立案

し、外部資金の獲得につい

て、毎年度１０％の増加を

図る。 

 

 

平成18年度に産官学連携推進本部及

び事務局企画室を設置し、外部資金に関

する情報収集や情報提供を行うととも

に、産官学連携推進本部を核とした異業

種交流会やセミナーを開催（平成20年度

以降は株式会社紀陽銀行と共催）した。 

これにより、毎年度10％増は達成でき

なかったものの、社会経済情勢が厳しい

中、平成18年度から平成23年度にかけて

32.1％増を実現した。 

 

 

平成18～23年度の外部資金獲得額 

（単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

95,651 55,665 118,183 94,220 147,496 171,141

4,850 1,518 28,482 27,100 31,331 42,174

175,799 253,781 264,982 271,643 264,678 309,176

891,459 505,869 528,887 527,572 576,414 714,936

寄附講座 47,000 48,000 86,000 100,983 79,500 89,382

奨学寄附金 844,459 457,869 442,887 426,589 494,514 462,633

その他 0 0 0 0 2,400 162,921

181,840 337,941 402,500 391,398 418,414 545,072

1,349,599 1,154,774 1,343,034 1,311,933 1,438,333 1,782,499

- -14.4% 16.3% -2.3% 9.6% 23.9%

平均 6.6%
H18→H23 32.1%

科学研究費

合　　　計

対前年度比

種別

受託研究

共同研究

受託事業

寄附金等

 

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(2) 知的財産の一元管理を

行う部署を設け、有効な活

用方法について検討する。 

 

 

産官学連携推進本部の下に知的財産

権管理センターを設置するとともに、関

係規程を制定した。 

また、学外講師によるセミナーを定期

的に実施することで、本学において知的

財産に関する見識が浸透しつつあると

ともに、本学の今後の方向に関する検討

 

知的財産権管理センター 

・設置 平成23年4月 

・目的 

(1) 知的財産に係る教育及び啓発活動関すること。 

(2) 知的財産の権利化に関すること。 

(3) 知的財産権の保護及び活用に関すること。 

(4) 知的財産権の調査に関すること。 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 
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を踏まえ、知的財産マネージャーの設置

に向けた準備を行った。 

(5) 技術移転機関，その他係者と連携にすること。  

(6) その他知的財産に関すること。 
 

 

 

 

  

(3) 外部資金に関する情報

収集、情報提供を行う部署

を設け、共同研究、受託研

究、奨学寄附金等外部資金

の受入れ手続きの整備を

図る。 

 

公立大学法人化を果たした平成18年

度に組織改編を行い、事務局内に企画室

をし、当該部署を共同研究、受託研究、

奨学寄附金等外部資金の受入窓口とし

たことで、外部資金の円滑な受入及び適

正な管理を行えるようになった。 

 

平成18年度 企画室を設置 

平成20年度 企画課に組織改編 

平成24年度 企画研究課に組織改編 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅳ 

 

 

  

(4) 学生納付金や各種手数

料について適切な額を設

定するとともに、新たな自

己収入確保のための方策

についても検討する。 

 

 

学生納付金や各種手数料の金額につ

いてはこれまで検討を重ねており、適切

な金額を決定してきた。 

また、固定資産の貸付使用料等につい

ても、これまで見直し・検討を行ってき

た。 

入院料（室料差額）については改正に

より受益者負担額が適正化され、紀北分

院においては新病院移転を契機として

室料差額、固定資産の貸付の方法を見直

した。 

高度医療人育成センターの研修室に

ついては、外部の医療関係団体等の利用

も可能とし、新たな自己収入の確保に取

り組んできた。 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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平成18年度に病床管理センターを設

置し、一体的な病床管理を行える体制を

整備した。 

また、診療科毎に現状分析を行い、病

床利用率、在院日数の確認・検証を行い、

医療収入を増加させることができた。 

 

 

 

 

（附属病院本院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

病床稼働率 
（％） 

85.5 85.9 84.3 83.4 82.5 80.6 

平均在院日数
（日） 

18.7 17.6 16.6 16.5 16.2 15.7 

医業収入 
（百万円） 

17,747 18,324 18,854 19,660 20,690 21,760 

入院収入 
（百万円） 

14,050 14,096 14,248 14,819 15,146 16,199 
 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

 

(5) 健全な病院経営を推進

するため、前年度の実績を

踏まえ、病床の利用状況や

患者の在院日数等を検証

し、効果的な運用を図ると

ともに、医療技術の進歩及

び医療制度改革に応じた

医業収入を確保するよう

努める。(附属病院から再

掲) 

 
紀北分院においては、低迷していた病

床利用状況等を改善するため、紀北分院

経営改善ワーキングループ会議を平成

23年6月に設置した。同年10月には2科当

直制を実施するなど経営の改善に取り

組み、平成23年度にはその成果がみられ

るようになった。 

（紀北分院） 

 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

病床稼働率（％） 61.4 74.2 58.2 49.3 50.5 75.1 

平均在院日数(日) 19.3 19.2 18.2 14.5 14.4 14.7 

入院診療稼働額  平成22年度 624百万円 

平成23年度 886百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    経費の抑制に関する目経費の抑制に関する目経費の抑制に関する目経費の抑制に関する目

標を達成するための措置標を達成するための措置標を達成するための措置標を達成するための措置 

        

２２２２    経費の抑制に関経費の抑制に関経費の抑制に関経費の抑制に関すすすす

る目標る目標る目標る目標    

 

 

予算を効率的に執行

するため、財務状況の分

析を行い、管理的経費の

見直し及び節減に努め、

財務内容の向上を図る。 

 

(1) 経営状況や管理的経費

を分析し、管理的経費の年

間１％削減を目指す。ま

た、適正な業務実績の評価

に基づき、人や資金を効率

的に配分し、学内の資源を

有効に活用する。 

 

 

コージェネレーションの運用の見直

しや空調設備の効率的な運用等を行い、

高度医療人育成センターの本格稼働や

医療用サーバーの新旧併用、猛暑の影響

等より総合エネルギー消費量（電気・ガ

ス）が前年度を上回ることもあったが、

概ね管理的経費の1％削減を行うことが

できた。 

また、病院経営状況の理事会への毎月

報告、他の公立大学との比較、中期的財

務推計や経営（財務）健全化計画に基づ

く現状・課題の共有化や対策等を行うこ

とにより経費を削減することができ、人

や資金の学内資源を有効に活用するこ

とができた。 

 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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(2) 医療材料、医薬品等の現

状を分析し、購入方法の見

直しを図り、経費を削減す

る。 

 

医薬品、医薬材料ともに価格交渉の取

組を強化した結果、医薬材料の診療収入

比率を引き下げることができた。 

 

 

医薬材料費の診療収入比率                       （％） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

35.51 35.78 35.76 37.45 36.21 34.65  

 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

 

(3) 管理的経費抑制の観点

から、事務等の組織を見直

すとともに、外部委託可能

な業務について検討する。

また、多様な雇用形態を採

用し、人件費の抑制を推進

する。 

 

 

中央滅菌部及び中央手術部の滅菌業

務、中央内視鏡部の洗浄業務、薬剤部の

補助業務、看護補助業務（病棟・外来）

を外部委託し、人的資源を有効に活用し

た。 

 

 

 

 

外部委託実績 

中央滅菌部及び中央手術部における滅菌業務 24名 

中央内視鏡部の洗浄業務           3名 

薬剤部の補助業務              6名 

看護補助業務（病棟）           19名 

看護補助業務（外来・メッセンジャー）    7名 

※平成24年4月より看護補助業務（病棟）は直接雇用（15名）とする。 
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(4) 経費節減のため、教職員

への意識啓発を行う。 

 

 

全学における省エネルギー対策及び

エコオフィスの取組の周知を徹底する

とともに、大学・病院の経営に関する知

識を身に付けるための勉強会を平成23

年度から実施し、職員の経営意識を向上

させた。 

管理費節減の意識啓発を継続して行

うことで、省エネルギーへの取組が浸透

してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な省エネルギー・経費節減対策 

・エレベーターの使用制限（自粛） 

・不用な照明の消灯、照明の間引き 

・看護師更衣室、図書館の書棚のセンサーライト化 

・コージェネレーションの運転時間の夏季限定 
・クールビズ・ウォームビズの徹底 
・消耗品の在庫整理・保管の適正化 
・複写サービス契約の一括入札 

・医療用材料検討委員会における診療材料削減の検討 

・会議開催毎の教職員に対する経費節減依頼 

 

法人の経営に関する勉強会実施状況（平成23年度より実施） 

                                              （人） 

 第1回 第2回 第3回 第4回 

参加人数 59 128 51 61  
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Ⅲ 
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紀北分院においては、紀北分院の収支

状況報告を毎月の経営委員会で行うと

ともに、空調の温度設定を原則として

「夏期：28度、冬期：20度」を徹底する

ことや、不必要な照明の消灯、廊下照明

の間引きなどを目標に掲げ、経費節減に

対する意識啓発を行った。 

これらにより、平成22年9月の新病院

開院前とは単純な比較はできないもの

の、新病院開院後は、3.6％の削減とな

った。 

 

 

 

 

     

電力使用量                        （単位：kWh） 

 平成22年度 平成23年度 

4月 97,974 168,594 

5月 93,976 153,592 

6月 111,769 172,460 

7月 194,258 191,136 

8月 234,928 199,750 

9月 207,122 164,848 

10月 157,459 148,133 

11月 189,554 158,324 

12月 223,221 208,407 

1月 266,557 222,817 

2月 227,614 212,491 

3月 229,770 198,413 

合計 2,234,202 2,198,965 

※平成22年10月から新病院開院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３３    資産の運資産の運資産の運資産の運用管理の用管理の用管理の用管理の

改善に関する目標改善に関する目標改善に関する目標改善に関する目標    

    

 

資産状況を把握し、効

率的かつ効果的な資産

運用を図ることにより

経営の向上を図る。    

 

３３３３    資産の運用管理の改善資産の運用管理の改善資産の運用管理の改善資産の運用管理の改善

にににに関する目標を達成する関する目標を達成する関する目標を達成する関する目標を達成する

ためのためのためのための措置措置措置措置 

 

(1) 専門家の助言を得なが

ら、効率的な資産の一元管

理と運用を行い、その具体

的方策を立てる。 

また、資産運用に際して

は、危機管理対策に十分配

慮したものとする。 

 

 

 

 

 

 

大学全体の収入・支出の状況をまとめ

た収支計画を四半期毎に作成した。その

計画に基づいて余裕金を把握し､運用に

あたっては地方独立行政法人法第43条

及び学内規定に基づいて指定金融機関

への定期預金預入等の安全な資産運用

を行った。 

これにより、6年間で約50百万円以上

の財務収益を計上することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務収益の状況                        （千円） 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 計 

1 12,692 16,883 15,116 3,701 2,112 50,505 
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Ⅲ 
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第５第５第５第５    教育及び研究並教育及び研究並教育及び研究並教育及び研究並

びに組織及び運営のびに組織及び運営のびに組織及び運営のびに組織及び運営の

状況について自ら行状況について自ら行状況について自ら行状況について自ら行

う点検及び評価並びう点検及び評価並びう点検及び評価並びう点検及び評価並び

に当該状況に係る情に当該状況に係る情に当該状況に係る情に当該状況に係る情

報の提供に関する目報の提供に関する目報の提供に関する目報の提供に関する目

標標標標    

 

    

１１１１    評価の充実に関す評価の充実に関す評価の充実に関す評価の充実に関す

る目標る目標る目標る目標    

 

第５第５第５第５    教育及び研究並びに教育及び研究並びに教育及び研究並びに教育及び研究並びに

組織及び運営の状況につ組織及び運営の状況につ組織及び運営の状況につ組織及び運営の状況につ

いて自ら行う点検及び評いて自ら行う点検及び評いて自ら行う点検及び評いて自ら行う点検及び評

価並びに当該状況に係る価並びに当該状況に係る価並びに当該状況に係る価並びに当該状況に係る

情報の提供に関する目標情報の提供に関する目標情報の提供に関する目標情報の提供に関する目標

を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置    

 

１１１１    評価の充実に関する目評価の充実に関する目評価の充実に関する目評価の充実に関する目

標を達成するための措置標を達成するための措置標を達成するための措置標を達成するための措置 

    

 

(1) 教育及び研究等の諸活

動の達成度を点検し、評価

するために、情報収集及び

分析能力の向上を図る。 

 

 

自己点検・評価、文部科学大臣の認証

を受けた評価機関による認証評価、本学

の設置団体が設置した評価委員会の評

価に対応するため、本学内に大学評価委

員会を設置して、各評価に必要な資料の

収集及び分析に関する本学の機能を高

めた。 

 

 

公立大学法人和歌山県立医科大学評価委員会 

・設置 平成18年10月 

・目的 

和歌山県立医科大学における教育活動、研究活動、医療活動、業務運営、

財務等の状況について自ら行う点検及び評価並びに外部評価等の実施に関

し、必要な事項を行う。 

 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

(2) 学部、大学院研究科、専

攻科、附属病院が、それぞ

れ独自に自己点検・評価を

実施する。 

 

 

学部生、専攻科生及び大学院生に対し

ては大学生活または大学院に関するア

ンケートを実施し、その結果に基づき、

教育・研究等の諸活動について自己点

検・評価を行い、報告書を作成した。 

また、改善を要する内容については検

討のうえ、順次対応してきた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

    

自己点検・評価や第三

者評価等を行うことに

より、大学の教育研究活

動の客観性及び透明性

を高め、その結果を大学

運営の改善と活性化に

反映させるとともに、こ

れを公表し、社会への説

明責任を果たす。 

 

(3) 平成20年度中に(財)大

学基準協会の相互評価を

受ける。また、附属病院本

院では、平成19年度末まで

に(財)日本医療機能評価

機構の認定を取得する。 

 

 

学校教育法第109条第2項の規定に基

づき、文部科学大臣の認証を受けた評価

機関による認証評価を受けるため、自己

点検・評価を大学を挙げて実施するとと

もに、本学の状況を正確に説明したこと

により、(財)大学基準協会の大学基準に

適合していることが認定された。 

また、財団法人日本医療機能評価機構

による病院機能評価について、受審対策

委員会、診療部門及び事務部門のワーキ 

 

公益財団法人大学基準協会による認証評価 

認定期間：平成21年4月1から平成28年3月31日まで 

本学に対する提言 

１．長所として特記すべき事項 

  ・ 医学部では、倫理観に富む人材の育成に重点を置き、ケアマインドや

地域医療マインドを育成するうえで効果的な教育を実施している。 

（保健看護学部について当時は評価対象外） 

  ・ 出前講座の積極的実施、公開講座の無料提供、医療カンファランスの

開催など、県民ニーズに対応した社会貢献を行っており、大学の理念・

目的である「地域・社会貢献のできる大学」に合致している。 

 

Ⅲ 
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 ングなどに院内を挙げて取り組み、平

成19年度に認定を取得した。 

 

２．助言 ６事項（概ね達成済み） 

３．勧告 なし 

  

 

(4) 自己点検・評価の結果を

公表し、第三者評価等の結

果を各部門にフィードバ

ックして継続的に各業務

の改善を図ることができ

るシステムを構築する。 

 

 

本学の自己点検・評価の結果をホーム

ページで公表した。また、第三者評価等

の結果について、年度計画等を通じてフ

ィードバックし、その実績の中で業務の

改善につなげられているかを、本学内に

設置した大学評価委員会において検討

を続けている。 

 

 

公立大学法人和歌山県立医科大学評価委員会 

・設置 平成18年10月 

・目的 

和歌山県立医科大学における教育活動、研究活動、医療活動、業務運営、

財務等の状況について自ら行う点検及び評価並びに外部評価等の実施に関

し、必要な事項を行う。 

 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

 

(5) 教育・研究・医療に業績

のあった組織、優秀な教職

員を表彰する制度を導入

する。 

 

 

平成22年度に特別優良教員理事長表

彰実施要領を制定し、教員評価結果に基

づく表彰制度を導入し、6名を表彰した。 

これにより、教育・研究活動の活性化

につなげた。 

 

 

表彰者数                 （名） 

H22 H23 

6 6  

 

Ⅲ 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

２２２２    情報公開等の推進情報公開等の推進情報公開等の推進情報公開等の推進

に関する目標に関する目標に関する目標に関する目標    

 

２２２２    情報公開等の推進に関情報公開等の推進に関情報公開等の推進に関情報公開等の推進に関

する目標を達成するする目標を達成するする目標を達成するする目標を達成するためためためため

の措置の措置の措置の措置 

 
   

 

平成18年度から大学概要や審議会の

議事録等をホームページに掲載するこ

ととし、積極的に情報を提供した。 

 

(1)-1 広報誌、ホームペー

ジ等の点検や見直しを行

うなど、県民等にわかりや

すい広報のあり方を検討

するとともに、学内外へ積

極的に情報を提供する。 

 

ホームページについては、頻回更新

し、その内容を充実させるとともに、附

属病院の広報誌「まんだらげ」を発行し、

学内外へ積極的に情報を発信した。 

また、平成23年度から地域医療機関向

け広報誌「病院だより」を発刊し、本学

の情報提供機能を強化した。 

 

ホームページ更新回数             （回） 

H20 H21 H22 H23 

441 808 500 481 

 

「まんだらげ」発行部数 

年4回 各4,000部 

 

「病院だより」発行部数 

年2回 各2,000部 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

(1) 県民への説明責任

を果たし、県民に一層

開かれた大学を目指

すため、法人の業務等

の状況について、積極

的に情報を公開する。 

 

(1)-2 学部学生、大学院生、

専攻科生及び教職員等の

確保のため、処遇や進路に

 

本学ホームページを活用し、大学・大

学院の活動、学費、学生生活等に関する

情報や、教員リレーメッセージ、特設ペ 

  

Ⅲ 
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ついて、広報活動の充実を

図る。 

 

ージによる教育研究開発センターや

スキルスラボ等の本学の特徴的な施設

に関する情報などを、随時更新して情報

発信し、学生や看護師、研修医等の確保

に取り組んできた。 

  

(1)-3 教育研究活動、管理

運営、財務内容等の情報を

一元的に管理し、社会の求

めに応じて適宜情報を提

供する。 

 

 

記者発表を平成23年1月から定期的に

実施することとし、本学の広報を充実さ

せた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

(2) 個人情報の保護の

重要性を認識し、個人

情報の取扱いに当た

っては、個人の権利利

益を侵害することの

ないよう適正に取り

扱う。 

 

 

(2) 個人情報の取扱いにつ

いては、和歌山県個人情報

保護条例に基づき、適切な

文書管理及びデータベー

ス管理に必要な措置を講

じる。 

 

 

平成18年度に個人情報に関する規程

を策定し、学内に周知するとともに、個

人情報の取扱等に関する研修を実施し、

個人情報の適切な管理に努めた。 

 

和歌山県個人情報保護条例の施行に関する公立大学法人和歌山県立医科 

大学規程 

・制定 平成18年6月 
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第６第６第６第６    その他業務運営その他業務運営その他業務運営その他業務運営

に関する重要目標に関する重要目標に関する重要目標に関する重要目標    

    

 

１１１１    施設及び設備の整施設及び設備の整施設及び設備の整施設及び設備の整

備・活用等に関する備・活用等に関する備・活用等に関する備・活用等に関する

目標目標目標目標    

    

    

第６第６第６第６    その他業務運営に関その他業務運営に関その他業務運営に関その他業務運営に関

する重要目標を達成するする重要目標を達成するする重要目標を達成するする重要目標を達成する

ための措置ための措置ための措置ための措置    

 

１１１１    施設及び設備の整備・施設及び設備の整備・施設及び設備の整備・施設及び設備の整備・

活用等に関する目標を達活用等に関する目標を達活用等に関する目標を達活用等に関する目標を達

成するための措置成するための措置成するための措置成するための措置 

    

 

(1) 施設及び設備につ

いては、長期的な視点

に立ち、教育・研究・

医療の各活動におけ

る施策を踏まえて必

要性を検討し、計画的

な整備に努める。附属

病院紀北分院につい

ては、大学内及び地域

医療における役割分

 

(1)-1 施設及び設備の整備

計画、医療機器や研究機器

等の購入計画を策定し、教

育・研究・医療環境の整

備・充実を進める。 

    

 

大規模事業計画を調査・集約し、中期

的財務推計等を作成することにより、計

画的な整備及び適切な財務運営を行う

ことができた。 

また、学内の施設及び設備について

は、整備計画を策定し、計画的に改修及

び更新を行い、教育・研究・医療環境を

整備することができた。 
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担を果たせるよう医

療環境の整備を図り、

健全な病院経営に努

める。 

 

 

 

 

 

 

紀北分院の新病院建設にあたり、紀北

分院整備計画を策定し、県と随時協議し

ながら基本設計、実施設計、工事等を行

い、平成22年9月に開院させた。 

 

紀北分院新病院 

平成19年1月 整備基本計画策定 

平成20年3月 基本設計完了 

平成21年3月 建築工事着工 

平成22年9月 開院 

 

 

 

 

 

Ⅲ 
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(1)-2 附属病院紀北分院に

ついては、地元との連携を

図りながら適切な医療規

模、必要な診療機能等を調

査検討し、中期計画期間中

に医療環境整備を行う。 

 
 

紀北分院は、内科・小児科等7つの診

療科を設置するとともに、大学附属病院

としてのチーム医療による総合診療、脊

椎・脊髄センターや緩和ケアの充実を行

ったことにより、平成22年度まで減少傾

向であった紀北分院全体の診療報酬稼

働額（外来・入院の合計）は新病院開院

後に大きく回復し、整形外科においては

平成18年度比で約80％増となった。 

 

 

紀北分院（新病院）の整備 

・脊椎ケアセンター処置室（46.8㎡） 

・リハビリテーション室（296.5㎡） 

・整形外科・リハビリテーション関係の医療機器 

（89,141千円） 

 

診療報酬稼働額                  （千円） 

全体 外来 入院 合計 

H18 610,343 1,013,587 1,623,930 

H19 514,535 888,251 1,402,787 

H20 425,681 760,407 1,186,088 

H21 403,252 701,928 1,105,180 

H22 369,651 623,966 993,617 

H23 415,688 886,204 1,301,893 
 

整形外科 外来 入院 合計 

H18 70,981 217,135 288,116 

H19 81,912 313,340 395,253 

H20 97,557 390,558 488,116 

H21 111,220 403,252 514,472 

H22 93,971 304,685 398,656 

H23 102,323 415,005 517,328 
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(1)-3 施設及び設備の整備

に当たっては、資金調達の

方法、効率的及び効果的な

整備手法を検討する。 

 

 

学内の施設及び設備の整備にあたり、

各設備等の重要性や部品供給期限等を

考慮しながら整備計画を策定し、効率的

かつ効果的な整備を進めることができ

た。 

 

 

 
 

Ⅲ 

 

 

Ⅲ 

 

  

(1)-4 施設及び設備の整

備・充実を行う場合、耐震

機能、安全性及び利便性に

配慮したものとする。 

 

 

紀北分院新病院の建設にあたり、耐震

性、安全性及び利便性に配慮した設計を

行ったことにより、患者の安全性及び利

便性が向上した耐震構造4階建ての新病

院を完成させることができた。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 

高度医療人育成センターの研修室の

使用に関する取扱要領を定め、医療関係

団体等の利用も可能にし、施設の有効活

用を推進した。 

 

(2) 既存の施設及び設

備の有効活用を推進

するとともに、適正な

維持管理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 既存の施設及び設備の

利用・整備状況を調査点検

し、共同利用や産官学民連

携による利用などの有効

活用を図るとともに、適正

な維持管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

紀北分院については、既存の施設及び

設備の利用・整備状況を調査点検し、今

後新たに必要となる施設等について検

討した。 

また、病院施設や診療内容等を広報す

るため、かつらぎ町や農協と連携し、か

つらぎ町広報誌や農協広報誌における 

 

広報状況 

・「紀北分院通信」（紀北分院機関誌） 

・「紀北健康出前講座」（紀北分院実施事業） 

・JA紀北川上機関誌 

・かつらぎ町広報誌 

 

平成20年度 

紀北分院通信 207箇所、紀北健康出前講座 13回/年、 

JA紀北川上機関誌 毎月 

平成21年度 

紀北分院通信 225箇所、紀北健康出前講座 18回/年、 

JA紀北川上機関誌 毎月 
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Ⅲ 
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  紀北分院の記事掲載枠の確保、紀北分

院機関誌の定期発行により、施設の利用

拡大に向けたPRを行った。 

これにより、紀北分院の施設設備の有

効活用を促進した。 

 

 

 

平成22年度 

紀北分院通信 370箇所、紀北健康出前講座 10回/年、 

JA紀北川上機関誌 毎月 

平成23年度 

紀北分院通信 370箇所 紀北健康出前講座 9回/年、 

JA紀北川上機関誌 毎月 紀北健康講座   8回/年、 

かつらぎ町広報誌 定期 

 

  

 

２２２２    安全管理に関する安全管理に関する安全管理に関する安全管理に関する

目標目標目標目標 

 

２２２２    安全管理に関する目標安全管理に関する目標安全管理に関する目標安全管理に関する目標

を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置を達成するための措置 

    

 

(1) 患者、訪問者、学生、

職員及び周辺地域の

住民の安全・衛生の確

保のため、適正な体制

整備を行い、組織を挙

げた取組を進める。 

 

 

(1)-1 労働安全衛生法を踏

まえた適正な安全管理体制

を整備する。 

 

 

平成19年度に設置した健康管理セン

ターに専任の産業医を配置して、健康診

断及び人間ドック等を実施し、労働安全

衛生法を踏まえた適正な安全管理体制

を整えた。 

 

 

健康診断受診率                （％） 

H19 H20 H21 H22 H23 

98.1 96.8 95.6 96.2 99.0 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

学内の施設及び設備において、修繕を

要する箇所、安全性が危惧される箇所を

重点的に点検し、院内通路の段差解消や

転倒防止手すりの設置、立体駐車場にお

ける「ゆずりあい駐車区画」の整備等の

対策を行うことができた。 

  

(1)-2 学内施設等の安全対

策の実施状況を点検し、整

備に努める。 

 

 

紀北分院においては、患者、訪問者、

学生、職員等に対する安全対策として、

毎年度改修・補修を行い、院内の安全を

確保し、未然の事故防止につなげた。 

 

 

安全対策実施状況（紀北分院） 

年度 件数 実施内容 

H18 96 小修繕等 

H19 35 外来・病棟等補修 

H20 89 手術室・院内通路等補修 

H21 38 病室・外来診療室等補修 

H22 56 新病院建設中の安全対策 

H23 20 院内接触防止対策等 
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Ⅲ 

 

 

 

 

  

(1)-3 学生等に対する環境

保全及び安全衛生教育等を

推進する。 

 

 

学内におけるゴミ分別の徹底を指導

するとともに、禁煙については啓発を行

った。特に禁煙については、禁煙パトロ

ールの実施や禁煙に関する看板の設置

等を行い、学生の禁煙に対する認識を高

めることができた。 

 

  

Ⅲ 
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(2) 天災、人災等不測の

事態への対応等多岐

にわたる危機管理体

制を確立する。 

 

(2) 自然災害や事故等が発

生した場合の対応マニュ

アルについては、訓練を通

じて検証を行い絶えず見

直していくとともに、職員

一人ひとりの危機管理意

識を向上させ、不測の事態

に迅速かつ適切な対応が

できるよう研修・訓練を重

ねていく。 

 

 

情報伝達訓練、患者受入訓練等を実施

し、連絡網や報告様式の見直し等、対応

マニュアルを修正した。 

また、訓練を繰り返し行うことで迅速

かつ適切な対応につなげるとともに、危

機管理意識を向上させた。 

 

 

 

 

  

Ⅲ 
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３３３３    基本的人権の尊重基本的人権の尊重基本的人権の尊重基本的人権の尊重

に関する目標に関する目標に関する目標に関する目標    

 

 

３３３３    基本的人権の尊重に関基本的人権の尊重に関基本的人権の尊重に関基本的人権の尊重に関

する目標を達成するためする目標を達成するためする目標を達成するためする目標を達成するため

の措置の措置の措置の措置 

    

    

基本的人権を尊重し

た教育研究及び職場の

環境を構築するととも

に、教育研究や医療に当

たっては、常に人権の尊

重を念頭においた取組

を行う。さらに、法人は、

人権に関わりの深い業

務を担っていることか

ら、職員に対する研修を

行うとともに、県民に対

しても必要な情報の発

信に努める。 

 

 

(1) 人権及び生命倫理に関

する知識の修得を図り、人

権意識を高めるために人

権・同和対策推進協議会を

中心に定期的な講習会の

開催を行う。 

 

 

人権同和対策推進協議会においてテ

ーマ等を検討し、全学を対象とした人権

同和研修を開催したことで、全学的に人

権意識を向上させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(2) 教職員の服務規律を定

め、行動規範の周知を図

る。 

 

 

就業規則をホームページに掲載して

おり、改正する度に、全学に周知を行っ

た。 

また、職員の服務については、新規採

用職員研修、中堅職員研修において周知

した。 

 

 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 
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平成15年度に設置した「医事相談窓

口」において、患者等の人権相談や医療

相談、苦情に適切に対応しており、患者

と医療者の相互理解を深め、医療への信

頼を確保し、医療の質の向上につなげ

た。 

 

医事相談件数（附属病院本院）           （件） 

H22(6か月)※ H23 計 

639 1,113 1,752 

※平成22年7月から集計している。 

 

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(3) 来院者、入院患者の人権

相談等に対応できる窓口

を設置する。 

 

 

紀北分院においては、病院改善のため

に意見箱を設置し、患者や家族からの医

療相談に対応してきた。 

 

 

 

相談件数（紀北分院）          （件） 

 H22 H23 

相談件数 45 253 

意見箱への投書 15 18  

 

 

 

 

 

 

 

  

(4) 全学に職場研修委員を

配置し、人権啓発の推進に

取り組む。 

 

 

各所属に職場研修委員を配置し、各所

属での人権研修を実施することで、啓発

を一層推進した。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

  

(5) 学生、教職員を対象にセ

クシュアル・ハラスメント

等の人権侵害に対応する

相談員を配置する。 

 

 

平成19年度に職員等相談処理規程を

制定し、相談員を配置した。 

また、相談員が的確に対応できるよ

う、相談員用のハラスメント対応マニュ

アルを作成するとともに、相談員に対し

て研修を実施した。 

さらに、パワーハラスメントにも対応

できるようハラスメント防止規程を改

正し、周知した。 

 

 

公立大学法人和歌山県立医科大学職員等相談処理規程 

・制定 平成19年4月 

・相談員 

各所属の職場研修委員とし、職種にかかわらず相談等を受け付ける。 

 

公立大学法人和歌山県立医科大学ハラスメント防止規程 

・制定 平成22年4月 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

 

Ⅲ 

 

 

 

 

  

(6) 研究や医療行為につい

ては、国際基準や国の倫理

指針に準拠して実施され

るよう、教職員の啓発を行

うとともに、倫理に関する

審査体制を点検し、継続的

に充実を図る。 

 

 

倫理委員会の委員のうち3名（平成21

年度に1名増）を学外の者とし、審査体

制を充実させた。 

また、増加する研究数に対応するた

め、倫理委員会を平成23年3月から毎月

開催することとした。 

 

  

Ⅲ 

 

Ⅲ 

 


